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標記事件について、原告は、以下のとおり弁論を準備する。

第 1 原告の被告に対する調査請求権 (被告が原告に対 して負 う調査義務 )

1 国際人権法では、世界人権宣言が 8条で「すべての者は、憲法又は法律によっ

て与えられた基本的権利を侵害する行為に対 して、権限のある国内裁判所による

効果的な救済を受ける権利を有する」と規定しているのを晴矢として、自由権規

約 2条 3項、人種差別撤廃条約 6条、女性差別撤廃条約 2条、拷問等禁止条約 1

4条 1項など、多くの人権条約が、救済を受ける権利の手続的側面を中心とした

規定を置いている。子どもの権利条約には救済に関する明文規定はないが、子 ど

もの権利委員会は一般的意見で、人権侵害に対する効果的な救済の必要性は条約

に内在するものであるとしている (別紙 1・ 262～ 264頁 )。

効果的救済に関するこれ らの条約規定は、それ自体、また、権利を保障ないし

確保するとした条約の一般的義務規定及び権利の実体規定とも併せて、人権侵害
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の調査・訴追等の一定の手続的要求、及び賠償、リハビジテーション等を含めた

実体的な救済措置を導くものと解釈されている (別紙 1・ 262頁 )。

条約機関の判例法や先例法では、とりわけ生命権や拷問その他の虐待を受けな

い権利のように身体録全の権利にかかわる事案に関しては、救済を受ける権利に

関するこれらの条約規定から、また、権利を「保障する」「確保する」等とした締

約国の一般的な義務規定や権利の実体規定とも併せて、権利侵害の主張に姑して

実効的な調査 (invesugation;生命権や拷問その他の虐待を受けない権利等を侵害

する犯罪行為については刑事捜査 criminal investigttionを 意味する)及び力日害者の

訴追・処罰を行う義務が引き出されている。また、被害者が受けるべき救済の実

体的内容についても、可能な場合の原状回復のほか、賠償、リハビジテーション、

満足 (sttisfaction;真実の究明と公開、遺体の捜索、公的な謝罪等)、 再発防止の

保証に至る様々な措置が当事国に封して要請されている (別紙 1・ 268～ 26

9頁 )。

この救済の実体的側面は、国際法上、国家責任の解除のために事案に応じて取

られる一連の補償措置 (原状回復、賠償、満足等)と類似しているが、伝統的な

国家責任法では国家間の責任解除が念頭におかれ、原状回復が不可能な損害につ

いては金銭賠償が主な責任解除措置であってその他の措置は象徴的な意味しかも

っていないのに対して、人権侵害に対する救済においては、拷問被害者に対する

身体的・精ネ申的・社会的なリハビリテーションや、強制失踪の事件に関する真実

の究明と公開のように、リハビリテーションや満足の措置はきわめて重要な意味

をもつ。人権侵害が深刻である場合ほど、その効果的な救済は金銭賠償のみでは

なし得ないことが条約機関の判例法・先例法で示されており、人権侵害の重大性

に見合つた適切な救済措置の必要性が強調されている (別紙 1・ 269頁 )。

2 自由権規約委員会は一般的意見31(別紙 2。 4頁)のパラグラフ15で、以

下のとおり、規約 2条 3項に照らし、締約国における適切な行政上及び司法上の

制度によつて権利侵害の主張に対処すべきことについて述べた中で、行政上の制
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度は、侵害の主張を独立かつ公平な機関によつて迅速、徹底的かつ実効的に調査

することが要求されていること、及び司法府は様々な形で (規約の直接適用可能

性、類似の憲法規定もしくは他の法の規定、又は国内法の適用において規約の解

釈上の効果を認めること)規約上の権利を実効的に保障しうることについて言及

している。

自由権規約一般的意見 31「規約締約国の一般的法的義務の性質」

15。 第 2条 3項は,規約の効果的な保護に加え,可能かつ効果的な救

済を個人が有し,そ うした救済を締約国が確保するよう求めている。

そのような救済は,特に子供を含む,一定のカテゴリーの個人の特別

な脆弱性の配慮に応じて,適切になされるべきである。委員会は,国

内法の下で権利侵害の請求を扱う,適当な司法的及び行政的な制度を

締約国が設立することが重要であ と考える∩委員会は,規約の下で

の さまざま により ロ によってま

ことに を る それらの にイま えば

約の直接適用,規約と同等の権利を保障する憲法またはその他の国内

法規定の適用,あるいは国内法適用の際の規約の解釈指針としての効

果が含まれる。行政は,特に独立かつ公平な組織をとおして,即時に,

徹底的にかつ効果的に違反の申し立てについて調査する一般的義務の

実施に必要である。 この点に関しては,適切な権限を賦与された国内

人権機関が貢献できるだろう。締約国が,違反の申し立ての調査を怠

つた場合,それ自体,別途,規約違反 となりうる。違反状態の継続を

停止することは,効果的な救済を受ける権利の本質的な要素である。

3 自由権規約 17・ 23条および子どもの権利条約第 7条 1項・ 8・ 9条から、

特に国の積極的な措置を要求する自由権規約 17条および子どもの権利条約 9条
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からも、子どもが親から切り離されない 。分離されない権利および子の出自を知

る権利から導かれる積極的措置として、原告の被告に対する実の親に関する調査

義務が導かれる (申証人調書 6～ 7頁。別紙 3)。

この点は、自由権規約と同様の定めを置くことから本件において参照されるべ

きヨーロッパ人権裁判所における判例においても、積極的措置として国が調査を

行う義務を認めたものがある。すなわち、ジョヴァノヴィンチ対セルビア事件判

決 (甲 52、 53号証)において、ヨーロッパ人権裁判所はヨーロッパ人権条約

8条が保障する私生活と家族生活の権利に関して、 8条が内在する義務として国

が積極的な調査を行う義務を認め、子が親を知りえないことは継続的な人権侵害

であることも認めた (申証人調書 16ないし18頁 )。

4 以上のとおり、自由権規約上の積極的措置としても、原告の被告に対する調査

請求権 (被告が原告に対して負う調査義務)は導かれるが、加えて、自由権規約

2条 3項からも導くことができる (申証人調書 19頁 )。

この点、原告は前訴の損害賠償事件において本件取り違えについて被告より金

銭賠償を受けているものの、原告は実の親について一切の情報を知ることができ

ておらず、当該金銭賠償を受けただけでは、原告の受けた人権侵害の観点からは

効果的救済が果たされたとは評価できず、被告は原告に丹する効果的救済を与え

る義務を果たしたことにはならない (申証人調書 19頁 )。

第 2 地方公共団体である被告も効果的救済を与える義務を負うこと

1 憲法第 92条は「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本

旨に基いて、法律でこれを定める。」と規定するところ、自治権の中核部分 (内部

組織自主編成・運営権)を除けば、国 (中央政府)の立法意思を常に排除しうる

「固有の自治領域」の存在は認められず、法律 (国の意思)の一般的優位を前提

としつつ、特定の地域的特質がある分野で地域的な関わりの深い人権の実質的保

障のために必要不可欠な場合に限り、国の意思からの逸脱を認めるに過ぎない l月町
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紙 4・ 19頁 )。 自治体の独自の判断で人権条約履行義務を免れることは、論理矛

盾だからである。また、たとえ例外となる自治権の中核部分についてであつても、

憲法 11条 と憲法 97条から解釈される憲法の実質的意味の最高法規性は人権保

障最優先を要求するものであるから (声部信喜 (高橋和之改訂)『憲法』(第 8版、

岩波書店、2023年 、12-13頁 )、 自治権中核部分の保障を理由とする人権

条約違反は自治体に許されていない。

2 国際法のレベルでも、国と地方自治体の権限配分というのはあくまで国内法上

の問題であるため、地方自治体が人権を守らなかつたとすれば、その結果、その

国が国内法上人権を確保できなかったという形で、国際法上、国の責任問題とい

うことになる。したがつて、人権条約の文言上は、明文で地方自治体についての

規定がない条約が多く、国が義務主体として定められているが、結果的には自治

体の行為を含めて国内法上人権を確保できなかつたことが国の責任となるため、

自治体も条約規範を遵守する義務を負っていると解される (申証人調書 37ない

し38頁 )。 このことは特に自由権規約については、第 50条が「この規約は、い

かなる制限又は例外もなしに、連邦国家のすべての地域について適用する。」と定

めていることからも裏付けられる。アメリカのような連邦国家では、連邦を構成

する構成体、アメリカであれば州に、国内法の様々な権限が委譲されていること

があるが、自由権規約 50条は、連邦国家の場合であっても、国内法の権限の委

譲を理由として、国は、義務を免れることはできないということを規定しており、

日本は連邦国家ですらないことから、地方自治体も人権条約の義務を履行する必

要があり、地方自治体が当該自治体の条例を理由として人権条約の義務を履行し

ないということは全く許されない (申証人調書23頁 )。

3 したがつて、被告は地方白治体であるが、原告に封して、その人権侵害につい

て効果的救済を与える義務、本件では「満足」に含まれる真実の究明としての調

査義務を負う。
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第 3 調査方法について

本件では最終的に血液型による調査を辞めてDNA鑑定を行うことにより、原告

の生みの親を調査する方法による調査義務の実施を原告は被告に姑して求めている。

たとえば本調査を契機として妻が不倫をして生まれた子どもが父親と血液型が合わ

ないことが判明して家庭紛争を生むのではないかといつた懸念を払拭するためであ

る。しかも現代においてはDNA鑑定は容易であり、唾液を使つて簡単にできるた

め身体への侵襲性も無い。原告も、「血液型ではなくDNAを、私のDNA、 両親の

DNAが ございますので、DNAだ けの検査だけでもして頂ければ、相手方は分か

ると思いますので。」と述べている (本人尋問調書 14頁 )。 原告はきわめて現実的

かつ他者の権利にも最大限配慮した調査方法による調査を求めているに過ぎない。

第 4 最後に

ヨーロッパ人権裁判所 (ゴデッリ対イタリア事件)の判決の中に、「自分の親を知

るとい う個人の利益は年齢 とともに消滅するものではなく、その逆である」という

一節がある。原告も、「まさしく、私がDNA鑑 定で血縁関係がないと言われた 20

年前よりも今の方が、より強く両親の情報を知 りたいとい う気持ちは、大きくなつ

ています。」と述べている (本尋問調書 17頁 )。

本件取 り違えが起きてから相当の時間が経過 しているが、この問題は過去の話で

はない。今も苦しみは続いてお り、むしろ時間の経過 と共に、親に会いたい、それ

が無理でも親のことを知 りたいとい う気持ちは強まっている。そのことが実現され

ないことにより原告が受け続ける苦しみも日々強まっている。

生まれたばかりの原告には何 ら落ち度のない、被告に一方的に責任がある本件取

り違えによつて、このまま自分が何者か全く分からないまま死んでいくような人生

を原告に強いるのはあまりに非人道的であり、法の正義に著しく反する。

どうか原告に対 して効果的な救済を与えることをお願いする。

以上
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第 2部   条約機関の判例・先例法理に見る人権条約上の実体的義務

には武力紛争や自然災害の状況の場合も含め   を受入国が養うのを支援するように促さなけ
て 経済的,社会的及び文化的権利の連守の   ればならない。
ための企業責任の問題を扱うのに必要な能力

田 1権利侵害に対する効果的救済

i・ 1 人権侵害に対して「救済」を受ける権利の意義と内容 … 航i錦ェ車と
人権侵害に対する「救済」というとき,それには大別して,手続的側面と実
体的側面とがある。前者は,人権侵害を受けた個人が,司法機関をはじめとす
る国の権限ある機関によって審理され判断を受けること (acccss to,uSdCe;救 済

手続へのアクセス)であり,後者は,そのような手続の結果,主張が認められ
た申立人が被害回復のために得られる救済措置の内容を指す。

国際人権法では,世界人権宣言が 8条で「すべての者は,憲法又は法律によっ

て与えられた基本的権利を侵害する行為に姑して,権限のある国内裁判所によ
る効果的な救済を受ける権利を有する」と規定しているのを晴矢として,多 く
の人権条約が,下記のように,救済を受ける権利の手続的側面を中心とした規
定をおいている。なお,ヨ ーロッパ人権条約13条や自由権規約 2条 3項が「効
果的な救済措置 (cFfecivc rcmcdies)」 と規定し,司法的救済に限られず効果的な
救済措置について一般的に定めているのに対し,米州人権条約25条は司法的救
済を受ける権利を保障し,かつ,同条約上の権利のみならず,各国の憲法ヌ_は
法律上の権利の侵害についても司法的救済を受ける権利を定めている。効果的

救済に関するこれらの条約規定は,以下にみるように,それ自体, また,権利
を保障ないし確保するとした条約の一般的義務規定及び権利の実体規定とも併

せて,人権侵害の調査・訴追等の一定の手続的要求,及び賠償, リハビリテー
ション等を含めた実体的な救済措置を導くものと解釈されている。人種差別撤

廃条約及び拷間等禁止条約は,条約上,公正かつ適正な賠償 (compcnsaiOn)に
ついての権利についても明記し, また拷問等禁止条約は,拷間の被害者ができ
る限り十分なリハビリテーションを受けるべきことについても言及している。

■ ヨーロッパ人権条約            田 自由権規約
13条  この条約に定める権利及び自由を侵害   2条 3項  この規約の締約国は,次のことを
された者は,公的資格で行動する者により    約束する。
その侵害が行われた場合にも,国の機関の    (a)こ の規約において認められる権利又は
前において効果的な救済措置を受ける。       自由を侵害された者が,公的資格で行動

する者によりその侵害が行われた場合に

2δ2

社会権規約は救済に関する明文規定を含んでいないが,社会権規約委員会は

一般的意見 3を始めいくつかの一般的意見で,規約上の権利の実現のために取

られる適当な措置には司法的救済を与えることも含まれうることを強調してい

る。すでにふれたように,社会権規約についても個人通報制度を設ける選択議

定書が2008年 に採択され,同規約上のすべての権利が個人通報の対象とされて

いるが,規約上の権利侵害に対して効果的な国内的救済措置が与えられること

は,個人通報制度の適用との関係でも密接な関係をもっている。

も,効果的な救済措置を受けることを確
保すること。

(b)枚済措置を求める者の権利が権限のある

司法上,行政上もしくは立法上の機関又は

国の法制で定める他の権限のある機関によつ

て決定されることを確保すること及び司法

上の救済措置の可能性を発展させること。

(C)救済措置が与えられる場合に権限のある

機関によって執行されることを確保すること。」

四 人種差別撤廃条約

6条  締約国は,白 国の管轄の下にあるすべ
ての者に対 し,権限のある自国の裁判所及
び他の国家機関を趣 じて, この条約に反し

て人権及び基本的自由を侵害するあらゆる

人種差別の行為に対する効果的な保護及び

救済措置を確保 し,並びにその差別の結果
として被ったあらゆる損害に対 し,公正か
つ道正な賠償又は救済を当該裁判所に求め

る権利を確保する。

日 女性差別撤廃条約

2条 締約国は,女性に対するあらゆる形態
の差別を非難 し,女性に対する差別を撤廃
する政策をすべての適当な手段により,か
つ,遅 i帯なく追求することに合意し,及び
このため次のことを約束する。

(C)女性の権利の法的な保護を男性との平

等を基礎として確立 し,かつ,権限のあ
る自国の裁判所その他の公の機関を通 じ

て差別となるいかなる行為からも女1■ を

口 社会権規約委員会「一般的意見 3 締約国
の義務の性格 (規約 2条 1項 )」 (1990年 )
2 - 関連の権利の完全な実現は漸進的
に達成されうるものであるが,その目標に向
けての措置は,関係国にとって規約が発効し
た後′合理的な短期間のうちに取られなけれ

ばならない。  一この措置は,規約で認めら

第 6章 人権の「保護」義務

効果的に保護することを確保すること。

日 米州人権条約

25条 1項 すべての人は,関係国の憲法又は
法律 もしくはこの条約が認める基本的権利

を侵害する行為に対する保護を求めて,た
とえそのような侵害が公務の遂行として行

動する者によつて行われた場合であつても,

簡易かつ速やかな訴え又はその他の何 らか

の効果的な訴えを,権限のある裁判所又は
法廷に対 して行う権利を有する。

同 2項 締約国は,次のことを約束する。
(a)1の救済を求めるすべての者が,その
権利について当該国の法制が定める権限

のある機関による決定を受けることを確

保すること。

(b)司法上の救済の可能性を発展させるこ

と。及び .

(C)こ のような救済が与えられる物合には ,

権限のある機関がそれを執行するよう確

保すること。

園 拷問等禁止条約

14条 l項 締約国は,拷間に当たる行為の被
害者が救済を受けること及び公正かつ適正

な賠償を受ける強制執行可能な権利を有す

ること (で きる限 り十分なリハ ビリテー

ションに必要な手段が与えられることを含

む。)を 自国の法制において確保する。被

害者が拷間に当たる行為の結果死亡 した場

合には,そ の被扶養者が賠償を受ける権利
を有する。

れた義務の履行に向けて,可能な限り意図的
具体的かつターゲットをもったものであるべ

きである。

5 立法に加えて,適当と考えられうる措
置の中には,国内法制に従い司法判断に適す
ると考えられる権利に関しては,司 法的救済

を与えることがある。委員会は例えば,認め

，雨が
ぶ（＼
一
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子どもの権利条約にも,救済に関する明文規定はないが,子どもの権利委員

会は一般的意見で,人権侵害に対する効果的な救済の必要性は条約に内在する

ものであるとしている。

第 6章 人権の「保護」義務

終的な結果にかかわらず条約違反の主張について審理を受け救済
を求めること

を可能にする趣旨の規定とみなければならない。すなわち,本条は,条約上の

権利の侵害を受けたことを主張する個人 (換言すれば,人権侵害に
ついて主張し

うる申立 (arguabL dttm)を もつ者)が,国の権限ある機関にお
いてその主張の

審理を受ける権利を有するものと解されなければならな
い。ヨーロッパ人権裁

判所はクラス事件判決においてそのような解釈を明らか
にすると同時に,13条

は個人がその主張について決定を受けるという手続的権利
のみならずその結果

として実体的な救済を受けることをも要求するとし,シ ルヴア
ー事件判決でそ

の法理を確認している。

ョーロッパ人権条約は 5条 4項で,人身保護請求に関する権利 (逮捕又は平「

留によつて自由を奪われた者が,裁判所がその抑留の合法性に
ついて迅速に決定し

また合法でない場合には釈放を命ずるよう手続をとる権利)を保障し,ま
た 5条 5

項で,5条の規定に反して逮捕又は抑留された者が賠償を受ける権利を保障し

ている (自 由権規約9条 4項及び5項 もこれらと同旨の規定をおく)。
これらの,

人身の自由に関して明記されたより高度の水準の保障に比
べ,効果的な救済に

関する13条は,条約上の権利の侵害の主張に対する救済手続及び救済内容に
つ

いての最低限の要求を定めるものである。なお,13条 にいう効果的な救済
は必

ずしも司法機関によるものには限られないのに対し,従来,公正な裁判を受け

る権利に関する6条 (1975年のゴルダー事件判決によつて,裁判所
へのアクセスの
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られた権利を差別なく享受することは 一部
は 司法的又はその他の効果的な救済を与え
る こ とに よつて  過 当 に促 進 され る こ とが 多
いということを注記する。実際,市民的及び
政治的権利に関する国際規約の締約国でもあ

る国は,同規約 (2条 l項, 2条 3項,3条
及び26条によつて)に よつてすでに,(平等
及び無差別に対する権利を含め)同規約で認
められた権利又は自由を侵害されたすべての

人が,「効果的な救済を受ける」(2条 3項(a))
ことを確保する義務を負っている。加えて,

3条  7条(axl)8条  10条 3項 13条 2項
(a注 13条 3項 ,13条 4項,15条 3項を含め ,

多くの国の国内法制において司法及びその他

の機関による即時の適用が可能と思われる多

くの規定がある。上記の規定が内在的に直接

適用不可能だという考えは,維持しがたいも
の に思 われ る。

日 社会権規約委員会「一般的意見9 規約の
国内的適用」(1998年 )
4 -般的に,法的拘束力ある国際人権基
準は,各締約国の国内法制において直接かつ

田 子どもの権利委員会「一般的意見 5 子ど
もの権利条約の一般的な実施措置 (条約 4

条,42条及び44条 6項」 (2003年 )
24 権利が意味をもつためには,侵害に対
する効果的な救済が利用できなければならな

い。この要求は本条約に内在するものであり

他の主要な 6つの人権条約でも一貫 して言及

されている。子どもたちの特別な,依存的な
地位は,子 どもたちにとって,権利侵害に対
する救済を追求するにあたつての現実的な困

難を形作っている。よって国家は,子供たち
とその代理人が利用できる.効果的かつ・子

ことに対して,特別の注意を払う必要がある。
それらには,子 どもにとって親切な情報の提
供や助言, 自分で行う権利主張への支援を含

即時に機能すべきであり,も って,個人が自
らの権利を国内裁判所で‡メl行することができ

るようにすべきである。国内救済措置を尽く

すことを要求する規則は,こ の点で,国内救
済措置の主要性を強めている。個人の主張の

追求のために国際的手続が存在しさらに発展

することは重要であるが,そのような手続は
究極的には,効果的な国内救済措置を補完す
るものでしかない。

■ 社会権規約委員会「一般的意見12 +分 な
食料に対する権利」 (19994F)

32 +分 な食料に対する権利の侵害を受け
た被害者であるいかなる人又は集団も,国内
的及び国際的レベルの双方で 効果的な司法
上その他の適刀な救済措置へのアクセスを有

するべきである。そのような被害者はすべて

十分な救済を受ける権利を有する。これは,

原状回復,賠鎮,満足,又は再発防止の保証
の形態をとりうる。国内のオンブズマン及び

人権委員会は,食料に対する権利の侵害を取
り上 tデるべきである。

む権利主張.独立の申立手続へのアクセス及
び必要な法的その他の扶助を含む裁判所への

アクセスを含むべきである。権利侵害が認定

された場合には,賠償を含む適当な補償があ
るべきであり,必要な助合には,39条で要求
されているように,身体的及び粘ィ1的回復を
促進するための措置, リハビリテーション並

びに E学校や社会への]再統合がなされるべ

きである。

25 … 委員会は,経済的,社会的及び文
化的権利は,市民的及び政治的権利と同様 .

司法半」」キに適合するとみなされなければなら

置が実効的なものとなるよう,国内法が権利
を十分詳細に規定することが重要である。

どもに対する配慮がなされた手続を確保する   ないことを強調する。不連守の場合の救済措

ヨーロッパ人権条約13条は条約上の権利を「侵害された」者が効果的な救済

を受けることを規定するが, ヨーロッパ人権裁判所の判例法によれば,人権侵

害の有無は実際に救済措置が適用されなければ半J定できないから,本条は,最

e cAsど 。 (国際判例)ク ラスほか対ドイツ事件 (【′′∫∫″″″0ルぉ劣(デι,7″″″,′ )ヨ
~ロ ツ

パ人権裁判所判決,申立No.5029/71,1978年 9月 6日

駅缶鏃盈 飯Y乾堤系覧R撃渉Υ彗多亀鯨 諷 こ坊暮辞 ゴ 協 犠亀盈呈よ孝鶏

果的な救済を受けることを定めている。この規定は,文字通り読めば,『違反』
が起こつ

た場合にのみ国の救済を受ける権利があると言つているように読
める。しかし,個人は,

機関において示すことはできない。従つて,[ヨ ーロツパ

条約違反が現にあつたことは,13条 の適用の前提条件とするこ

においべての上 の るは

t十勅 異

13条は,個

国の
と1よで

を受けたと考えるときには その主張について決定を受け

を の↓)孝

人権]委員会の少数意見

『違/し ば託で|こ

される措置によつて損害

モゝのと解釈されなければならない。」

るため及び,適当な場合救造

して

条約違反と

められるべきことを要求している。よつて重

を保障している

機関において救済を求

ること救済1を

るため

的 な

されたと

ったこと立をまったとい

が述べたように

きない。裁判所の見解では
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権利も内在的に含むものと解されている)は 13条と重複しかつ13条 よりも強い保

障である (よ って, 6条 1項 との関係では13条の保障は前者に吸収され, 6条 1頂

の違反が認定されれば13条違反は検討されない)と されてきた。しかし,2000年

のクドワ対ポーランド事件判決でヨーロッパ人権裁判所は,裁判手続の遅廷に

関して同裁判所に持ち込まれる申立の多さに照らして判例変更を行い,13条は,

6条 1項の権利の違反の主張について,国内機関において効果的な救済を保障

する規定であるとの解釈を示した (よ って,国は6条 1項の権利についても13条

により効果的な救済を写えなければならず,それが与えられなければ,13条の違反

も別途に認定されうる。第12章 を参照)。

ヨーロッパ人権裁判所はその判例法において,締約国の国内機関における手

続が13条にいう効果的な救済といえるために具備していることが要求される要

素についての見解を示している。そのうち重要なものは,当該国内機関の,権

利侵害を行った機関からの独立性,及び,当該国内機関が条約上の権利侵害の

主張の実質について判断し,権利侵害があった場合には救済を与える権限の存

在である。また,13条 にいう効果的な救済とは,個人にとつて確実に有不1な結

果が出るかどうかには依存しない一方で,それを利用しようとする個人にとっ

て実際に利用でき,主張の本案について判断を受け適切な場合には救済を受け

られるという意味で実効的なものでなければならない。

下にみるのは,受刑者が,監獄法及びそれに基づく監獄規則によって課され

た信書の発受信に関する制限がヨーロッパ人権条約 8条等の違反であると主張

したシルヴァー事件判決の中で,ヨ ーロッパ人権裁判所が13条違反に関して判

断した部分である。

り C4dτ● (国際判例)シルヴァーほか対イギリス事件 (StあeT″″′0励 ,″∫ヶ励?〔ナ″ルノ
距弩あ櫂)ヨーロッパ人権裁判所判決,申立 No.5947/72,6205/73,7052/

75, 7061/75, 7107/75, 7113/75, 7136/75, 1983年 3月 25日 [Fヨ ーロッパ人

権裁判所の判例』219頁 ]

「113 13条 の解釈に関する裁判所の判例法から明らかになる諸原則には,以下のものが
含まれる。

(a)個人が,条約に定められた権利の侵害の被害者であるという 主張しうる申立を
有しているときには,当該個人は,その主張について決定を受けるため及び 適当な場
合救済を受けるため,国の機関において救済を求められるべきである (上述のクラスほ
か事件判決,64項 を見よ)。

(b)13条にいう機関とは必ずしも司法機関でなくともよいが,司法機関でない場合に

(C)
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は,そ こにおける救済が実効的であるかどうか決定するにあたって,当該機関の権限及
び与える保障が関連ある (rd“ant)も のであること (同上,67項 を見よ)。
いかなる単一の救済措置もそれ自体で13条の要求を年今に満たすとは限らないが

国内法で規定された救済措置の総体が13条の要求を満たすことはありうる (必要な変更

を加えて,上述のX対イギリス事件 はヶ″♂[力′方?″ム「狛ヵ物)判決,60項 ,及 び1982年
6月 24日 のファン ドゥルーゲンブロック事件 (ル 物zz)/。。ёσ?″♭″ο″ )判決,56項 を見
よ)①  ……

114 本件では,[ヨ ーロッパ人権]委員会が検討した4つ の不服申立の道,すなわち,
面会者局への申立,行政に関する議会委員への申立,内務大臣への請願,及びイギリス
の裁判所での訴訟手続の開始のほか,申立人らに利用できる救済措置があることは示唆

されなかった。

115 上記の2つの道に関しては,裁判所は,[ヨ ーロッパ人権]委員会と同様,本件の
目的上『効果的な救済」を構成しないと考える。

面会者局はその結論を執行できず また,コ ルネ夫人のように刑務所にいない者
からの申立を受け付けることもできない。

議会委員に関しては,委員は救済を与える,拘束力のある決定を出す権限がないこと
を述べることで足りる……。

116 内務大臣については,通信の管理措置が実行される根拠となった命令又は指示の

効力についての申立があった場合,内務大臣は,13条 の要求を満たすために十分な独立
の立場を有しているとは考えられない (必要な変更を加えて,上記のクラス判決 56二買
を見よ)。 問題となっている当の指令を書いた者として,内務大臣は実際には, 自分自

身の主張についての裁判官となるのである。もし申立人が,それらの指令の適用の誤り
に起因する管理措置についての主張を行つているのであれば,内務大臣の立場は異なり,
そのような場合には,内務大臣への請願は一般に,申立に根拠があれば,当該指令の連

守を確保するために実効的なものとなると裁判所は考える。しかし裁判所は,本件にお
いても,少なくとも1981年 12月 1日 の前は,そのような請願を提出するための条件によっ

て,一定の状況におけるこの救済の利用可能性に限定が課されていた……。
117 イギリスの裁判所の側は,監獄法及び監獄規則によって内務大臣及び刑筋所当局
に付与された権限の行使に対して一定の監視を及ぼす管轄権を与えられている (」二言己55

条を見よ)。 しかし,その管轄権は,それらの権限が恣意的に行使されたか,悪意をもっ

て行使されたか,不適切な動機によって行使されたか又は権限を除越する形で行使され
たか否かを決定することに限定されている。この関連で申立人らは,[ヨ ーロッパ人権]

条約は [イ ギリスの]国内法に編入されておらずは1。, イギリスの裁判所において条約を

直接に援用することができないことを強調する。しかし申立人らは,不明瞭な法規の解
釈については,法規とイギリスの条約義務との合致に関する推定に従い,条約が関連性
をもつことは認めている。

118 申立人らは,彼 らの通信に対する干渉がイギリス法に反しているとは主張 してい
ない。 [ヨ ーロッパ人権]委員会と同様,裁判所は,本件手続において申立てられた措
置の大半が条約に合致しないと認定した……。ほとんどの場合において,当事国は委員

“

48 訳注 :イ ギリスでは,1998年 人権法によってヨーロッパ人権条約の規定に国内的効力が与え
られるまで,同条約は国内法体系に編入されていなかった。
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会の認定を争わなかった。当事国はまた, イギリスの裁判所が,当該措置が恣意的に行
使されたか,悪意をもって行使されたか,不適切な動機によって行使されたか又は権限
を除越する形で行使されたことを認定できたはずであるとも主張しなかった。裁判所の

見解では,監獄規則又は関連の命令もしくは指示のいずれに含まれていたものであれ,

関連の規範は,13条の要求する効果的な救済がなかったという点で条約に合致せず,従つ

て当該条項 (13条)の違反があった。」

条約機関の判例法や先例法では, とりわけ生命権や拷問その他の虐待を受け

ない権利のように身体保全の権利がかかわる事案に関しては,救済を受ける権

利に関するこれらの条約規定から,ま た,権利を「保障する」「確保する」等

第6章 人権の「保護」義務

とした締約国の一般的な義務規定や権利の実体規定とも併せて,権利侵害の主

張に対して実効的な調査 (intttigぶ iOn'生命権や拷問その他の虐待を受けない権

利等を侵害する犯罪行為については刑事捜査 cfttind invest角妥tiOnを意味する)及び

加害者の訴追 (Prosccutbn)・ 処罰 (pun`hmcnt)を行う義務が引き出されている。

また,被害者が受けるべき救済の~夫体的内容についても,可能な場合の原状回

復 (rcstitutiOn)の ほか,賠償 (compcnsation), リハビリテーション (rehablitatiOn),

満足 (satね色cion i真実の究明と公開,遺 /本の捜索,公的な謝罪等),再発防止の保

証 (guarantce of non_rcpcddon)に 至る様々な措置が当事国に対 して要請されてお

り,特に身体保全の権利がかかわる人権侵害の救済については,一定の共通理

解が形成されるとともに一層その内容が豊かに発展 しつつある。

この救済の実体的狽1面は,国際法上,国家責任の解除のために事実に応 じて

取られる一連の補償 (rcParaoon)措 置 (原状回復,賠償,満足等)と 類似 してい

るが,伝統的な国家責任法では国家間の責任解除が念頭におかれ,原状回復が

不可能な損害については金銭賠償が主な責任解除措置であってその他の措置

(例えば,謝罪,国旗掲揚等といった満足)は象徴的な意味しかもっていないのに

対 し,人権侵害に姑する救済においては,拷問被害者に対する身体的・精神的・

社会的なリハビリテーションや,強制失際の事件に関する真実の究明と公開の

ように, リハビリテーションや満足の措置はきわめて重要な意味をもつ。人権

侵害の再発防止の保証も,通常の国家責任の文脈ではほとんど援用されないが,

国際人権法では,人権侵害を防止する義務 (人権を「保障する」「確保する」と
いった一般的義務からも導かれるが,拷間等禁止条約のように明文で防止義務を規

定するものもある)に も直結する非常に重要な措置である。以下にみるように,

人権侵害が深刻である場合ほど,その効果的な救済は金銭賠償のみではなし得
ないことが条約機関の判例法・先例法で示されており,人権侵害の重大性に見

合った適切な救済措置の必要性が強調されている。

■ (ディ4Sど 0(国際判例)ヴェラスケス・ロドリゲス対ホンジュラス事件米州人権裁判
所判決 (本案),1988年 7月 29日 [前掲]

「166 締約国の……義務は,その管轄の下にあるすべての人に対し,権利の自由かつ完
全な行使を『確保する』ことである。この義務は,政府の機構及び,一般的に,公権力
が行使されるあらゆる構造を,人権の自由かつ完全な享受を法的に確保できるように組
織するという締約国の義務を意味する。この義務の結果として,国家は 条約で認めら

ず,さ らに,可能し

2δ9

←て,И認 ◆ (国際判例)ゼーリング対イギリス事件ヨーロッパ人権裁判所判決,1989
年7月 7日 [前掲]

「120 13条 は,条約上の権利及び自由の実体が,そのような形態であれ国内法秩序にお
いて確保されることを執行するための救済が国内的レベルで利用可能なことを保障して

いる (前述のボイル及びライス事件 (Bοノノ♂′″〃父′r?)判決,52項 )。 13条の効果は従つ

て,権限ある『国の機関』が,条約に関する関連の申立の実体 (substance)を耳え扱いか
つ適切な救済を付与することのできる国内的な救済を与えることを要求することである

(と りわけ,1983年 3月 25日 のシルヴァーほか事件半」決,113項 )。

121 司法審査手続においては,裁判所は,行政裁量の行使を,違法性,非合理性又は

手続的不適切さがあるという理由で違法と判断することができる……。あL罪人引渡の事

実における『)F合理性』の基準は,いわゆる『ウェンズベリー原則岱7cdnesbuγ  PinciplCS)』
に基づき,いかなる合理的な国務大臣も,当該状況においては引渡命令を出さないであ
ろうということである (同上)。 イギリス政府によれば,裁判所は,非人道的な又は品
位を傷つける取扱いの重大な危険があると示された場合,当該事案のあらゆる状況にお
いてはいかなる合理的な国務大臣も決定しないであろうという理由で,あ る国に逃亡犯
罪人を送る決定を破毀する管轄権を有している。[ヨ ーロッパ人権]条約はイギリス法
の一部とは考えられていないが (同上),裁判所は,イ ギリスの裁判所が ゼーリング
氏が 3条に関して条約機関において主張した類の要素に照らして引渡決定の F合理性』
を審査できるということに満足する。

122 ……ゼーリング氏が,適切な時点において,司法審査の申立を提起し,『死の列現
象』に関連して条約機関において出したのと同様の資料に基づいて『ウェンズベリー原

則にいう不合理性」を主張することを妨げるものは何もなかった。 ……13条の目的上 ,

救済の実効性は,ゼーリング氏にとって有利な結果が出ることの確実さには依存せず
(1976年 2月 6日 のスウェーデン機関士連合事件 (′′′′d″ F″′】力うタル Dカク♂が働グο″)判
決,50項 )。 いずれにせよ,イ ギリスの裁判所の決定がどうであったかについて推測す
るのは当裁判所の役割ではない。」

「124 裁判所は,ゼーリング氏はイギリス法上,3条に基づく彼の申立に関して利用で
きる効果的な救済があったと結論する。……よって,13条違反はない。」

〃δ8

れた権利のいかなる得害をも防止し 訓 本 疋 r しなければなら
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ならば,侵害された権利を回復し,侵害から生じた損害に対する賠償を提供するよう試
みなければならない。」

「174 国家は,人権侵害を防止し,その管轄内で行われた侵害についての真剣な調査を
行うために用いうる手段を用い,責任者を認定し,適切な処罰を科し,かつ被害者に十
分な賠償を確保するために 合理的な措置を取る法的義務を負
「176 国家は,条約で保護された権利の侵害がかかわるあらゆる状況を調査する義務を
負う。国家機関が,人権侵害が処罰されずまた被害者の完全な権利享受ができる限り速
やかに回復されないようなかたちで行動する場合には,国家は,管轄内にある人に対し
てそれらの権利の自由かつ完全な行使を保障する義務を蓮守していない。同じことは,

国家が,私人又は私的団体が条約で認められた権利を害するかたちで自由にかつ処罰さ
れずに行動することを許すときにも妥当する。

177 -定の状況においては,個人の権利を侵害する行為を調査することが難しいこと
もありうる。調査する義務は,防止する義務と同様,調査が満足の行く結果を生まなかっ

たことのみをもって違反となるわけではない。しかし,調査は,真剣に行われなければ
ならず,非実効的なものとなることがあらかじめ予潰1さ れるような単なる形式として行
われてはならない。 条約に違反する私的当事者の行為が真剣に調査されず,それら
の当事者がある意味で政府によって援助されている場合には,そのことは国家に対し国
際的平面で責任を負わせることとなる。」

15 …… 侵害の主張に対 し締約国が調査を
怠ることは,それ自体,規約の別個の違反を
生じうる。継続中の侵害を停止させることは

効果的な救済を受ける権利の不可欠の要素で

ある。

16 2条 3項は締約国に対し 規約上の権
利が侵害された個人に対 して補償 (rcparadon)

を行うことを要求 している。規約上の権 不可が

侵害された個人に対する補償なくしては,2
条 3項の実効性にとって中心的なものである
効果的な救済を提供する義務は,履行されな
い。 9条 5項及び14条 6項で明示的に要求さ
れている補償に加えて,委員会は 規約は一
般的に,道 当な賠償 (cOmpensaion)を 伴 う
と考える。委員会は,適当な場合,補償は,

原状回復, リハビリテーション,公的謝罪や

日 自由権規約委員会「一般的意見31 規約の
締約国に課された一般的義務の性格」 (2004

年)

公的記念碑のような満足 (sadsacion)の 搭

置,再発防止の保証,関連の法及び慣行の変
更,並びに,人権侵害の実行者を裁判にかけ
ることを含みうることを注記する。

米州人権条約25条 l項は,国の「憲法又は法律もしくはこの条約が認める基

本的権利」(こ れ自体も,条約上の権利の侵害について定めたヨーロッパ人権条約や

自由権規約よりも幅広い)を侵害する行為に対する保護を求める訴えを「権限

のある裁判所又は法廷に射して」行う権利を規定し,司法的救済を明記してい

第6章 人権の「保護」義務

る点でヨーロッパ人権条約13条や自由権規約 2条 3項 よりも立ち入つた内容と

なっている。上に挙げたヴェラスケス・ロドリゲス事件を含め,米州人権条約

機関の扱う人権状況及び通報事柔はその大多熟が,1970年代から80年代にかけ

て多くのラテンアメリカ諸国を支配していた軍事政権によって行われたものを

含む強制失踪,拷問,殺害に関するものであるが,米州人権条約機関は,権利

の行使を確保する義務を定めた 1条に加え,25条との関連でも,権利侵害の防

止,調査,処罰に関する締約国の義務を認定し,その観点から,生命権や拷問

その他の虐待を受けない権利を侵害する人権侵害に対して刑事訴追を不可能と

する恩赦 (amnesv)は ,人権侵害に対して効果的な救済を与える国家の義務に

合致しないことを明確にしている住如)。

自由権規約委員会も同様に,拷間や虐待を受けない権利を定めた 7条に関す

る一般的意見及び先例法において, 7条に反する拷問・虐待に対し恩赦を与え

ることは一般に,それらの行為を受けない権利を管轄下の人に確保する義務 (1

条)及び, 2条 3項により速やかかつ公平な調査を行いまた再発を防止する義

務に反し規約違反となるとの見解を示している。米州人権機関の先例法・判例

法ではまた,調査義務に関連して,生命権や拷間その他の虐待を受けない権利

の侵害のような重大な人権侵害については,被害者の近親者を含むすべての者

に真実を知る権利 (the nght to kntt the truth)があり,当事国は事実を実効的に

調査した上でその結果を社会一般に公表しなければならないとされている。

つ 0」

日 自由権規約委員会「一般的意見20 拷問及
び残虐な取扱い又は刑罰の禁上に関する一般

的意見 7に取って代わるもの (7条 )」 (1992
年)

14 7条 は規約 2条 3項とともに読まれる
べきである。報告書において締約国は,……
道切な救済についてどのように効果的な保障

をしているかを示すべきである。 7条によっ

て禁じられる虐待に対して申立を行う権利は,

国内法で認められなければならない。申立は,

効果的な救済がなされるように,権限ある当
局によつて速やかにかつ公平に調査されなけ

ればならない。締約国の報告書は,虐待の被
害者が利用可能な救済措置,申 立後の手続,
申立数に関する統計,及びその処理結果につ
いて具体的な情報を提供すべきである。

日 自由権規約委員会「一般的意見20 拷問及
び残虐な取扱い又は刑罰の禁止に関する一般

的意見 7に取って代わるもの(7条 )」 (1992年 )
15 委員会は,い くつかの国が拷問行為に
関して恩赦を与えていることを注記 した。

恩赦は一般に,拷闘行為を調査 し,管轄内

において拷問行為を受けない自由を保障 し,

かつ拷問行為が将来起こらないことを確保

する国家の義オヵえに合致 しない。国家は 賠
で

る

個 人か ら奪 って はな らない。

c C4M● (国際先例〉ロドリゲス対ウルグアイ事件 (Яttμ ttοノ加卸と:zク と′″″ξ″″J′)自
由権規約委員会「見解」,通報NO.322/1988,1994年 7月 19日

「121 … 委員会は,ウ ルグアイの当時の軍事政権の当局によつて拷間を受けたとい

は49 軍事政権期に行われた公務員の人権侵害を不処罰としたウルグアイの「失効法 (Ley de Cadu‐
cldad)」 を米州人権条約 1条,8条 (公正な裁判を受ける権利)及び25条の違反とした米州人権
委員会報告書Report 29/92,A″ ″クαチ買砂οtt οアオル r′ιサ″望物″ゲεα″C吻″ゲssゲο″ο″打ι物 ,″ 司Fカサё‐

■鶴2-"鉗 ,OEA/Ser L/1183,1993,pp 15年 1651アルゼンチンの「正当な服従法」,「終止符 (PuntO
Final)法 」及び大統領の恩赦令を同様に条約違反とした同委員会報告書 Report 28/92,A″ ″夕,J

買ψοオο/サル r′ヮ彪′́Aη″ゲεク′?Cο物効溢ゲο″ο″Fイク物ク″寅壊力Aゴ 99〃―ゴ99θ ,OEA/Ser L/1183,1993.
pp 4卜51:並 びに下記の米州人権裁判所判決。
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う通報者の主張を,当事国は争つていないことを注記する。
……この関連で委員会は……

当事国は,拷問の被害者たる通報者が提起した問題に対応せず, また,通報者が拷間を

受けたという主張についての調査に関するいかなる情報も提出して
いないことを注記す

る。その代わりに当事国は,恩赦法を採択するというウルグアイ政府の決定を,一般的

な文言で正当化したのみであつた。」

「123 委員会は 以前の による規約違反を調 る義務はないという当事国の主

張に対し 特にそ のように深刻な犯罪を んでいるときには,同意できない。

規約 2条 3項 は,各締約国は『この規約において認められる権利又は自由を侵害された

者が,公的資格で行動する者によりその侵害が行われた場合にも,効果的な救済措置を

受けることを確保する」義務を負うことを明確に規定している。この関連で委員会
は

,

′共 に関す

なセ 委員会は,い くつかの国が拷問行為に関して恩赦を与えていることを注記し

た 。恩赦は一般に,拷問行為を調査し,管轄内において拷間行為を受けない自由を保障

拷間行為が将来起こらないことを維保する の義務に合致しなぃ。国家は,

び可能であれば十分な 果的な救済を受ける権利を個

人から奪ってはならない。』

当事国は,通報者は彼が受けた拷間について私的な口同査を行うことはまだ可能である

かもしれないことを示唆した。委員会は,調査の責任は効果的な救済を与える当事国の

義務にかかると考える。本件の具体的な状況を検討した結果,通報者には効果的な救済

がなかつたと委員会は判断する。

124 委員会はさらに, 重大な に対する恩赦,及び法15,848号 (Lcy de Cadud―

dad de L キ)rerensi6n Punitiva del )の ような立法は 規約上の締約国の義務に合致し

ないことを再確認する。委員会は,この法の採択が,多 くの事案において,過去の人権

侵 対する調査の可能性を実質的に排除し,それによって 過去の人権侵害の被害者

な救済を与える当 を履行することを妨げていることを,深い懸念を

もって注記する。さらに,委員会は, この法を採択することによつて当事国が,民主的

秩序を帽ないさらなる重大な人権侵害を引き起こしうる不処罰の環境を作る
ことに手を

貸していることを懸念する。

13 委員会は……,本件事実は,規約 2条 3項と結びついた7条の違反を示すという見

解である。

14 委員会は,フ ーゴ・ロドリゲス氏は規約 2条 3項に基づき,効果的な救済を受ける

権利を有するという見解である。委員会は当事国に対し,(a)拷問及び虐待の責任者を認

定しかつ通報者が民事的救済を求めることができるようにするため,拷即に関する通報

者の主張についての公的な調査を行い,(b)ロ ドリゲス氏に適切な賠償を与え,かつ(C)同

様の違反が将来起こらないことを確保するため,効果的な措置を取ることを強く要請す

る。」

第6章 人権の「保護」義務

もC4Sど ● く国際判例〉カステイロ=パエズ対
ペルー事件 (C′

"〃
ο→紘 2乃″″)米州

人権裁判所判決,1997年 11月 3日

:き :承常な彗静摯;           髯邑 て1宮をヨ:下」;il:を9み

上しかつ究極的には,生命権を確保することでもある。

と笠:字を::二を,雲拿争ぞ|ヽ阜3構gζ二:拿宮写忌急ζ魯ζ£:::二∴♀三|
項の関連で条約25条の違反を構成すると認定する。」

「9o 上記の米州 [人権]条約違反に関連して 所は ベルー国家は当該違反をも

を調査する義務があると考える。さらに,こ の種の犯罪の責任者
の認定を

妨げうる内的な困難があると推定すれば の家族はなお 筏害者に何が起こつた

場所を知る権利がある。従つて,

れな 赤 た 7 ス _―れ,
の によつてキ ハ Ⅲ

的意見20を参照する①

とともに

して申立を行う権利は, 国内法で認められなけれ

よって速やかに

7 2

とこ

オキ

ベ

ればなら

で る 。

ヤ`と

7 よって じられる虐

に対

,著 坊ミな さ狛 ス よ に 権限ある当

ばならない。申立は,効果的な救

かつ公平に調査されなければなら

し かつ

に

リハビリテーシヨンを

たらし

6(デッ蛹口 0(国際判例〉バリオス・アルトス対ペルー事件 (∂′″ねス′ケοす,Pセ
,/″ )米州

人権裁判所判決,2001年 3月 14日

条約に合致しない自己免責法を採択することによ
つて,ペルー

亀:曇現第色耳泉鳥氏臭琵密え嘉マ拠4裟盈像Ъ項で定められた一般的な義務

五振櫂響星|;乞撞ri盈舟穐と密犠亮奪&ご省奪樋模争∃捷稼橙蕗普献塚罹径を
があることが強訓されなければならないと考える。従つて, 自己免

責法のよう

の効果を有する法を採択する条約締約国は,条約 1条 1項及び2条
との関連で

設 定

↓ギ に る9民考き

かつした

近親者及び生存

■ 1ッ た

し

は 調

ベルーが採択した恩赦法は,本
の調杏及び処罰を妨げ

最後にるるとともでないもを

は,条約 2条に体現され

よって裁判

し

た8

決を妨げ,よ つて条約 1

に対して責任を負う者

人権法で認められた逸脱

ること

を知りかつ相応立

合致しない。この種の法

において被

潅利を侵害 し

び精神に明らか

のすべてが

て▼ヽる深亥」な

ることを意図しているからである。

及びその

訴追及

にとつ

際のような そ

て 条約の目的

えに禁 じられ

セスを妨げ,

司洋的保護に

「Ⅶ 恩赦法と [米州人権」条約との非適合性

誉rす る調査

及び司法へのアク

せるのであつ

に音任ある者に

体チ耳された

並びに

を侵害する

び25条 に違反する。

41 当裁判所は,

ヒさ

彰ヽオを禾|できな

とした

〈 t

罰 を

人権侵害の責任者の認定を妨げる。」る補償を受けることを阻害するから

42  蒻え半J口Fは ,  中

ている
バリオス・アルトスで発

|こ Rく らし

つ実効的

取る義務

な,反対

8条及

272

のかを1日 る権禾U い かつ前当な場合徒 る
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第 2部  条約機関の判例・先例法理に見る人権条約上の実体的義務

これらの合理的な期待を満たすために用いうるあらゆる手段を用いる責務が当事国にあ

る。この調査義務に加えて,強制失踪の実行を防止し,その責任者に制裁を与える義務
もある。ペルーに課されるこれらの義務は,これらの義務が完全に履行されるときまで

現存する一 。」

匿あるいは公開せず,虐待の刑事上の責任者
を訴追せず 道し刀なリハビリテーションを提
供 しないことによって 継続する苦痛と再 ト

性奴隷のサバイバーはう。
lを
含む性暴力被害者

に対する救済措置が不充分であり,性暴力及
びジェンダーに基づく本条約違反を防ぐため

ラウマ化を経験 している。

に有効な教育的その他の措置が取られていな

いことに懸念を有する。「癒 しがたい傷」に

よって苦 しめられていると締約国の代表が認

めている戦時中の性的虐待のサバイバーは ,

締約国が公式に事実を否認 し続け,真実を隠
れず 道切なリハビリテーシヨンが提供され
ていないことはすべて 本条約の下で締約国

150 訳注 :生存している被害者の意。拷問禁止委員会は,後述する一般的意見 3で ,「被害者 (vたth)」
の話に代えて,「サバイバー (survivor)」 の方が当事者によって好まれうる場合もあるとしてい

る。

1990年代に入リヨーロツパ人権裁判所も,特にトル
コにおける恣意的殺害 ,

拷問,失踪等に関する申立を多数審理する中で,生命権 (2条
)や拷問その他

の虐待を受けない権利 (3条 )の侵害がかかわ
る事実における当事国の調査義

務について判示している。同裁半J所によれ
ば,条約 2条や 3条の権利の基本的

性格は,13条 によつて要求される効果的救済
の内容にも影響する。すなわち,

コーロッパ人権条約上最も基本的な権利の一
つである生命権や拷間その他の虐

待を受けない権利の侵害が,それも特に国家機関
によつて行われたとの主張し

うる申立がある場合には,責任者の認定及び処罰をも
たらしかつ,調査手続に

対する申立人の実効的なアクセスを含む徹底
的かつ実効的な調査が必要とされ

る。調査義務は,本書第 9章でもみるように2条の生命権
や 3条の拷問その他

の虐待を受けない権利の保障の手続的側面
として,ま たそれらの権利を「保障

する」とした 1条 と併せ読むことによつ
ても導かれるが,効果的救済を義務づ

けた13条の下での手続的義務はより広範な
ものである。

下にみるアクソイ判決は,ヨ ーロツパ人権裁判所が, 3条
違反の中でも初め

て「拷問」を認定した事例である。

も CィおV● 〈国際判例〉アクソイ対トルコ事件 C転すοJ′ ク
鯰狗 )ヨ

~ロ ツパ人権裁判

所判決,申立No 21987/93,1996年 12月 18日 (『
ヨーロツパ人権裁判所の判例』

に言果さ

ている。委員会は締約国に,性及びジエンダ
ー

第 6章 人権の「保護」義務

に基づ く暴力の根本原因である差別に取 り組

む教育を提供 し, また刑事免責を防ぐ措置を

含め,被害者に対するリハビリテーシヨン措

置を取ることを勧告する。

れている 教 及びリハビリテーシ■
ン

止 す

るもの め

る つなが

■ 拷問禁止委員会第 1回 日本政府報告書審査

「総括所見」 (2007年 )

23 委員会は 第 2次世界大戦中の日本軍

委員会は,教育 (本条約 10条 )及び救済措
置 (14条 )は ともに,それ自体.本条約の下
で締約国に課されている義務のさらなる違反

行為を防ぐための手段であると考える。締約

国によって公式に否認が繰 り返され 訴追さ 行う能力を損なわれていることも多い。

98 3条 に基づしゝて保護されている の1生格が 13条にとっても意味をも
つ。拷

止
い立場 れ ば

国内制度の下で利用可能な他の救済手段を害す
ることなく,拷間の事件について徹底的

よって,個人が国家の公務員によつて

に

● C4SZ◆ 〈国際判例〉ミルナ・マック・チャン対グアテマラ事件 ∽ νクνttrヵ てデ″′密
ヶO″物拗の 米州人権裁判所判決,2003年 11月 25日

「273 当裁判所は,被害者に何が起きたのか,及びそれぞれの事実に責任のある国家機

関が誰であるのかを知る近親者の権利について,繰 り返し言及してきた……。裁判所が

述べたように,『人権侵害があつたときには常に,国家は事実を調査し責任者を処罰す

る義務があり,……またこの義務は真剣に遵守されなければならないのであって,単な

る形式であってはならない』……。

274 裁判所は,重大な人権侵害の被害者の近親者を含むすべての人は,真実について

の権利 (the iぶt Ю thc truth)があることを繰 り返してきた。従つて 被害者の近親者

及び社会全体は,そのような人権侵害に関連して起きたことすべてについて知らされな

ければならない。真実に対する権利は,国際人権法によつて発展し……,具体的な状況
で認められ行使されてきたのであって,補償の重要な手段をなす。従つて本件では,当

事国が被害者の近親者及びグアテマラ社会全体に対して満たさなければならない期待を

生じさせる……。

275 上記に照らし,犯された違反のこの側面を完全に救済するために,当事回は,す
でに処罰された者を別として,ミ ルナ・マック・チャンの超法的処刑及びその隠匿,並
びに本件におけるその他の事実の責任のあるすべての直接の実行者,従犯及びその他の

者を認定し,裁きかつ処罰できるよう,本件における事実を実効的に調査しなければな

らない。手続の結果は,グアテマラ社会が真実を知るために,一般に公開されなければ

ならない。」

「277 この義務を連守するために,当事国はまた,本件において不処罰を維持している

あらゆる事実上及び法的な仕組み及び障害を除去しなければならない。……」

2密

かつ実効的な調査を遂行する義務を国家に課す。

275



の

は 適当な場合における賠償の支払いに加えて,責任者の認定及び処罰につながり,及
び調なヽ手続に対する申立人の実効的なアクセスを含む 徹底的かつ実効的な調査を伴う。
確かに,本条約には1984年の国連拷問等禁止条約12条にあるような,拷間行為が行われ

たと信ずるに足る合理的な理由がある場合の『迅速かつ公平な』調査の義務を課した明

文の規定は存在しない。しかし,裁判所の見解では、こうした要求は13条に基づく『効

果的な救済』の概念に内在している(必要な変更を加えて,……ゼーリング事件判決,88

項を見よ)。」

「100 よって,特に,いかなる調査もなかったことに照らし,裁判所は,申立人は拷間

の主張に関して効果的な救済を否定されたと認める。結論として,条約13条の違反があつ

た。」

治安部隊による違法な殺害が主張されたカヤ事件では, ヨーロッパ人権裁判

所は,当事国の治安部隊が殺害を行ったという事実自体は認定しなかったもの

の,生命権の侵害についての主張しうる申立に対して当事国の当局が実効的な

調査を行わなかつたことをもって13条の違反を認定した。

第6章 人権の「保護」義務

鬱 2 国際人権法の大規模な違反 。国際人道法の重大な違反に対して救済を

受ける権利に関する国際基準の発展

国際人権法では,国連の人権機関における手続において,一貫した形態の重

大な人権侵害の状況を取り上げて審議する慣行が発展してきた (前述した人権

委員会の1235手続や1503手続)。 他方,1980年代末以降,国連では,過去の政権

による大規模な人権侵害に対して正義の回復 (移行期の正義 (transほ oュ瓜justicc))

を求める世界各地の動きや,戦時性暴力等の国際人道法の違反による被害に対

して補償を求める潮流に後押しされる形で,世界人権宣言 8条が掲げるような

人権侵害の救済に関する原則につき,国際人権法 。国際人道法違反の被害者訳

方を対象として体系化する作業が進められるようになった。実際,重大かつ大

規模な人権侵害は多くの場合国際的又は非国際的武力紛争下で起こっているこ

とからすれば,人権侵害の故済に関して,国際人道法違反の場合を除外して別

途に扱うことには自ずと限界がある。この作業は,1990年代に入ってからは,

旧ユーゴスラビア国際刑事法廷やルワンダ国際刑事法廷,国際刑事裁判所の設

置にみられる国際刑事法の顕者な発展からも多大な影響を受けることとなる。

これらの法廷・裁判所が管轄対象としているジェノサイドや人道に対する罪 ,

戦争犯罪等は,その大規模さ及び重大性からして国際犯罪と位置づけられてい

ると同時に,被害者にとっては,国際人権法及び/又は国際人道法違反によっ

て受けた深刻な人権侵害に他ならない。lcc規程は68条で被害者の保護及び公

判手続への参加を定めるほか,75条で「被害者の又は被害者に関する補償 (原

状回復,賠償及びリハビリテーションを含む)に関する諸原則」を定めることを

規定し,79条では被害者のための信託基金の設立について定めている。国際犯

罪の違反の不処罰を克服することで再発防止を目的とする国際刑事裁判所が ,

こうして被害者の利益や救済に関する規定を明示的に掲げるに至ったことをも

受けて,国連人権機関では,人権侵害の処罰や救済に関するいくつかの検討作

業を集大成する形で,国際人権法及び国際人道法の被害者が救済を受ける権利

に関する基準の体系化の動きが本格化していつたのである。

1989年 ,人権小委員会は,「人権及び基本的自由の大規模な侵害の被害者が

原状回復,賠償及びリハビリテーシヨンを受ける権利」に関する特別報告者と

してファン・ボーヴェン(Th van Bove■)を任命する。フアン・ボーヴェンは1993

年に最終報告書を提出した後,それを改訂して1996年及び1997年に,後に採択

される基本原則・ガイドラインの原型となる文書 (フ ァン・ボーヴェン草案)を

第2部  条約機関の判例・先例法理に見る人権条約上の実体的義務

と▼1ぢ4F_qム ヵ サ‐ らゝ 主張 1 ら 立 を由 芳る している樫 ハ   1全 丞 『新革的ナぉ静湛 lィア、lFTハ

ら (デ46W● (国際判例〉カヤ対トルコ事件 (X「クノクチカ均 )ヨ ーロツパ人権裁判所判

決,申立No.158/1996/777/978,1998年 2月 19日

「107 本件で申立人は,彼と彼の近親者は,アブドゥルメナフ・カヤの殺害をめぐる真
の状況を明らかにするような『効果的な』救済を否定されたと主張している。裁判所の

見解では, 本件で当局が侵害したと主張されている権利の性格,すなわち条約体制にお
いて最も基本的な権利の一つであるという性格は,被害者の親族のために保障されなけ
ればならない救済の性格にとっても意味をもたなければならない。特に,それら親族が ,

被害者が国家の代理人によって違法に殺害されたという,主張しうる申立を行つている

場合には 13条 の目的からする効果的な救済の概念は 適切な場合の賠償の支払いに加
えて,責任者の認定及び処罰につながり及び,調査手続への親族の実効的な参加を含む,

徹底的かつ実効的な調査を伴う(必要な変更を加えて,上記のアクソイ事件及びアイデイ

ン事件 釣加 )判決,それぞれ98頂及び103項 を見よ)。 これらの条件からみると,13

条の要求は 2条の下で実効的調査を行うという締約国の手続的義務よりも広い……。
本件では,親族は,アブドゥルメナフ・カヤが治安部隊によって違法に殺害されたこ

とについて,主張しうる根拠があつた。一
108 … 殺害の状況についていかなる実効的な調査もなかったことを考慮し,申立人
将 rドッ■

`ハ
1斤 掌日

'4,子
の死亡に関 してアブドゥルメナフ り,ヤ 条約 ]R条に桂 斤 して 当 月

に効果的な救済をも否定され それによつて 賠償請求を含め 利用しうるその他の救
済を求めることも否定されたと結論されなければならない。よって,条約13条の達反が

あつた。」
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第2部   条約機関の判例・先例法理に見る人権条約上の実体的義務

公表しているい。。続いて1998年 ,人権委員会はファン・ボーヴェンの後任に
バシオーニ (ch Bttsbu五)を任命し,バンオーニは,フ ァン・ボーヴェン車案
及び,人権侵害の不処罰の問題に関する人権小委員会特別報告者ジョワネ

(L Jdnct)の報告書をも参照しつつ,最終報告書で「国際人権及び人道法の違
反の被害者が救済及び補償を受ける権利に関する基本原則及びガイドライン」

(バシオーニ車莱)を提示するt5妙。この車案について国連加盟国及びNCOと の
数回の諮問会合が行われ改訂が加えられた後,人権委員会,次いで国連総会決
議60/147に よって2005年 に採択された文書が「国際人権法及び国際人道法の重

大な違反の被害者のための救済と補償の権利に関する基本原則及びガイドライ

ン」(以下,「基本原則及びガイドライン」)である。

基本原則・ガイドラインは前文で,本原則・ガイドラインは「その非常に重
大な性格によって人間の尊厳の侵害を構成する,国際人権法の重大な違反及び

国際人道法の重大な違反」を対象とするとし,原則 l以下では,国際人権法及
び国際人道法を尊重し,尊重を確保し及び実施する国家の義務の内容として,

違反防止のための措置,違反に対する調査及び責任者への処置,被害者の救済
へのアクセス,被害者の救済の内容について敷行している。前文ではまた,国
際法上の義務及び国内法の規定に従って一定の国際犯罪の実行者を訴追する義

務は,国際司法機関の補完性の概念にも沿うものであることが想起されている。

基本原則・ガイドラインは新たな国際法又は国内法上の義務を伴うものでは

なく,国際人権法及び国際人道法に基づく既存の法的義務の実施に関する手法
や手続を明らかにするものとされており (前文),本文の文言上,拘束力ある

国際法上の義務の場合には「しなければならない (shュ 1)」 の語が用いられる一

方,それ以外の場合には「すべきである (shodd)」 の語があてられたとされて
いるは59。 しかし,国際人権法における救済に関する包括的な研究を著したシェ

ルトンが的確に評しているように,基本原則・ガイドライン中「すべきである」
の語があてられている箇所の中には,国際人権法上すでに広く認められており
「しなければならない」の語を用いることのできたはずの内容も含まれてい

る住50。 以下にみるように,違反に対する調査・訴追・処罰義務 (原則4)や補
償の 5つの形態 (原状回復,賠償,リ ハビリテーション,満足,再発防止の保証)

(151) E/CN4/Sub 2/1996/17.E/CN4/1997/104

は5D E/CN4/2000/62

(150  E/CN4/2003/63

第 6章 人権の「保護」義務

(原則18～23)を はじめ,基本原貝U・ ガイドラインの相当部分は,本章ですでに

みた米州人権裁判所, 自由権規約委員会等の人権条約機関の判例法・先例法を

反映しそれらを整理したものとなっている。他方で,例えば,「満足」の中に

「継続的違反の停止のための実効的措置」が含まれていることについては,違

法行為の停止はむしろ国際法の連守に含まれ,補償に先立つものであって補償

の一部とみるべきではない (違法行為の停止を補償に含めてしまうと,被害者が

いなければ違法行為の停止義務はないということを合意しかねない)と の批判があ

る住50。

閣 国際人権法及び国際人道法の重大な違反の

被害者のための救済と補償の権利に関する基

本原則及びガイ ドライン (Basic Pttnciples

and Guidelines on the Right to a Remedy

and Reparation for Victims of Gross Viola‐

tions of lnternational Human Rishts Law

and SeriOus Violations of lnternational Hu‐

man■ anan Law)(2005年 )は 50

1 国際人権法及び国際人道法を尊重し,尊
重を確保 し及び実施する義務

1 国際人権法及び国際人道法を尊重 し
尊重を確保 し及び実施する義務は,そ れぞれ

の法体系の下で定められた通 り,以下のもの
から生じる。

(a)国家が当事国となっている条約 ,

(D 慣習国際法 ,

(C)各 国の国内法。
■ 義務の範囲
3 国際人権法及び国際人道法を尊重 し,

尊重を確保 し及び実施する国家の義務は,そ
れぞれの法体系で定められた通り,特に以下
の義務を含む。

(a)違反を防止するために適切な立法上 ,

行政上及びその他の措置を取ること。

(b)違 反を実効的,迅速,徹底的かつ公平
に訓査 し,かつ適当な場合,責任がある
とされる者に対 し国内法及び国際法に

従つて行動を取ること。

(C)人権法又は人道法違反の被害者である

と主張する者に対 し,誰が最終的に違反
の責任を負う者であるかにかかわらず ,

以下に述べるような平等かつ実効的な救

済措置へのアクセスを提供すること。

(d)被害者に対 し,以下に述べるような補
償を含む実効的救済を提供すること。

Ⅲ 国際人権法及び国際人道法の重大な達反
であって国際法上の犯罪を構成するもの

4 国際人権法及び国際人道法の重大な違
反であって国際法上の犯罪を構成するものの

場合には,国家は調査し,十分な証拠があれ
ば,違反の責任があるとされる者を訴連に付
しかつ,罪があると判明した場合にはその者
を処罰する義務を負う。

Ⅳ 時 効
6 適用される条約又はその他の国際法上
の義務に規定されている場合,時効は,国際
人権法及び国際人道法の重大な達反であって

国際法上の犯罪を構成するものには適用され

ない。

V 国際人権法及び国際人道法の重大な違反
の被害者

8 本文書の目的上 被害者 (五cim)と
は,国際人権法又は国際人道法の重大な違反
を構成する作為又は不作為によつて,身体的
もしくは精神的損害,感情的昔痛,経済的損
失又は基本的権利の実質的な侵害を含む被害

を個人的に又は集団的に被った者をいう。

150 例えば,被害者は道当な場合かつ違反の重大性及び各事条の状況に均衡 して原状回復,賠償
リハビリテーシヨン,満足及び再発防止の保証からなる補償を与えられるべきであるとした原則
18や ,賠偵は経済的に評価可能な被害について提供されるべきであるとした原則20。 D She■ on,
買¢物9プルsゲ″r″彪π″α力0″,′ 汀π′′7,,2父を力ん助ιl,Second ed,O近ord Un市 ersity Pressi Oxford,

2005,p147(2003年 の段階の草案へのコメント)

は50 乃ゲど,p149(同 じく,2003年 の段階の草案へのコメント)
(1561 A/RES/60/147
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第 2部  条約機関の判例 先例法理に見る人権条約上の実体的義務

9 人は,違反の実行者が認定され,拘束
され,訴追され又は有罪判決を受けているか
どうかにかかわらず,被害者とみなされなけ
ればならない。

Ⅵ 被害者の取扱い
10 被害者は,人道的にかつその尊厳と人

権を尊重 して取 り扱われるべきであり,ま た ,

被害者及びその家族の安全,身体的及びフとヽ理

的福利並びにプライバシーが確保されるよう

道切な措置が取られるべきである。国家は,

暴力や トラウマを被った被害者が,救済及び

補償の提供のための法的及び行政的手続の過

程で再び トラウマを受けることを避けるため

の特別の配慮とケアを受けられることを,国

内法において可能な限り確保すべきである。

Ⅶ 被害者が救済を受ける権利
ll 国際人権法及び国際人道法の重大な違

反に対する救済は,国際法で定められた通 り,

以下の事項に対する被害者の権利を含む。

(a)平等かつ実効的な救済措置へのアクセ

ス
,

(D 被つた被害に対する十分,実効的かつ

迅速な補償 ,

(C)達反及び補償制度に
'支
する関連情報ヘ

のアクセス。

Ⅷ 救済へのアクセス (acccso to,螂 iCC)
12 国際人権法又は国際人道法の重大な連

反の被害者は,国際法で定められた通り,効

果的な司法的救済に対する平等のアクセスを

有する。被害者に利用可能なその他の救済に

は,行政上及びその他の機関へのアクセス並
びに,国 内法に従つて行われる仕組み,方式

及び手続が含まれる。 …
Ⅸ 被った被害の補償 (rcParatlon)
15 +分,実効的かつ迅速な補償は,国際
人権法又は国際人道法の重大な違反を是正す

る (にdrcss)こ とによつて正義を促進するこ

とを意図している。補償は,違反及び被つた

被害の重大性に均衡したものであるべきであ

る。国内法及び国際法上の義務に従い,国家
は,国家に帰属する作為又は不作為であつて

国際人権法及び国際人道法の重大な違反を構

成するものについて,被害者に補償を提供し

なければならない。中

18 国内法及び国際法上に従い,かつ個別
の状況を考慮に入れて,国際人権法及び国際

人道法の重大な違反の被害者は,適当な場合
かつ達反の重大性及び各事案の状況に均衡し

て,原則19か ら23に 示されたような完全かつ

実効的な補償を与えられるべきである。それ

は,以下の形態を含む。原状回復,賠償, リ

ハビリテーシヨン,満足及び再発防止の保証
である。

19 原状回復 (rcsdtuょ。n)は ,可能な場合
にはいつでも,国際人権法及び国際人道法の

重大な違反がノ九
ぐ生する前の状態に被害者を戻

すことである。原状回復は,適当な勃合, 自
由の回復,人権 , アイデンティテイ,家族生

活及び市民権の享受,居住地への帰還,並び

に財産の返還を含む。

20賠 償 (comPcnsaiOn)は ,適 当な場合
かつ違反の重大性及び各事突の状況に均衡 し

て,国際人権法及び国際人道法の重大な違反
から生 じた,経済的に評価可能な被客につい

て提供されるべきである。例えば ,

(a)身体的もしくは精神的被害 ,

(b)雇用,教育及び社会的使益を含む逸失
機会 ,

(C)潜在的な収入能力の逸失を含む,物質
的損害及び収入の逸失 ,

(d)精神的損害 ,

(e)法律扶助もしくは専門家の援助,医薬
品及び医療サー ビス,心理的及び社会
サービスを受けるため tご必要な費用。

21 リハ ビリテー ション (rchablitarion)
は,医療及び′い理的ケア,並びに法的及び社

会的サービスを含むべきである。

22満 足 (saisttctiOn)は ,適 用で きる場
合,以下のいずれか又はすべてを含むべきで

ある。

(a)継続的違反の停止のための実効的措置 ,

(bl 被害者,被害者の親族,証人又は,被
害者を支援するためもしくはさらなる違

反の発生を防止するために介入 した人の

安全と利益を害 しない限りにおいて,事
実を明らかにし真実を完全かつ公的に公

開すること,

(C)失踪者の所在,誘拐された子どもの身

元,及び殺害された者の遣体の捜索並び

に,被害者の希望又は家族や社会の文化
的慣行に沿つた遺体の確認及び埋葬 ,

仰)被害者の尊厳を回復する公的な宜言又
は司法決定 ,

(e)事実の承認及び責任の受入れを含む公

的な功l罪 ,

(f)違反に責任を負う者に対する司法上及
び行政上の制裁 ,

(g)被害者に対する追悼及び献辞 ,

(■)発生 した違反の正確な記述を,国際人
権法及び国際人道法の訓練教材並びにあ

らゆるレベル教材の中に含めること。

23再発防止の保証 (guarankcs oF nOn【 cPc―

idon)は ,適用で きる場合,以下のいずれ

か又はすべてを含むべきであり,そ れらはま

た侵害防止にも寄与する。

(a)年隊及び治安部隊に対する実効的な文

民統制を確保すること,

(b)あ らゆる民事手続及び軍法手続が,法

の正当な手続及び公平さに関する国際基

準を連守することを確保すること,

(C)司法の独立を強化すること,

(dl 法曹,医療耳
‐
九員及び保健職員, メデイ

ア及びその他の開連の職業,並びに人権

擁護者を保護すること,

(C)優先的にかつ継続的に,社会のすべて

口 拷問禁止委員会「一般的意見3 締約国に
よる14集の実施」(2012年 )

は

び「補償 (rcOaration) |の概念を包含すると

包括 的 な の概念は従つて ,

唯

満足 (sat_

の Of

を

を

侵害の実行者が識別され 拘束され,訴追さ

れ又は有罪とされているか否かにかかわらず

かつ,実行者と被害者の間の家族関係その他

第 6章 人権の「保護」義務

の部門に対 して並びに法執行職員及び軍

隊・治安部隊に対する訓練において人権

及び国際人道法教育を提供すること,

(f)法執行,始正, メデイア,医療,心理

及び社会サービスの職貝,年隊要貝並び
上 に企業による行動規範及び倫型規範,特

に国際基準の進守を促進すること,

(9社 会的対立を防止 しその解決をモニ

ターする仕組みを促進すること,

(l■  国際人権法及び国際人道法の重大な違

反に寄与 している又はそれらを許容して

いる法を見直 しかつ改正すること。J

の関係の有無にかかわらず,被害者とみなさ

れるべきである。「被害者」の語はまた,E被

害者に対する拷問や虐待によつて]影響を受

けた被害者の直近の家族又は被扶養者,及び,

被害者を援助するため又は被害を防ぐた
めに

介入する際に保害を被つた者を含む。物合に

ょって,被害を被つた者は「生存者 (suⅣ
"or)」

の話の方を好むこともある。委貝会は,具体

的な】犬況において好ましいとされることがあ

る他の話の使用を害することなく,「被害者」

という法律用語を用いる。

4 委員会は,救済のプロセスに被害者が

参加することの重要性,及び,救済を与える

ことの究極的な目標は被害者の尊厳の回復に

あることを強調する。

14条 の下で救済を与夕る締約国の義務

は  手続 的 な蓋務 と実体 的 な恭務の二つの面

を履行するためには ,

を

先に述べた嵐うな留意点があるとは
いえ,本基本原則・ガイドラインは,国

際人権法の法理の発展を反映させつ
つ,国際人権法及び国際人道法の連守の一

環としての人権侵害救済のあり方に
ついて現行の国際水準の明確イ|を

試みた文

書として,有用な指針となるものである。拷問禁止委員
会は2012年 12月 ,拷聞

嶺書兵今各株瑞緊噂縣軒薪テど転号:象暑姦
害者」の定義,救済を与える締約国の義務の実体的内容 (原

状回復,賠償,リ

ハビリテーシヨン,満足及び再発防止の保証)等に関して随所
で基本原則・ガイ

ドラインを大幅に下敷きとした内容となっ
ており,こ の文書が被害者の故済に

関する人権条約機関の実行にすでに影響を与
えていることが見て取れる。

考える。この

リハビリテーシヨン

と の で

に わ る 。

ついて決定しかつ

230

害者が救済 登ける権利に
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第2部   条約機関の判例・先例法理に見る人権条約上の実体的義務

救済を与えることができる,独立の司法機関
を含む申立制度並びに調査機関及び組織を設

置しなければならず,かつ,それらの制度及
び機関がすべての被害者にとって効果的であ

リアクセス可能であることを確保 しなければ

ならない。実体的なレベルでは,締約国は ,

拷問又は虐待の被害者が,賠償及びできる限
り十分なリハビリテーションに必要な手段を

含む十分かつ効果的な救済及び補償を得るこ

とを確保しなければならない。

実体的義務―救済を受ける権利の範囲

6 上記の 2項で述べたように,救済は,
原状回復,賠償,リ ハビリテーション,満足
及び再発防止の保証という5つの形態を含む。
委員会は,「国際人権法及び国際人道法の重

大な違反の被害者が救済及び補償を受ける権

利に関する基本原則及びガイ ドライン (基本

原則及びガイドライン)」 (国際人権法及び国

際人道法の重大な違反の被害者が救済及び補

償を受ける権利に関する国連基本原則及びガ

イドライン,総会決識60/147)で 示されたよ
うな国際法及び実行上の十分な救済の諸要素

を認める。補償は,十分,効果的かつ包括的
でなければならない。委員会は,拷問又は虐
待の被害者に提供され又は与えられる救済及

び補償措置の決定においては,各事茶の特殊
性及び】犬況が考慮に入れられなければならな

いこと,並びに,救済は被書者の特別のニー
ズに適合 しかつ被害者に対 して犯された侵害

の重大性に比例 したものであるべきことにつ

いて,締約国の注意を喚起する。委員会は ,

補償を提供することは,それ自体,将来の違
反に対 して防止及び抑止の効果をもつことを

強訓する。

7 国家当局又は,公的資格で活動するそ
の他 の者が  拷 問 ■ は虐得 に当 落 妬Πたる行 を

した場合,そ れらの行為が公務員でない者又
は私的主体によって犯されたことを知ってお

り又は犯されたと信ずる合理的な理由があっ

たにもかかわらず本条約に従ってそのような

公務員でない者又は私的主体の行為を防止 .

調査,訴追及び処罰するための相当の注意を
行使 しなかった場合には,国家は,被害者に
対 して救済を提供する責任を負う (一般的意

見 2)。

原状回復 (rcsituhon)

8 原状回復は,各事案の特殊性を考慮に
入れつつ,被害者の状況を条約違反カン巳され
る前の状況に戻すことを目的とした救済の形

態である。本条約の下での [拷問又は虐待の司

防止義務は締約国に対し,そ のような原状回

282

復措置を受ける被害者が,拷問又は虐待の再
発の恐れにさらされるような立場におかれな
いことを確保することを要求する。一定の場

合には,被害者が,違反の性格からして原状
回復は不可能であると考えることもありうる

が,国家は被害者に対 し,救済への十分なア
クセスを提供 しなければならない。原状回復

が効果的なものとなるためには,ジ ェングー
性的指向,障害,政治的意見その他の意見
種族竺 (cthn■ゥ),年齢及び宗教のような何
らかのイ重類の差別並びにその他のすべての事

自tl基づく差別を含む,侵害の何らかの構造
的な原因に対処するための努力がなされるべ

きである。

賠償 (cOmpensadOn)

9委員会は,拷問及び虐待の被害者にとっ
て,金銭賠償のみでは十分な故済にならない
ことがあることを強P′lする。委 会は,締約
国力ご14条の下での義務を連守するためには

金銭賠償の提供のみでは不十分であることを

確認する。

10 14条の下で拷問又は虐待に対して迅速
公正かつ十分な賠償を受ける権利は多層的な

権利であり,被害者に与えられる賠償は,金
銭的であれ非金銭的であれ拷聞又は虐待から
生じた経済的に評価可能な被害を賠償するの

なしうる最大限の自足及び機能を可能にしよ

うとするものであり,当 該個人の物理的及び
社会的環境への道応を伴いうる。被害者のた

めのリハビリテーシヨンは,で きる限り,被
害者の自立,身体的,精神的,社会的及び職
業的な能力,並 びに社会への十分なインク
ルージョン及び社会参加を回復することを目

的とするべきである。

12 委員会は,「できる限 り十分なリハ ビ
リテーション」のための手段を提供する締約

国の義務は,拷間の広範な効果によってその
生活状況が尊厳,健康及び自足を含め決 して
十分に回復されないかもしれない被害者の

被った被害を回復 し修復する必要性を指 して

いることを強調する。この義務は締約国に

とって利用可能な資源には関連せず,延期さ
れてはならない。

13 拷聞又は虐待の被害者にできる限り十
分なリハビリテーシヨンの手段を提供する義

務を履行するために,各締約国は,長期的な
統合的アプローチを採用すべきであり,拷問
又は虐待の被害者のための専門家のサービス

が利用可能,適切かつ容易にアクセス可能で
あることを確保すべきである。これには,と
りわけ「拷聞及び他の残虐な 非人酋的な又
は品位を傷つける取扱い又は刑罰の効果的な

調査下文び文書化に関するマニュアル (イ スタ
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供する義務を履行するものとなるわけでもな

15 締約国は 被害者の文化 人格 歴史
及び経歴を考慮に入れつつ 効果的なリハビ

た被害者が誰であるか又は庇護請求者及び難

民を含め32項 に例示したような周縁に追いや

られもしくは弱い立場にある集団内にいると

リテーション サービス及びプログラムが当
該国に設けられること かつ 差別なく ま

いう地位にかかわらず すべての被害者に
とってアクセス可能であることを確保 しオょヽけ

リハビリテーシヨン プログラムヘのア
クセスを提供 されるべ きである。リハ ビリ

ればならない。締約匡Iの立法によって,拷問
又は虐待の被害者にリハビリテーションを提

供する具体的な制度及びプログラムを設ける

べきである。拷間の被害者は 資格のある独
立の医療専門家による評価の後できる限り早

に十分なものであるべきである。これには

ンブール プロトコル)」 に基づいた,セ ラ

テーシ∋ン・プログラムヘのアクセスは,被
害者が司法的救済を追求しているかどうかに

依存するべきではない。できる限り十分なリ

ハビリテーションの手段を提供する14条 の義

務は,国家によるリハビリテーシヨン サー
ビスの直接の供給によっても,又は,非政府
組織 (NGO)が 管理するものを含め民間の
医療,法律その他の施設に資金を提供するこ
とによっても履行されうる。後者の場合には

国家は,そ れらの施設に対 していかなる報復
ないし脅迫もないことを確保 しなければなら

ない。サービス提供者の選択における被害者

諸言語で利用可能であるべきである。委員会

は締約国に対 し,道切な指標 (indlcators)及
び目標値 (bcnchmarに s)を 用いることを含め ,

リハビリテーシヨン プログラムの効果的な
実施を評価する制度を設けることを奨励する。

満足 (satisttction)及 び,真実に対する権利

(■ght tO truth)

16 満足は,条約 12条  13条に基づく調査
及び刑事訴迫のェぇ務を通して,ま たそれに加
えて,以下の故済措置のいずれか又はすべて
を含むべきである。継続的侵害の停止を目的

とした効果的な措置。被害者,被害者の親族 ,

証人又は被害者を援助するためもしくはさら

なる侵害を防止するために介入した人の安全

及び利益を害しない又は脅かさない限りにお

いての,事実の検証及び十分かつ公的な事実
の開示。失踪者の所在 誘拐された子供の身
元 及び殺された者の投体の捜芸 並びに
被 害者 又 は影響 を受 けた家族 の明示 的 な又は

推定される希望に沿つた被害者の遺体の修復 ,

'8θ

支払った医療費の払い戻 し,で きる限り十分
なリハビリテーションを確保するために被害

者にとって必要な将来の医療又はリハ ビリ

テーション サービスを賄うための資金の提
供,生 じた身体的及びオ青神的被害による金銭
的及び非金銭的損害,拷問又は虐待によって
生 じた障害のための収入の逸失及び港在的な

収入能力の逸失,並びに,雇用や教育等の機
会の逸失が含まれうる。加えて,拷問又は虐
待の被害者に対 して締約国が与える十分な賠

償は,救済請求の提起に関連した法律扶助又
は専門家の援助及びその他の費用を提供する
べきである。

リハビリテーション (rchablitatiOn)

ll 委員会は,本条約の違反の結果被害を
被った者に対するできる限り十分なリハビリ

テーションの手段の提供は,全体的な (hOtts―
dc)も のであるべきであり,医療及び′とヽ理学
的ケア,並びに法的及び社会的サービスを含
むべきであることを確認する。この一般的意

見の目的上,リ ハビリテーションとは 拷問
又は虐待を受けた後の被害者の状況の変化の

結果必要となる 機能の回復えは新たなスキ

ピーその他の個人的なニーズの評価及び事後

評価のための手続を含むべきであり また
医療的,身林的及びフとヽ理的リハビリテーショ   の参加は不可欠である。サービスは,関道の
ン サービス,[社会への]再統合のための
サービス及びソーシヤル サービス,コ ミュ
ニ テ イで の 及 び家族 に向 けた援 Bヴ 1飛 びサ ー ビ

ス 職業訓練 教育等 分野を超えた広範な
措置を含みうる。被害者の強さ及び回復力を

も考慮に入れた,リ ハビリテーションに対す
る全体的なアプローチは,き わめて重要であ
る。さらに,被害者は再び トラウマ [=心的
外傷]を受ける危険があるかもしれず, また
自らが受けた拷問又は虐待を思い起こさせる

行為に対 して現実に恐れを抱いている。従つ

て,援助が提供される際には,信頼と信用の
ある珠境を創る必要性に高い優先順位がおか

れるべきである。

14 これらの形態のリハビリテーション
サービスを提供する条約上の必要性は,拷聞
直後に被害者に対 して医療及び′とヽ理的社会的

サービスを提供する必要性をなくすものでは

ない。また,そのような当初のケアが,で き
る限り十分なリハビリテーションの手段を提∠り習得を指す。それは,関係個人にとって
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確認及び再埋非の援助。被害者及び被害者と

密接に関係 した人の尊厳,名誉及び権利を回

復する公的な宣言又は司法決定。侵害に対 し

て責任を負う人に対する司法的及び行政的制

裁。事実の承認及び責任の受入れを含む公的

テkヽ謝黒。被害」者に対する記念及び追悼。

17 国家が 拷問に当たる行為の主張を迅
速に調査せず,刑事訴追せず又はそれに関す

る民事手続を許容しないことは,救済の事実
上の否定を構成し,も って14条の下での国家
の義務の違反を構成する。

再発防止の保証 (guarantccs oF non rcpcdion)

18 本条約の 1条から16条 は,拷問及び虐
待を防止するために締約国が不可欠とみなし

た具体的な防止措置を構成している。拷問又

は虐待が再発しないことを保証するため,締
約国は 本条約の遠反に対する不処罰と闘う
ための措置を取るべきである。そのような措

置には 本条約の規定,1寺に拷間の絶対的禁
上について公務員に効果的かつ明確な指示を

いずれか又はすべてを含むべきである。革隊

及び治安部隊の文民統制。すべての司法手続

が,デユープロセス,公正さ及び公平さに関

する国際基準を巡守すること。司法の独立を

強化すること。人権擁護者並びに,拷問の被

害者を援助する法律専門家,保イト遵専門家その

他の専門家を保護すること。すべての拘禁場

所に対する定期的かつ独立の監視制度を設け

ること。優先的かつ継続的に,法執行官及び

軍隊 ‐治安部隊に対 して,周縁に追いやられ

かつ弱い立場にある人々の具体的なニーズを

含む人権法についての訓練,並びに,保健専
P可家 法律専 F弓家及び法執行官に対してイス
タンブール・プロトコルについての具体的な

訓練を提供すること。法執行官,嬌正職員,
医療職員,心理学的サービス及びソーシヤ
ル サービス,並びに軍の人員を含む公務員
による国際基準及び行動綱領の連守を促進す

ること。拷問及び虐待につながり又はそれら

を許容している法の見直し及び改正を行うこ

と。ルフールマンを禁じた本条約 3条の道守

を確保すること。ジェンダー関連その他の拷

問又は虐待の被害者に対するシェルターのよ

うな,個人又は個人の集団のための一時的な
サービスの利用可能性を確保すること。委員

会は ここに挙げたような措置を取ることに
より 締約国は本条約 2条の下で拷間に当た
る行為を防止する義務を履行することにもな

りうることを注記する。加えて,再発防止の

保証は 暴力の背景にある原因でもありうる

社会的な lえ 係の変革に向けて潜在的に重要な

可能性をもっている。再発防止の保証は,関
連の法を改正すること,不処罰と闘うこと,

並びに効果的な防止及び抑止の措置を取るこ

とを含みうるが,それらに限られない。
手続的義務――救済を受ける権利の実施

立法

19 本条約 2条 の下で締約国は 「自国の

管轄の下にある領域内において拷間に当たる

行為が行われることを防止するため,立法上

行政上,司法上その他の効果的な措置」を取
らなければならない。委員会が一般的意見 2

で明らかにしたように,「締約国は,最低限
でも,本条約 1条に定義された拷問の諸要素
に従い,かつ 4条の要求に従つて,拷間の罪
を自国の刑法上処罰される罪としなければな

らない」。締約国が,条約上の義務を明確に

取 り入れた立法を制定 して拷問及び虐待を犯

罪としないこと,並びにその結果として拷問
及び虐待が犯罪とされないことは,被害者が

霊する能力を妨げるものである。

20 14条 を実効あるものとするために,締
約回は,拷問及び虐待の被害者に効果的な故
済措置を提供 し,賠償及びできる限り十分な
リハビリテーシヨンを含む十分かつ適切な故

済を得る権利を与える具体的な立法を制定し

なければならない。そのような立法は,個人
がこの権利を行使することを認め,かつ司法
的救済措置へのアクセスを確保 しなければな

らない。集団的な補償及び行政上の補償プロ

グラムは救済の一形態として受け入れられう

るが,そのようなプログラムは,救済措置に
対する,及び救済を得ることに対する個人の

権利を非実効的にするものであってはならな

ψゝ。

21 締約回は,自 十二エコの国内法において,暴
力又は トラウマを被った被客者が,イ叶l償の提

供を目的とした法的及び行政的手続の過程で

再び トラウマを受けることのないように,十
分なケア及び保護を受けられることを確保す

べきである。

22 本条約上,締約国は,オ考問を行つたと
主張されている者がその管轄の下にある領域

内にいる場合にはこれを訴追するか文は引渡

すこと,並びにそのことを可能にするために
必要な立法措置を取ることが必要とされてい

る。委員会は,14条の実施は 締約国の領域
内で,又は締約国の国民によってもしくは締

約国の国民に対 して行われた拷問の被害者に

その領域外で拷問又は虐待を受けた被害者
に

対 して民事的1改済措置を提供することに対す

る締約国の努力15〕 を貨賛 して きたoこ のこ

とは、被害者が侵害の生 じた領域内にお
いて

14条 で保障された権利を行使できないときに

は特に重要である。実際,14条は締約国に対

し,拷問及び虐待のすべての被害者が救済措

置にアクセスできかつ救済を得られる
ことを

確保することを要求 している。

申立及び訓査のための効果的な制度

23 委員会は総括所見において,被害者の

14条 の権利が十分に尊重されることを確保す

るために逆守されなければならない国家の義

務の他のものについて述べてきたoこ の点で

不作為の結果,自 国の管轄の下にある領域内

で拷 F「司に当たる行為が行われたと信ずる合理

的な理由がある場合には常に迅速,効果的か

つ公平な調査を行わなければならず,か
つ ,13

条に定められまた委員会が一般的意見 2で確

認したように,公平かつ効果的な申立制度が

設けられることを確イ呆しなければならな
い。

他のどこであれ自由を奪われた人,並びに
コ

ミュニケーシヨン能力に限界がある人を含め

弱い立場にある又は周縁に追いやられた集剛

に属する人を含めて,電話のホツトライン又

は拘禁施設における秘密の中立ボック
ス等を

通 じて,公衆に知らされかつアクセス可能な

ものでなければならない。

24 手続的レベルでは,締約回は,拷聞又

は虐待の被害者に十分な賠償及びリ
ハ ビリ

テーションを含む救済を確保できるよう法律

で定められた手続によつて,強制執行可能な

最終決定を下す1を限をもつ紅縦がある
ことを

確保 しなければならない。

25

又は虐待の申立に対する法的調査の開始又
は

終結の不当な辺廷は,14条の下で被告者が公

正かつ十分な賠償及びできる限り十分なリ
ハ

ビリテーシヨンの手段を含む救済を受ける権

利を損なう。

26 害者にもたらす証拠上の

σ)

と |ン て イスタ
ているよ

とは彰ヽえ

ンブール プロトコル
の

で

び′と、

ヘ

ではない。委員会は,賠償は,刑事責任が確

定するまで不当に遅妊させられる
べきではな

はいと考える。

し 可能で べきで

と

の た

のみでは ,

るべきで も し

出すことを含む。その他の措置には,以下の   14条 で保障された権利にアクセスしそれを享

国内法上,民事的な賠償請求の前に刑事手続

が必要とされている場合,刑事手続が取られ

ないこと又は刑事手続の不当な遅延は,締約

国による条約上の義務の不履行を構成す
る。

14条の意味における塑

さ

虐待を受けた

ことは

を

と主張する

のと

ぃかナ月ヽる個人の事案

1ま

27 14条 の下で締約回は, 自国の管轄の下

において,拷問又は虐待に当たるいかなる行

為の被害者も放済を得ることを確保 しなけ
れ

ばならない。締約国は,そのような行為のす

べての被害者が救済を得ることを確保するた

めにすべての必要かつ効果的な世置を取る義

務を負つている。この義務には 拷間又は虐

待が発生したと信ずる合理的な理由があ
ると

きには,中 立がなくとも,被害者が救済を得

ることを確保する手続を迅速に開始する締約

国の義務を含む。

28 委員会は,締約国に対し,22条 の下で

被害者が通報を提出し委員会の見解を求
める

ことを認めるよう.個 人通報を検討する委員

会の権限を認めることを強く奨励する。委員

会はさらに,締約国に対し,拷問及び虐待に

対する防止措置を強化するため,拷問等禁止

条約の選択議定苦を批准し又はこれに加入す

ることを奨励する。

救済を得る制度へのアクセス

ボB

をイ早ることを積キlk的 に確保することの重要性

を強 ,Flす る。この点で 柿依を求める手続は

こ違反する不法行為に関して外国人が提

認める)や拷間被害者保護法 (外国の公

国人が提起する損害賠償請求訴訟に対し

と考えられる。

285

23r

対するものに llく られないと考える。委員会は

い
t擁識舞覇霧勲灘
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透明であるべきである。締約国はさらに,申
立人及びその代理人の負担を最小限にするた

め,援助及び支援を提供すべきである。民事
手続その他の手続は,被害者に対し,救済を
求めることを妨げ又は救済を求めることを思

いとどまらせるような金銭的負担を課すべき

ではない。既存の民事手続が被害者に対して

十分な救済を提供できない場合には,委員会
は,拷間の被害者に救済を提供するための全

国的な基金の設置を含め,拷問及び虐待の被
告者が容易にアクセス可能な制度を実施する

ことを勧告する。周縁に追いやられ又は弱い

立場におかれた集団に属する人によるアクセ

スを確保するため,特別の措置が取られるべ

きである。

30 他のいかなる救済措置が利用可能であ
るか |こかかあ 云ギ  3渉 的 貯 港 楷 居 を士昔 に藉

害者に利用可能でなければならず,かつ,被
害者の参加を可能にするべきである。締約国

は,申立を提起しまた救済の請求を行うため

に必要な資力を欠く拷問及び虐待の被害者に

対して,十分な法律扶助を提供するべきであ
る。締約国はまた,被害者,その代理人,又
は裁判官の要請に応じて,拷問又は虐待に当
たる行為に関するすべての証拠を被害者に

とって容易に利用可能にしなければならない。

締約国が医学的評価又は取扱いの記録のよう

な証拠及び情報を提供しないことは,申 立を

提起し救済,賠償及びリハビリテーシヨンを

求める被害者の能力を不当に害するものにな

りうる。

31 締約国はまた 被害者の私生活への干
渉を防止 しかつ 被害者 その家族,証人 ,
及び彼らのために介入した他の者を,被害者
の利驀に影響する司法上 行政上その他の手
続の前.途中及び後のすべての段階において

脅迫や報復から保護するための措置を取るべ

きである。保護を提供 しないことは,被害者
が申立を提起するにあたつての障害となり,

もって,救済及び救済措置を求めかつ得る権
利を侵害する。

32 無差別の原則は人権保護の基本的かつ

一般的な原則であり,本条約の解ア沢及び適用
にとって基本的な原則である。締約国は,司
法へのアクセス及び救済を求めかつ得るため

の制度へのアクセスが容易に利用であること

を確保しなければならない。締約国はまた,

救済が,人種,皮膚の色,種族性,年齢,宗

身体的な性と異なる場合を合めて

社会的烙F「。

教的宿念もしくは所属,政治的その他の意見,

国民的もしくは社会的出身,ジェンダー,性
的指向 ジェンダー アイデンティティ15働
精神的その他の障害,健康状況,経済的地位
もしくは先住民としての地位,政治犯罪もし
くはテロ行為の疑いのある人 ‐庇護請求者

雌民もしくは国際的保護を受けているその他

の者を含め当該の人が拘禁されている理由 .

又はその他の何らかの地位もしくは不利な特

徴にかかわらず かつ上記のような他の何ら
かの本Fk拠によって周縁に追いやられ又は弱い

立場におかれている人を合めて すべてのノ、
にとって平等にアクセス可能であることを確

保する積極的な措置を取らなければならない。

マイノリテイの集団,先住民の集団その他の
ようにアイデンティティを共有する集団に対

しては,文化的に配慮のある集団的な補償措
置が利用可能でなければならない。委員会は

集団的措置は枚済に対する個人の権利を排除

するものではないことを注記する。

33 司法的及び非司法的手続は,拷問及び

虐待の被害者が再度の被害及びステイグマ

はく91を受けることを避けるため ジェンダー
に配慮 した手続を適用 しなければならない。

性暴力又はジェンダーに基づ く暴力,並びに
デ ュー プ ロセ ス 飛び会平 な司法府へ の ア クセ

スに関して,委員会は,民事であれ刑事であ
れ 賠イ賞を含め救済に対する被害者の権利を
決定するいかなる手続においても,ジ ェン

ダーに基づく暴力に関する証拠規則及び手続

は,他のすべての被害者にとつてもそうであ
るように女性及び少女の証言に同等の重みを

与えるものでなければならず,被害者及び証
人に対する差別的な証拠及び嫌がらせを持ち

よ‡,こ とを防 卜iン テく`ければならないことを強

調する。委員会は, 申立制度及び調査は,性
暴力及び性的虐待,強かん,夫婦間の強かん,

家庭内暴力,女性性器切除及び人身取引のよ
うな虐待の被害者が前面に出て救済を求めか

つ得ることができることを確保するために,

ジェンダーの側面を考慮に入れた具体的な積

オ巧文的措置を必要とすると考える。

34 拷問又は虐待の被害者が再度の被害及
びステイグマを受けることを避けるため,前
項で示した保護は [性的アイデンテイテイ
等の]ア イデンテイテイに基づいて周縁に追
いやられ又は弱い立場におかれた人,並びに
32項で無差別原則に関して挙げた例のような

集団にも同じくあてはまる。司法的及び非司

法的手続においては,そ のような人に対して

も配慮が払われなければならない。従つて,

委員会は,司 法職員は,周縁に追いやられ又

は弱い立場にある人々に対する影響を含め,

拷間及び虐待の様々な影響に関する,並びに,

再度の被害及びステイグマを受けることを避

けるために,性差別又はジエンダーに基づく

差別の形態を含め拷問及び虐待の被害者に対

してどのように配慮を払うかに関する特別な

司H練を受けなければならないことを注三己する。

第6章 人権の「保護」義務

替物として,開発措置の実施や人道援助の提

供を行ってはならないという見解である。締

約国が拷問の被害者個人に救済を提供しない

ことは,国家の発展段階を援用することに

よっては正当化できない。委員会は,後続の

政府及び承継国は依然として,救済を受ける

権利へのアクセスを保障する義務を負ってい

ることを想起する。

38 本条約の締約国は,救済を受ける権利

が効果的であることを確保する義務を負う生
枚済を受ける権利の享受を妨げ,14条の効果

を阻害する具体的な障害には,以下
を含むが これらに限られない。不十

35 奉員会は イスタンブール プロトコ   的
,レ に る訓練を含め 関連の警察 ,

職員,医療職員,司法職員及び入国管理職員

の訓練は 効果的な調査を確保するこ生生
とって基本的な重要性をもつと考える。さら

わ る

は,拷問又は虐待の被害者が再び トラウマを

受けることを防止するため,方法論的な訓練

を受けるべきである。このフ1練には,保健及

刑務所   のもの

く暴   体的 ,

人 々 に

最 害 の利 益    へ の ア

たよう

分な国内立法。申立の評価並びに,救済のた

めのF同査制度及び手続における差別。国家機

時効.恩放及び免除。被害者及び証人に十分

な法律扶助及び保護捨督にを提供 しないことュ_

拷問及び虐待に関連するステイグマ,及 び身

心理的その他の関連効果。加えて,国び医療職員の場合は,ジエンダーに基づ

力及び性暴力,並びにその他のすべての形態

の差別の被害者に対して,身体的及び′い理学

的双方の緊急の医療手続が利用できることを

知らせる必要性を含むべきである。委員会は

また,締約国に対し,警官隊の中に,人権事

務所 (human ishts or‐Fkcc),並びに,男性 少
年に対して行われる性暴力,子供,宗族的,

宗教的,民族的その他のマイノリテイその他

の周縁に追いやられ又は弱い立場にある集団

に対する暴力を含むジェンダーに基づく暴力

及び′生暴力の事案を扱う特別の訓練を受けた

係官の部署を設けることを強く求める。

員会はさらに 子どもの

内,国 又は地)よぇ的夕入判所によつて下された ,

拷問の被害者に対して補償措署Lを提供する判

決を締約国が執行しないことも,故済を受け

る権利の顕者な障害を構成する。締約国は,

他の締約国の裁判所の命令の効力を認めるこ

と及び実行者の資産の所在確認を援助するこ

とを含めて,被害者が国境を堪えて判決を執

行できるようにするための協調体制を発展さ

せるべきである。

39 に関して,締約国は,周縁

に追いやられ又は弱い立場におかれた集団の

とっての時宜を得たかつ効果的な枚済

クセスを法律上も事実上も確保 しなけ36

並び t

彰 響 十

こ司法手続皮び行政手続を含め子どもに   れ |

の事柄について意見を表

らず そのような集団の人々が救済を

る

る子 どもの権利を考慮に入れつつ,子 どもた

ち の ニーズに対処するための適切な手続が利

用できること また 子どもの年齢及び成熟
に応 じて子どもの意見に正当な重みが与えら

れることの重要性を強調する。締約国は,補

償に関して,子 どもの健康及び尊厳を助長す

る,子 どもに配慮 した措置が利用可能である

ことを確保すべきである。

救済を受ける権利にとっての障害

37 救済を受ける権利の一つの核心的要素

は,被害者に提供され又は与えられる補償捨

置が ,
作為又は不作為による本条約の違反に

のものであることを当該国家が明確に

認めることである。従って委員会は,締約回

日月す   求めかつ得る能力を妨げる措置を避けか皇
彼 らが救済を得るにあたつて直面 しうる公式

の障害に対処 しなければならない。

そのような障害には,例えば,損害の算定に

関して不十分な司法的その他の手続であつて,

それらの個人が金銭を得又は保持することに

対 して異なった.否定的効果をもちうるもの

が含まれる。委員会が一般的意見 2で強調 し

に 「ジエングーは鍵 となる要素であ

る 。 あることは,その人の他の識別の

士 べ て

と

対 して

拷問もしくは虐待を受け又はその恐れにさら

卜れるかたちを決定する」。締約回は,す べ

ての者,特に,レ ズビアン,ゲ イ.バイセク

シュアル及び トランスセクシユアル (LGBT)

の人々を含め弱い立場におかれた集団の人々
江ヽ
注

訳

訳

28δ

個人が自分の性別についてもっている認識。
は,拷問又は虐待の被害者に対する救済の代

_'87



第2部   条約機関の判例 先例法理に見る人権条約上の実体的義務

が公正かつ平等に扱われ,公正かつ十分な賠
償, リハビリテーション,その他彼 らの具体
的なニーズに対応 した補償措置を得なければ

ならないことを確保する過程において上述の

すべての要素を提供するにあた り,ジ ェン
ダーに正当な注意を払うことを確保 しなけれ

tずならない。

40 拷間の効果の継続的な性格のゆえに ,

時効は脳用されるべきではない。時効は被害

者から 正当な救済,賠樅及びリハビリテー

者にとって 時の経過は被害を和らげるもの
ではなく 場合によつては,心的外傷後ス ト
レスのために被害が増大することもある。′と、

的外傷後ストレスは,医学的,心理学的及び

社会的支援を必要とするが,それらは,救済
を受けていない者にとっては利用可能でない

ことが多い。締約国は,違反がいつ起こった
か,又は前政権によってもしくはその黙認の
下で行われたかどうかにかかわらず,拷間又
は虐待のすべての被害者が救済措置にアクセ

スできかつ救済を得ることができることを確

保しなければならない。

41 委員会は一貫して,拷間の犯罪に対す
る恩赦は 14条を含め 本条約の下での締約
国の基務に合致しないと述べてきた。一般的

意見 2で指摘 したように,「拷問又は虐待の

実行者に対する迅速かつ公正な訴追及び処罰

を除外し又はそれらを行う意思のないことを

示す熙サ、文その他の障害は [拷問や虐待を受

けない権利の]逸脱不可能性の原則を侵害す
る」。委員会は,拷問及び虐待に対する恩赦
は,被害者が救済を得ようとする努力にとっ
て許されない障害となりかつ,不処罰の環境
を作ることにつながると考える。委員会は

従って締約国に対 し,拷問又は虐待に対する
いかなる恩放をも撤廃することを求める。

42 同様に,拷問又は虐待に関して,いず
れかの国家もしくはその機関,又は非国家主
体に対し 国際法に違反して免除を与えるこ
とは 被害者に救済を提供する義務と直接に
抵触する。不処罰が法律で認められ,又は事
実上存在している坊合,それは,違反者が処
罰されずに済まされることを認めるのである

から,被害者が十分な救済を求めることの障
害となり,被害者に対して14条の下での権利
の十分な保障を否定するものである。委員会

は,いかなる状況においても,国家安全保障
の主張は,被害者に救済を否定するために用
いられてはならないことを確認する。

43 委員会は,14条の適用を部1限 しようと

する留保は 本条約の趣旨及び目的に合致 し

ないと考える。委員会は従つて締約国に対し

拷間又は虐行のすべての被害者が救済及び1文

済措置に対するアクセスを有することを確保

するため,14条の適用を制限するいかなる留
保についてもその撤回を検討することを奨励

する。

監視及び報告

45 締約国は 白国が行っている拷問又は
虐作 の被 害者 へ の救 済措 置 及 び必要 な リハ ビ

評価 しかつそれについて報告するための制度

を設けなければならない。従つて,締約国は ,

被害者に救済を提供する努力についての継続

的な評価を行うために一般的意見 2で想起さ

れた義務を逆守するため,委員会に対する国
家報告書の中に,拷間又は虐待の被害者に与
えられる救済措置に関して,年齢 .ジ ェングー ,

国籍,そ の他の鍵となる要素によって細分化
したデータを含めるべきである。

46 14条 の実施に関して,委員会は,締約
国の学R告昔の中で14条 の実施に J(lす る十分な

情報を提供する必要があるとの見解を示 して

きた。従つて委員会は,以下の事項に関して ,

具体的な情報が提供されるべきであることを

強訓 したい。

(a)法律上,行政上その他の措置によつて
賠償を求めた拷問又は虐待の被害者の数 ,

及び主張された達反の1■イ台。賠償を与え

られた被害者の数,及びその額。
(b)拷 間の直後に被害者を援助するために

取つた措置。

(C)拷問又は虐待の被害者が利用できるリ
ハビリテーション施設とその利用可能性 ,

並びに, リハビリテーション プログラ
ムヘの予算配分,及 び自らのニーズに
とって道切なリハビリテーション サー
ビスを受けた被害者の数。

(d)指標及び目標値の設定を含め,リ ハビ

リテーション プログラムの実効性を評
価するために用いうる手汝,並びにその
ような評価の結果。

(e)満足及び再発防止の保障を確保するた

めに取つた措置。

(f)拷問又は虐待の被害者に対 し,故済措
置及び枚済に対する権利を与える国内法 ,

並びに,締約国が取つた関連の実施措置。
(g)拷 問又は虐待のすべての被害者が14条
の下での推利を行使 しかつ享受できるこ

とを確保するために収つた措置。

(h)拷 問又は虐待の被害者が利用できる申

立制度。それらの制度が,すべての被害
者にどのようにして知らされており, ま

たどのようにしてアクセス可能なものに

なっているかを含む。締約国はまた,そ
のような制度によって受理 した申立の数

について,年齢, ジェンダー,国籍,場
所及び主張されている侵害によって細分

化 したデータを含めるべきである。

(1)拷 問及び虐待のすべての主張が効果的
に訓査されることを確保するために締約

国がJ又った措置。

(j)拷 間の被害者に1文済を提供するため ,

それらの者を積極的に確認することを目

的とした立法及び政策措置。

(D すべての刑事手続,民事手続,及び行
政_Lの補償プログラムのような行政_r及

び非司法的手続を含め,拷問又は虐待の
被害者が救済を得るために利用できる方

途。また,そ れらの制度にアクセスした

被害者の数,救済及び補償措置を得た者
の数,並びにその形態及び/又 は額。
(1)拷問又は虐待の被害者,証人及び被害
者のために介入 したその他の者が利用で

きる法律扶助及び証人保護。そのような

第 6章 人権の「保護」義務

保護がどのようにして知らされており,

またどのようにして実際に利用可能なも

のになっているかを含む。法律扶助を与

えられた被害者の数。国家の証人保護に

よって保護された人の数。並びに,そ の
ような保設の実効性に対する締約国の評

価。

1ユal 国内,地 )ぇ的又は国際裁判所による判
決を実施するために取った措置。判決の

日から,賠償その他の形態の故済が実際
に提供されるまでに経過 した期日の長さ

を含む。締約国はまた,裁判所の判決に
おいて保障措置を受けるよう指定された

被害者の数及び実際に救済を受けた人の

数に関するn ll分 化されたデータ,並びに
いかなる侵害に対する救済であるかにつ

いての情報も含めるべきである。

(1ユl 本条約 14条の下で保障された権利を行
使 しようとする女性及び子どもを含め ,

周縁に追いやられ又は羽い立場にある集

団の人々に対する特別の保護のために利

用 しうる保護策。

(。 )委員会が要求しうるその他のいずれか
の事項。

ションを傘うものだからである。多くの被害   リテーシヨン サービスの提供を監督,監視 .
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第3部   国際人権法の実施メカニズム

肛 人権侵害に対する効果的救済

― 特に裁判所による条約の適用――

■, 1 総 論                  ,郭 ム,_‐ iご‥拉t… … iとエイ

人権「保護」義務に関する第 6章でみたように,自 由権規約 (2条 3項 ),
ヨーロッパ人権条約 (13条)を始め多くの人権条約は,条約で認められた権利
を侵害された者に対し,公的/質`格で行動する者によりその侵害が行われた場合
にも,国の機関の前において効果的な救済措置を受ける権利を確保するとして

人権侵害に対する効果的な救済措置の付与を締約国に義務づけている。米州人

権条約では,条約上の権利に限らず当事国の憲法・法律上の権利の侵害に対す
る保護の訴えを裁判所又は法廷に対して行う権利を明記している。

第 9章 国際人権法の国内的実施

である。また,13条 にいう効果的な枚済とは,個人にとって確実に有利な結果
が出るかどうかには依存しない一方で,それを利用しようとする個人にとって

実際に利用でき:主張の本某について判断を受け適切な場合には救済を受けら
れるという意味で実効的なものでなければならない。また,同裁判所の近年の

判例では,同条約上最も基本的な権利の一つである生命権や拷問その他の虐待
を受けない権利の侵害が,それも国家機関によって行われたとの主張しうる申
立がある場合には,責任者の認定及び処罰をもたらしかつ,調査手続に対する

申立人の実効的なアクセスを含む徹底的かつ実効的な調査が必要と判示されて

いる。調査義務は,第 6章でみた判例にもあるように2条の生命権や 3条の拷
問その他の虐待を受けない権利の保障の手続的側面として, またそれらの権利

を「保障する」とした 1条 と併せ読むことによっても導かれるが,効果的救済
を義務づけた13条の下での手続的義務は,よ り広範なものとされている。

自由権規約委員会は一般的意見で,規約 2条 3項に照らし,締約国における
適切な行政上及び司法上の制度によって権利侵害の主張に対処すべきことにつ

いて述べた中で,行政上の制度は,侵害の主張を独立かつ公平な機関によって
迅速,徹底的かつ実効的に調査することが要求されていること,及び,司法府
は様々な形で (規約の直接適用可能性,類似の憲法規定もしくは他の法の規定,又

は国内法の適用において規約の解釈上の効果を認めること)規約上の権利を実効的
に保障しうることについて言及している。さらに,適切な権限をもった国内人
権機関が,こ のために貢献しうることにもふれている。また,2条 3項は権利
侵害の被害者に対する補償を要求しており,こ れには原状回復,リ ハビリテー

ション,公的謝罪や公的記念碑のような満足の措置,再発防止の保証,関連の

法及び慣行の変更,並びに人権侵害の実行者の処罰が含まれうるとしている。

日 自由権規約委員会「一般的意見31 規約の
締約国に課された一般的義務の性格」 (2004

年)

15 2条 3項は,規約上の権利の実効的な
保護に加え,締約国は,個人がそれらの権利
を享受するために,ア クセス可能かつ実効的
な救済を受けることを確保するよう要求して
いる。 ―委員会は,国内ィ_たの下で、権利侵

る規約の解釈上の効果を含め、多 くの異なっ

た方法で司法府によって実効的に保障されう

る。行政上の制度は,侵害の主張を独立かつ
公平な機関によって迅速.徹底的かつ実効的
に調査する一般的義務を実効あるものにする

ことが特に要求される。道切な権限をもった

国内人権機関は,こ の目的のために貢献 しう

害の主張に対処するために適切な司法上及び

る。侵害の主張に対 し締約国が調査を怠るこ

とは,それ自体,規約の別個の違反を生 じう
る。継統中の侵害を停止させることは,効果
的な救済を受ける権利の不可欠の要素である。

16 2条 3項は締約国に対 し,規約上の権
利が侵害された個人に対して補償を行うこと

ロ ヨーロッパ人権条約

13条  この条約に定める権利及び自由を侵害
された者は,公的資格で行動する者により
その侵害が行われた場合にも,国の機関の
前において効果的な救済措置を受ける。

■ 自由権規約

2条 3項  この規約の締約国は,次のことを
約束する。

(a)こ の規約において認められる権利又は
自由を侵害された者が,公的資格で行動
する者によりその侵害が行われた場合にも,

効果的な救済措置を受けることを確保す

ること。

(b)救済措置を求める者の権利が権限のあ
る司法上,行政上もしくは立法上の機関
又は国の法制で定める他の権限のある機

関によって決定されることを確保すること及

び司法上の救済措置の可能性を発展させ

ること。

(C)救済措置が与えられる場合に権限のあ
る機関によって執行されることを確保する

こと。

日 米州人権条約

25条 1項 すべての人は,関係国の憲法又は
法律もしくはこの条約が認める基本的権利
を侵害する行為に対する保護を求めて,た
とえそのような侵害が公務の遂行として行
動する者によって行われた場合であっても

簡易かつ速やかな訴え又はその他の何らか
の効果的な訴えを,権限のある裁判所又は
法廷に対して行う権利を有する。

同2項 締約国は,次のことを約束する。
(al lの 救済を求めるすべての者が,そ の
権利について導該国の法制が定める権限
のある機関による決定を受けることを確
保すること。

(b)司法上の救済の可能性を発展させるこ
と。及び,

(C)このような救済が与えられる場合には
権限のある機関がそれを執行するよう確
保すること。

自由権規約 2条 3項やヨーロッパ人権条約13条は,効果的な枚済を司法的救
済のみに限定していないが,第 6章でみた通り,特にヨーロッパ人権裁判所の
判例法では,13条 にいう効果的な救済といえるために具備していることが要求

される要素が敷行されている。そのうち重要なものは,当該国内機関の,権利
侵害を行った機関からの独立性,及び,当該国内機関が条約上の権利侵害の主
張の実質について判断し,権利侵害があった場合には救済を与える権限の存在

行政上の制度を締約国が設置することに重要

性をおく。規約で認められた権利の享受は

規約の直接適用可能性,類似の憲法規定もし
くは他の法の規定 又は国内法の適用におけ

ィr2
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第3部   国際人権法の実施メカニズム

を要求している。規約上の権利が侵害された

佃人に対する補償なくしては, 2条 3項の実
効性にとって中′しヽ的なものである,効果的な
救済を提供する義務は,履行されない。 9条
5項及び14条 6項で明示的に要求されている

補償に加えて,委員会は,規約は一般的に ,

適当な賠償を伴うと考える。委員会は,適当
な場合,補償は,原状回復,リ ハビリテーショ

ン,公的謝罪や公的記念碑のような満足の措
置,再発防止の保証,関連の法及び慣行の変
更,並びに,人権侵害の実行者を裁判にかけ
ることを含みうることを注記する。

人権条約上の権利の侵害について,裁判所を始めとする国内機関が適切な効

果的救済を与えることは,人権侵害の申立を人権条約機関における国際的手続

のレベルまで持ち込むことなく国内で迅速に解決するという点で重要な意味を

もっている。ヨーロッパ人権条約, 自由権規約等,個人通報制度をもつすべて

の人権条約において,個人通報が条約機関によって受理されるための要件の一

つとして国内救済措置完了 (cxhausion oF domcsic rcmedics)原 只Jがおかれている

のは,国内的手続に対する国際的手続の補完性を端的に示している。条約上の

権利の侵害を主張する個人は, まず国内で利用しうる権利故済措置を尽くし,

それでも救済が得られなかった場合にのみ,人権条約機関に申立てることが認

められているのである。締約国の国内レベルにおいて,司法的救済を中心とす

る権利救済措置の実効性を高めることは,従つて,効果的な救済に関する条約

規定を締約国として誠実に履行することであると同時に,条約機関における国

際的手続に過度の魚担をかけずに人権条約体制を健全に機能させる上で不可欠

の重要性をもっている。

ヨーロッパ人権条約体制においては,国際的実施措置としてヨーロッパ人権

裁判所による個人通報の審理が行われているが,締約国がヨーロッパ全城に及
ぶ47カ 国となった近年は,同裁判所は膨大な数の通報の滞留という問題を抱え

ている①そして, とりわけ問題となっているのは,条約の解釈・適用に関して

同裁判所が本来的に扱うべき重要な論点を提起しているというよりも,一部の

国に関して,も っぱら国内の司法手続の遅廷や非実効性に起因して同裁判所に

寄せられている通報が少なくないことである。そのような状況にあって,コ ー

ロッパ審議会の閣僚委員会は2004年 ,ヨ ーロッパ審議会加盟国 (=ヨ ーロッパ

人権条約締約国)に紺して,国内救済措置の改善を求める勧告を採択するに至っ

ている。

■「国内救済措置の改善に関する,加盟国への
閣僚委員会の勧告 Rec(2004)6」 (2004年 )940

閣僚委員会は,Eヨ ーロッパ人権]条約で
設置された監視メカニズムの補完的性格すな

わち,1条 に従い1条約で保障された権利及
び自由はまずもって国内レベルにおいて休護

されかつ国内当局によって適用されることを

想起 し,………

条約13条 で要求されているように,加盟国
は,条約に定められた権利及び自由の侵害に
関して主張しうる申立を有しているいかなる
4Ll人 にも,国内当局において効果的な救済措
置を確保する義務を負っていることを強調し
ヨーロツパ人権裁判所 (以下,裁判所とす
る)の判例法にЛくらしてそのような枚済措置
があることを確認する義務に加え,国家は,

認定された違反の基となっている問題を解決
する一般的義務があることを想起し

あ

及び認定された違反に に至

りうることを確保す こ とは加 揮 岡の役割で
あることを強調し

裁判所に申立てられる申立の性格 と数 及
び裁判所が下す判決は,そのような枚済措置
があらゆる状況において,特に司法手続の不
合理な長さに関する事突において,存在する
ことを加盟国が効率的かつ定期的に確認する
ことが一居必要になっていることを示 してい
ることを注記 し

,

条約の連反についてのすべての主張 しうる
申立に対 して効果的な国内救済措置が利用で

皇奥云叛奮歳姦背驀箕柱む娑簑垢年所長協息
削減につながるはずであり,他方では,国内
レベルにおける事案の詳細な検討は茨判所に
よる後の検討を容易にするであろうというこ
とを考慮し

とを強調 し

加盟国が,剛録に示す優れた慣行を考慮に
入れて

1

をする

る

る 立
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こと。  ―
‐
勧告 (2004)6の 附録
l 条約に定められた権利及び自由が迎守
されることをll,保する主要な責任を負ってい
るのは締約国であり,締約国は,違反を防止
しかつ,必要な場合には違反を故済するのに
必要な法制度を提供 しなければならない。こ
のことは,特に,13条 に従って,条約のすべ
ての達反に対する効果的な救済措とを設ける
ことを必要とする。ヨーロッパ人権裁判所の
判例法は,特に,次のことを示すことによっ
て,締約国の負うこの義務の範囲について明
確にしてきた。

13条 は,条約に定められた権利及び自由
を確保するための救済措置が国内法にお
いて利用できることを保障している。
本条は,あ る救済■置が,条約に基づ く
いかなる『主張 しうる中立Jについても
その実質を扱い,かつ適当な数済を与え
るものであることを要求する効果をもつ。
この義務の範 llヤlは ,申 立の性格によって
異なる。 しかし,要求される枚済は,法
律上も実際上も『効果的』でなければな
らない。

このこと
|よ特に,条約に反 しかつ,そ の

効果が取 り返 しのつかないものである可
能性がある措世の |メ(行を防止 しうること
を要求する。

13条 で言及されている F機関 (auh。五ッ)』
は必ず しも司法機関である必要はないが

,

司法機関でない場合には,そ の有する権
限及び保障が,そ れが与える救済措置が
実際に効果的であるかどうかの決定にお
いて関連する。

13条の意味における F枚済措置創の F実
効性』は,中 果 が

確実に出るかどうかにすよ依存 しな

対する十分

と を

ついかなる

と
立人にとって有利

それらが い。 し

2 区1内法又は1貴行における椎
般的な欠陥を指1lh iン

既存の国内救済措 を昂i苗 |

に1ま な

ち込まれるのを逃け

最低 限 の さの

要求を含意する。

2 近い過去においては,不合理に長い手
続の問題が,唯―の問題ではないものの,オス
判所における申立の多数の基にあることから
この問題に関して,そ のような救済措置の重
要性が特に強訓されてきた。
5 加盟国政府は まず,改善の提条に向
けて,特定分子了方における既存の国内救済措置

かしそれは

のであることを確かめ る こと。

洪 を

又 は一

受けて

ン , か つ

littに

た め に 効 共
措置を設けること。

ィr7δ
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7 効果的な枚済措置があることの一つの
主要な条件は,条約上の権利が国内法制にお
いて確保されることである。この関連で,条
約がすべての締約国の国内法制の完全な一部

になったことは,欲迎される進展である。こ
の進展が,効果的な救済措置の利用可能性を
高めている。効果的な救済措置の利用可能性

はまた,裁判所及び行政当局が,国内法の道
用においてますます裁判所の判例法を尊重す

るようになっており,当該国に直接にかかわ

適用する際,国内当局が条約の要求 特に
当該国に関する裁判所の判決から生ずる要求

を考慮に入れるように追加的な措置を取るこ
とを必要とする。このことは 特に (必要
な場合には当該国の言語に翻訳することに

よつて)裁判所の判例法の出版及び流通を改
善すること,並 びに,判決から生ずる要求に
ついて裁判官その他の国家公務員を訓練する

ことを意味する。一

ゃ 2 条約の直接適用
―一国内的「効力徹赴dv)」 と「直接適用可能性(dとect aPPIcab甑げl」 機郷∫

国内裁判所は,権利侵害に対して権限ある国家機関による効果的な救済を確
保する締約国の義務を定めた人権条約の規定をふまえ,条約上の権利侵害に関

する訴えについてはこれを精査した上で効果的な救済を与える責務を魚ってい

るが,先に引用した自由権規約委員会の一般的意見31も 言及していたように,

その手法には多様な形態がありうる。

そもそも,人権条約の規定が国内裁判所の裁判官によって適用されるために

は,当該国の国内法秩序において,批准・加入した条約が効力 (、
′alttiv)を有

していなければならない。日本の場合,憲法98条 2項により,国が批准・加入
した条約は公布をもって国内法的効力を認められるから,そ うした前提条件は

満たされている。すなわち,批准した条約が国内で法的効力を有する日本のよ

うな国では,条約の規定は,訴訟の当事者及び裁判官が有効に依拠することの

できる法源になる。訴訟の当事者は,条約の規定を主張において用いることが
できるし,裁判官はその司法判断において,場合に応じ,直接又は間接に,条
約規定に依拠することができる。「直接に」とは,裁判官が条約規定をそれ自

体根拠として司法判断を下す方法であり,「間接に」とは,憲法や法律等,国
内法の規定の解釈・適用の際に,条約規定の趣旨に適合した解釈を採用する方

法である。

第9章 国際人権法の国内的実施

条約の「直接適用可能性 (drect applicabttv)」 ,すなわち,条約が,裁判官の
司法判断においてそれ自体で判断の根拠として用いうるかどうかは,一般に国
際法の問題ではなく,各国の国内的平面におぃて決定される事柄であり,条約
が当該国で法的効力を有することを前提に,具体的な事案において,ぁる条約
の規定をめぐって検討される事柄である鬱4D。 すなわち,「規則 (re3daOOns)」 の
直接適用を設立基本条約自体で定め各加盟国に要求しているEU法 という特殊
な法体系を除けば,その他のすべての条約つまリー般的な国際法の問題として

,

条約が国内的効力を有する法体制の国で,ある条約規定がそれ以上の国内法の
介在を要せずそれのみで適用されうるかという問題は,条約の規定それ自体に
依rする事柄ではなく,具体的な事条において,条約規定を適用する立場にあ
る裁判官が決定する事柄である鬱り。

条約が国内申効力を有する国で,ある条約の規定が裁判で直接適用できるか
という直接適用可能性は,当該事実においてその規定が,裁判官にとって,そ
れに依拠して司法判断を行えるだけ明確と判断されるかどうかによる。換言す
れば,条約の規定が,あ る事案において,裁判官にとって,それに依拠して司
法判断を下すことができる程度に明確なものであるとみなされれば,その条約
規定は直接に適用されうる。なお, この問題は, 日本と同様に条約の自動的受
容体制をとる米国の判例理論に倣って「自動執行 (sel年exccuting)性」「自動執
行力」の述語を使って議論されることも多いが,自動執行性という概念は従来
多くの混乱を生んできた上に,条約規定が司法判断のために適用されうる様々
な形態を考慮せずに,「 自動執行性のある条約/ない条約」といぅょうに一律
に自動執行性の有無を予断する考え方を招きがちでぁる940。 ょって本書では

,

「直接適用可能性」の語を用いる。

しかるに,各事案における司法判断の目的はそれぞれ異なることから,条約
規定の直接適用可能性の有無は,条約規定から一律に,二者択一的に判断され
るのではなく,具体的事案における司法判断の目的に応じて判断される相対的
なものとして把握される。すなわち,条約の規定が裁判所によって直接適用さ
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の実効性に対する研究を行うよう専門家に依

頼することができよう。人権の促進及び保護

のための国内機関,並びに非政府組織も, こ
の作業に有益に参加できよう。国内救済措置

の利用可能性及び実効性は,常に見直しの対
象におかれるべきであり,特に,条約上の権
利及び自由に影響する立法の起草時には検討

る事案における裁判所の判決に従う義務を意

識するようになっていることによって,さ ら
に助けられている (条約46条 を見よ)。 この

傾向は,勧告 Rec(2002)2に 従い,裁判所
の違反認定の基になった一定の手続について

権限ある国内当局にそれを再検討又は再開さ
せる可能性を高めることによって強化されて

きた。

8 国内救済措置の改善はまた 国内法を
されるべλであるぃ…

倣

を t曳現聟蚕雫薯蓼晶夕

駆蝶 績としく 細 雄司 際 約の印 醐 弛 陶 鰹 肌 D醐
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れうるほど明確であるかどうかの判断は,規定の適用が求められている事案の

文脈において初めて導き出しうる。裁判所に求められる司法判断において条約

の規定が考慮の対象となる局面は,権利の自由権的側面 (本書の用語でいえば

尊重義務の側面)に法的効果を認め権利侵害的な法令の規定をそれ自容違法と

する場合,条約を実施する法令の存在を前提として行政処分の条約適合性を検

討する場合,条約を実施する法律が制定されていない場合に条約規定に照らし

てその立法不作為を検討する場合等,多様なものを想定しうる。しかるに,例

えば,条約を実施する法律の存在を前提とせずに,国に対して社会保障の給付

等の作為を請求する根拠とするためには,条約規定には相当に高度の明確性が

必要であろうが,社会保障給付において合理的な根拠なく一定の人を排除する

ような差別的法令や差別的処分の違法性を判定する根拠とするためであれば,

条約規定にそれほど高度の明確性は不要であり,社会保障に対する「すべての

人」の「権利」を明記した規定でも十分であろう。国内裁判所における条約の

直接適用可能性が相対的に‡巴握されるべきものであることは,例えば日本の憲

法25条の裁判規範性をめぐって論じられてきたところと実質的に同様の事柄で

あって,諸外国でも実際,各国の憲法上の権利に関する議論をも引照しつつ論

じられてきた修40。 条約の直接適用可能性はそのように司法判断の局面によっ

て異なる相対的なものであるから,各国の法状況すなわち,判例法における法

概念の成熟度に応じて,国によつて異なりうるし,判例法の展開に応じて変化

しうる。

条約の直接適用可能性は,条約締約国の主観的意思すなわち,締約国が条約

起車時に,その条約が国内で直接適用可能なものと考えていたかどうかには関

係なく,ま た,条約の規定が「個人の権利を創設している」かどうかにもかか

わらない。条約の規定が個人の主観的権利を認めたものと言えなくとも,行政

訴訟等で国家機関の行為の違法性を認定する文脈においては,条約の規定がそ

れ自体で司法判断の十分な根拠になりうることがある。以下では, これらの事

柄を少し敷行しよう。

94つ  卜I ttraelbroeck,(Note:Portee et cntores deと 'apphcation directe des traitOs internaionauxⅢ ,

39尺 ?υ″?c万サヵ″¢ど♂″″ιS,,″″ど¢″む¢肋′ξ?27(198o),pp 3牛 3猾 岩沢・前掲注鬱4う25頁以下,C Sclo面‐

Lam,L.α′′,夕どんクうび力″とJ?s″ヮ雄 カォ
`夕

″′?′サわ″α切 々カサアs αιικど″οね どをケ'力ο物″σ¢″ど″οルチ′¢彪ヵ¢?,

Bruxelles:Bruyant,2004,pp 342-344
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増′3 直接適用可能性の意義
                離 れ魏か熟― 条約に照らした合法性の判定を含む広い概念

条約の直接適用可能性は,従来はしばしtゞ,「個人の権利として直接適用で
きる」かどうかの問題,すなわち,個人が条約の規定から直ちに自らの権利を
主張できるかどうかの問題であるとして定義されてきた。そして,その判断基
準として上述のような客観的基準すなわち,条約規定の明確性が挙げられるこ
とが多いところ,条約の規定が「締約回は……」として締約国の義務を述べる
形になっている場合には,条約は個人の権利を明確に規定したものでない,つ
まり「個人の権利として直接適用できない」と言われることが多かった。自由

権規約の規定の直接適用を認めた日本の判例も,多 くの場合,同規約の規定が
「何人も……されない」,「すべての者は,……の権利を有する」という形で個
人を主語とした規定となっていることを,直接適用が可能な根拠の 1つ として
挙げている例えば,監視用テレビカメラ救去等の請求に関する事件で大阪地裁
は,「何人も,その私生活,家族,住居もしくは通信に対して恣意的にもしく
は不法に干渉され又は名誉及び信用を不法に攻撃されない」と定めた同規約17

条 1項について,「同項は「『何人も』と規定し,同規約の他の条文同様,個人
がその権利を保障されるという形式を取つているから,規約の内容を実現する
国内法の制定などを待つまでもなく,徊人が直接規約自体によって権利を与え
られるものと解すべきである」と判示 している945。 これに汁 し,「締約国は
……の権利を認める」という規定の仕方になっている経済的,社会的及び文化
的権利に関する国際規約 (社会権規約)については,個人の権利として直接に
適用できない,と 言われる940。 権利の完全な実現を漸進的に達成するため締
約国が措置を取ることとした 2条 l項 も,直接適用が不可能な理由として挙げ
られている。

しかしながら,実際には,自 由権規約と社会権規約の規定は,締約国の義務
に関して根本的に異なったものというよりは,相似する点も多い。社会権規約
は 2条 1項で,各締約国は規約で認められた権利の完全な実現を漸進的に達成
するため,特に立法措置等によって「措置を取る」としているところ,自 由権
規約も, 2条 1項の一般的な義務規定では「締約回は……認められた権利を尊
重し及び確保する」として,締約国を義務主体とした規定をおいている。

940 大阪地判1993(平成 5)年 4月 27日 判時1515号 116頁。
ワ40 いわゆる塩見訴訟における最判1989(平成元)年 3月 2日 訟月35巻 9号1754頁。
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第3部  国際人権法の実施メカニズム

また,条約が国内で直接適用されるためには,条約の規定が個人の権利義務

を創設していることが必要であるわけではない。換言すれば,人権条約の直接

適用可能性は,「個人の権利として直接適用できる」かどうかの問題と同一で

はない。各国における実際の司法判断において人権条約の規定が直接に用いら

れうるのは,個人がそこから自らの権利 (いわゆる「主観的権不U(dЮi suttCCiO」 )

を主張する場合に限られない。訴訟の形態によっては,条約を援用する申立人

の側は,国内法令や行政行為が条約規定に反し違法であることを主張すれば足

り,その場合,裁判所が判断を求められるのは条約規定に照らした合法性の判

定であって,個人の権利の認定ではない。裁判官が,国を拘束している条約規

範の存在を認識し,それに照らして国内法令や行政行為を違法なものとして取

消し又はその適用を退けるとき,裁判官は個人の権利の実現というよりもむし

ろ,国際法に照らした客観的な法秩序の確保 (contrЫe ttCCtiOを 行うことにな

る。すなわち,司法判断の形態によっては,「個人の権利」の認定と,条約規

定の「直接適用」とは必ずしも一致しない。          .
日本法においても,例えば,旧監獄法及び施行規則に基づいて刑務官が受刑

者に対して取つた措置や,旧外国人登録法に基づく指紋押捺制度の適用が,人

権条約の規定に反する違法な措置であるとして国家賠償法に基づく国家賠償請

求訴訟の対象とされる場合,裁判所に求められる判断は,公務員が「違法に」―

これには,日 本において国内法秩序に組み込まれている条約規範に反すること

が含まれる一―個人に損害を生じさせたかどうかであつて,個人が自らの主観

的権利を裁判所で主張できるかどうかではない。また,難民条約や拷間等禁止

条約の違反を理由として難民不認定処分,退去強制令書発付処分等の取消を求

める訴訟のような取消訴訟では,原告適格は行政事件訴訟法にいう「法律上の

利益」があれば足りる上,裁判所による実体的な司法判断の際にも,援用され

ている条約が個人に明文で権利を創設しているかどうかは,本質的な問題とな

らない。行政庁が行うた処分が,条約規定に照らして「違法」となるものかど

うかが判断できればよいからである。条約が国内的効力を有する国において,

条約の規定は,国を拘束するものとして常に有効な法規範であり,そのことは,

条約の規定から直ちに個人の権利を導けるかどうかの問題とは同一ではない。

仮に,人権条約が締約国を義務主体とした規定をおき,そこから個人の権利を

直ちに導き出すことは困難なことが多い場合でも,同規約の規定は締約国に

とっての法的義務であることに変わりはないから,条約が国内法的効力を有す

第9章 国際人権法の国内的実施

る国において裁判官は,国内法上その条約解釈権限に特に制約がない限り,条
約の規定に直接に照らして法令や行政行為の合法性を判定することができる。

そうして例えば,裁判所が,ある行政処分↓ミ?いての取消訴訟において,人権
条約の規定に反することを理由としてそれを取り消した場合,その人権条約の
規定は「直接適用」されたと考えることができるのである。

現代の民主主義国家においては,伝統的に立法が人権保護の主要な手段で
あつた国 (代表例としてフランス)を含め,人権保護の砦としての裁判所の司
法権が拡張する傾向が共通にみられるが,中でもヨーロッパ諸国の多くでは,
今日,第二次大戦後のドイッ基本法をH嵩矢として,個人が行政機関の行為ない

し不作為に姑して司法的救済を求める権利がそれ自体人権として,憲法上の人
権ないしそれに準ずる地位を認められている。また,行政権の恣意的な権限行
使ないし不行使に姑して個人の権利・利益を守るための行政訴訟の形態は各国

で様々に発展しており,自 らの「権利」に限らず「利益」が害されたと主張す
る個人に対 して,多様な形態の行政訴訟の提起の道が広 く開かれている鬱4分。
しかるに, ヨーロッパ諸国では,人権条約 (及びEU法)の規定は人権保護に
関する重要な法規範であり,国を拘束するものとして「行政法の主要な法源」傲0

とみなされている (オーストリアのように, コーロッパ人権条約に憲法的地位を認

めている国もある)。 ヨーロッパの場合,人権条約の中で最も重要な法源はヨー
ロッパ人権条約であるが,後でみるように,国によっては,社会権規約のよう
な人権条約の規定が,行政訴訟において,個人の主密児的な権利を認めうるかど
うかとは別に,国家機関を拘束する法規範としては有効な法規範として,裁判
所が法令や行政行為の合法性を判定する基準として直接に用いられることがあ

る。人権条約の直接適用可能性を,条約が個人の権利を創設したものである場
合に限って認める考え方は, とりわけ社会権の分野の条約について,条約規定
が国内裁判所の司法判断において生かされうる余地を大きく狭めるものである

が,実際の司法判断において条約規定が直接に用いられている実態にも合致し
ない。

94り 例えばフランスでは,取消訴訟の代表的形態である越権訴訟(recOurs pour excOs de pouvolr)
は,行政府の決定の名宛人であり自らの権利が直接に影響を受ける個人だけでなく,物質的又は
精神的利益が害されるすべての個人によって提起されうる。ドイッでは,法治国家 (Rechtsstaat)
理念の徹底から行政法は「憲法の具体化」とも表現される法分野をなし,基本法上の権利又は法
律に基づく権利を行政府によって達法に侵害されたと主張するすべての個人が裁判所に訴訟を提
起することが認められている。

140 M Fromont,つπο力,`/物 J″λ″クナゲどをsEカサs?″π砂彦?″S,Parid PUF,2006,p75
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第3部   国際人権法の実施メカニズム

次に,条約の直接適用可能性を判断する基準として,条約の規定の明確性と

いう客観的基準のほか,当事国の意思という「主観的要件」が挙げられること

があり,日 本では,いわゆる戦後補償裁判における国際人道法条約の解釈に関

してそうした立場をとる裁判例9491ゃ ,条約すべてについてそうした考えを一

般化しようとする学説がある¢501。 しかし,そ もそも当事国は条約の国内にお

ける実施方法には関心をもたないことが多く,そのような当事国の主観的意思

はそもそも存在しないことがほとんどである。まして,多数国間条約が多くなっ

た今日,当事国の意思を基準とすれば,ほ とんどの条約は直接適用可能でない

ことになってしまうことは,条約の国内適用可能性について前述の包括的な業

績を著した岩沢教授によつてすでに指摘されてきた¢5ゆ。

なお,「主観的要件」に関して,条約の国内適用に関する締約国の主観的意

思はそもそも見い出せず仮想のものでしかないが,直接適用ができないとして

それを「排除する」締約国の意思は意味をもつ,と言われることがある。しか

し,人権条約の場合は, ヨーロッパ社会憲章のように,締約国の査定的意思が

条文上示されているにもかかわらず,い くつかの国で直接適用されている例が

ある。ヨーロッパ社会憲章は附属文書第Ⅲ部で,「本憲章は国際的性格の法的

義務を含み,その適用はその第Ⅳ部に規定する監視手続のみに服する」と規定

しており,憲章上は,その規定の適用の履行確保は, ヨーロッパ社会権委員会

による締約国の報告書の検討等の国際的手続のみに服し,締約国の国内裁判所

等での憲章の適用は排除されるという起草者の意図が示されているとみること

ができる。しかし,批准した条約が国内的効力を有する体制の国においては,

同憲章も国内法秩序に組み込まれ,国内裁判所が依拠しうる法規範となってい

るのが事実であつて,例えばオランダでは,団体交渉の権利に関する6条 4項

の規定について直接適用可能性を肯定した最高裁判所の判決が存在する。さら

に,フ インランドは1991年 ,憲章に法律と同等の国内的効力を認める国内法を

制定したが, この法律には,国内機関に姑して憲章の規定を直接に適用するこ

¢40 捕虜の待遇に関する1949年ジュネーブ第三条約66条・68条の国内適用可能性について,「規定
内容が明確でなければならない。殊に国家に一定の作為義務を課したり,国費の支出を伴うよう
な場合あるいはすでに国内において同種の制度が存在しているときには,右制度との整合性等を
も十分考慮しなければならず, したがって,内容がより明確かつ明瞭になっていることが必要と
なる」と述べた上でこれを否定した,シベリア抑留事件東京高判1993(平成 5)年 3月 5日 判時1466

号40頁。

9硼 小寺彰『パラダイム国際法―一国際法の基本構成』 (有斐閣,2004年 )65～ 66頁。
95ウ 小寺彰ほか編『議義国際法』 (有斐閣,2004年 )108頁 [岩沢雄司執等]。
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とを求める議会の宣言が付されている鬱5〕。

国内裁判所による条約の直接適用可能性を原則として消極的に解し,主観的
要件,客観的要件という厳格な条件が満たさ4た例外的な場合にのみ可能とす
る考え方は, 日本では条約が国内的効力をもつ有効な法源となっていることを
看過し,不必要に厳格な要件を設定して条約の適用可能性を狭めようとする立
場であって妥当でない。そのような,容易に証明しがたいほどの高度の障壁を
設けることによって,条約の直接適用可能性を狭く解することは,結局のとこ
ろ,人権条約の義務を回避する結果をもたらすことになる鬱59。 人権条約は元
来,締約国の管轄下の個人の人権保護それ自/小を趣旨・目的とし,第一義的に
は締約国の国内で実効的に実施されることを予定しているところ,上記のよう
な厳格な立場を取るならば,そのような人権条約の趣旨。目的の実現はきわめ
て困難となり,結果的に条約義務が果たされないこととなってしまうのである。
条約の国内的効力が認められている国においては,裁判官の条約解釈権を特
に制約する国内法上の規則がない限り,裁判官は, 自らの司法権の枠内で,適
用しうる条約の規定から常に具体的な法的効果を引き出すことが可能である。
しかるに,条約規定の直接適用可能性の判断が本質的に,個別の事案において
規定の解釈・適用を求められている裁判官の権限に属するものであるとすれば,

直接適用可能性を原則として否定的に解する理由は何もなく,直接適用可能性
にはむしろ有利な推定が認められるというべきである鬱5り。国際法は,国内的
効力を与えられたということに基づいて,直接適用可能であると推定されると
みるのである。そのように,条約の直接適用可能性を原只Uと して肯定すること
は,各国の国内法秩序において効果を発揮することを求められている条約の規
範の,その国に対する法的拘束力に内在するものと言ってもよい鬱5)。 このこ
とは,人権条約のように,国家の相互的な権利義務の確保ではなく価人の人権
保障を目的とし,締約国の国内における実効的な実施を眼目としている条約に
ついては,特に念頭におかれなければならない。
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第3部  国際人推法の実施メカニズム

ゆ 4 日本の裁判所における人権条約の直接適用
現実には,日 本の裁判所において,人権条約の規定は,様々な形態の訴訟で
広く援用され,最高裁ではまだ直接適用を認めた事柔はみられないものの,下
級審の裁判例では,特に自由権規約に関して,直接適用可能性を認めたものが

相当数蓄積している。無料で通訳の援助を受ける権利という,日 本の従来の国

内法上根拠のない潅利について, 自由権規約14条 3項 (f)を適用して刑訴法の適

用を排した東京高裁の判決がその 1つであるし,旧監獄法及び施行規則の条項
が自由権規約14条 1項の趣旨内容に反する場合には無効とされなければならな

いとした徳島地裁判決も挙げられる。また,拷間等禁止条約に関しても,ノ ン・

ルフールマン原貝1を定めた 3条の内容が日本の入管法にまだ明記されていな

かった2000年の段階で,拷問が行われる恐れのある国を送還先に指定した退去
強制令書発付処分がこの3条に反し無効となりうることを認めた名古屋地裁の

決定がある。
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も C4dど も「受刑者接見妨害国賠請求事件」徳島地判1996(平成8)年 3月 15日判時1597
号■5買,判 夕977号65買

「B規約は,自由権的な基本権を内容≧し,当該権利が人類社会のすべての構成員によっ
て享受されるべきであるとの考え方
という規定形式を採用しているもの

個人を主体として当該権利が保障される

このような自由権規↑とiフ の 1/十格 岬 卒

に立脚し,

であり, て と

形式からすれば,これが抽象的 一般的な原則等の宣言にとどまるものとは解されず
したがつて,国内法としての直接的効力,し かも に優位する効力を有するものとい
べきである。」「条約法に関するウィーン条約は,第 3節において,条約の解釈に関す
る国際法上のルールを定めているが,その31条は,条約の解釈に関する一般的な規則と
して,1項において,条約は文脈により解釈されなければならないと規定し, 3項 にお
いて,文脈とともに,(a)条約の解釈又は適用につき当事国の間で後にされた合意,(b)条
約の適用につき後に生じた慣行であって,条約の解釈についての当事国の合意を確立す
るもの,(C)当事国の間に関係において適用される国際法の関連規則をも解釈の際に考慮
しなければならないと定めている。しかるところ,B規約草案を参考にして作成された
ヨーロッパ人権条約が B規約14条 1 項に相当する 6条 1項で保障している公正な裁判
を受ける権利は,受刑者が を起こすために と面接する権利をも含むもの
と解されており,ヨ ーロッパ において,右面接に刑務官は立ち会うことがで
きないとの判断が下されており こ の の いて適用される
際塗の関連大兄則)と して,

ヨーロッパ人権条約の加盟国が B規約加盟国の一部にすぎ
ないなどの限界を有し,直 ちに B規約14条 1項 においても全 く同一の解釈が妥当する
とまでは断定できないとしても,B規約14条 1項の解釈に際して一定の比重を有するこ

以上を勘案すると,旦 規約14条 1項は,そ のコロラリーとして

C)

`C4dど
も「監視用テレビカメラ撤去等請求事件」大阪地判1994(平 成6)年 4月 27日

判時1515号116買

[何人も,その私生活,家族,住居もしくは通信に札して恣意的にもしくは不法に干渉
され又は名誉及び信用を不法に攻章子電されない,と 定めた自由権規約17条 1項は]「『何人

に解するにあたって妨げとなるべき特段の事情もなし

の法制上,そのよう解すべきであるし,我が国色自体によって権利を与えられるものと
く,個人が直接規国内法の制定などを待つまでもなているから,規約の内容を実現する

。ヽ」

されるという形式を取つ様,個人がその権利を保障も』と規定し,同規約の他の条文同

Ⅲ C4dど も「指紋押捺拒否国賠請求事件」大阪高判1994(平 成 6)年 10月 28日 判時1513
号71買, 半U夕 868号59頁

ることになる。」

の効力を否定され,B規約に抵触する国内法はそ接適用が可能であると解せられるから

有 し,国 内での直,原則として自力執行的性格を「同 [B]規約はその内容に鑑みると

もC4も題も「大麻取締法違反,関税法違反被告控訴事件」東京高判1993(平成5)年 2月
3日  東京高等裁判所 (刑事)判決時報44巻 1～ 12号 11頁

「通訳の援助を受ける権利は,わが国において自力 力を有するものと解される国際
人権 B規約によって初めて成文上の根拠を持つに至ったもので これまでのわが国内
法の知らないところである。」「裁判所において使用される言語を理解すること又は話す
ことができない場合には,無料で通訳の援助を受けること。」と規定する同規約14条 3
項(f)は ,「『無料で』という用語を用いていることに留意すべきである。」「F無料で』と
いう場合には,必ずしも何人かがその費用を負担するということを前提としていない。
文字通り無料というだけである。……このように『無料で』という場合には,国による
立替払いという観念は当然には含まれない。」「『無料で』とされるのは,被告人が『十
分な支払手段を有しないとき』に限られない。被告人に支払能力があると否とにかかわ
らず,無料とされるのである。……被告人に十分な資力がある場合でも無料とされてい
るのは,それが本来被告人の負担すべきものでないことを示している。」「以上を総合す
ると,国際人権B規れ14条 3(f)に規定する『無料で通訳の援助を受けること』の保障
は無条件かつ絶対的なものであって,裁判 人が有罪とされ,刑 の言渡しを受
けた場合であっても 訴 浅汗」 181 楽 1 bよ 人 喜 した 書 日 色 十日存の

命じることは許されないと解すを相当と

I百六 す に

する。」

に通訳に

ィr8δ

とは認められよう。

F37



第3部  国際人権法の実施メカニズム

受刑者が民事事件の訴訟代理人たる弁護士と接見する権利をも保障していると解するの

が相当であり,接見時間及び汗1務官立会いの許否についてはなお一義的に明確とはいえ
ないにしても,当該民事事件の相談,打ち合わせに支障を来すような接見に対する制限
は許されないというべきである。したがって,監獄法及び同法施行規則の接見に関する
条項も右 B規約14条 1項の趣旨に則って解釈されなければならないし 法及び規則の
条項が右 B規約14条 1項の趣旨に反する場合,当該部分は無効といわなければならな
い。」

も (ユ4Sf◆「退去強制令書執行停止申立事件」名古屋地決2000(平成12)年 5月 16日 判
例集未搭載

「(― )… …法53条 2項は,退去強制を受ける者を国籍国に送還することができない場合
には,本人の希望により,その他の国に送還することができる旨規定しているところ,

同項にいう『送還することができないとき』には,戦争等により事実上送還が不可能な
場合や,帰回すれば迫害を受けるおそれがある場合などを含むと解される。
また,同条 3項は,送還先の国には難民条約33条 1項 に規定する領域の属する国を含
まないとする旨定めており,人種等を理由として生命又は自由が脅威にさらされるおそ
れのある領域への送還を禁止している。

そして,同項は,難民と認定された者のみを念頭に置いたものではなく,難民を含む
すべての外国人に対して適用される規定であると解される。

さらに,拷間禁止条約 3条は,『締約回は,いずれの者をも,その者に対する拷問が
行為カスム`多力坊ヾ赤スカ信ギ ム

「

解 h る実暫 的 井 ナF_靖ザとム 永ゞ る
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の国に送還すべきこととなる。

(二 )申立人は本件不認定処分及び本件不認定裁決において難民とは認められないこと
が確定し, また,本作裁決により日本への在留特別許可も付与されないことが確定して
いるけれども,強制送還先の決定に当たっては,=送還先で現実に追害がなされた場合に
送還された者の受ける不利益が取り返しのつかないものであることにかんがみれば,よ
り慎重な判断が求められているというべきであり,先行する手続において難民性が否定
されているからといって,常に法53条 3項及び2項の適用を否定してよいということに
はならない。

これを本件についてみるに, 申立人の国籍国であるエテオピァにおいて隣国との武力
紛争が勃発し,iリ トリア系市民に対する大規模な追害がなされていることは前記のと
おり国際的にも明らかな事実である。

そして,前記認定のとおり, 申立人が,エ リトリア系エチオピァ人である可能性を現
段階では否定することはできないところ,申立人を同国に送還した場合,その生命又は
自由が脅威にさらされる蓋然性もまた高いというべきである。しかも申立人は強制退去
手続において,入国審査官に対し,も し退去強制になるとしたらエチォピァには帰りた
くない,平和な国ならどこでもかまわない,エチォピアでなければアフリカの国でもよ
いと述べているのであって……,このような事情があるにもかかわらず,申立人の送還
先をエチォピァと指定したという点で,本件退令発付処分の送還先指定部分は無効であ
る可能性を否定できない。

(三 )ま た,前記認定のとおり,エチオピアにおいては,多 くのエリトリア系市民が公
務員によって身柄を拘束されたうえエテオピアからエリトリアに強制的に移動させられ,
処罰又は脅迫の目的で暴行を加えられていると認められるのであるから……エリトリア
系エチオピア人である可能性のある申立人をエチォピァに送還した場合,申立人に対し
て拷間が行われるおそれがあるというべきである。
そうすると,申立人の送遠先をエチォピァと る本件退令発付処分は,拷問禁止
条約 3条に反し,無効である可能性を否定できない。」
「そうすると,本件執行停止の申立のうち,送還部分の停止を求める部分については
理由があるというべきであるが,本件事案の内容にかんがみ,と りあえず第一審判決言
い渡しの日から一か月を経過した日まで送還部分の執行を停止する……。」

ヤ 5 無差別規定の直接適用
― 社会権規約の直接適用可能性の一律否定とその打開

他方で, 日本の裁判例では,社会権規約の規定に関しては,従来,その直接
適用可能性が一律に否定されてきた。この点でリーディング・ケースとなって

きたのが,社会保障についての権利を定めた規約 9条につき,こ の規定は「権
利の実現に向けて積極的に社会保障政策を推進すべき政治的責任を負うことを

宣明したもの」にとどまるとした1989年の塩見訴訟最高裁判決である。これ以
降,下級審判決はすべてこれを基本的に踏襲し,中には,社会権規約の規定が

イliJの 向 へ →自十(ll 工 場 IV

は引き渡してはならない。』と定めているところ,右規定は,そ の一義性からみて 自
動執行的なものであり,直接適用されるべきである。そして,右規定に該当する場合に
は,法53条 2項にいう『送還できないとき』にあたると解されるから,同項に定める他

● (F4dど ◆「公職選挙法違反被告事件」広島高判1999(平 成■)年 4月 28日 LⅨ/DB
28065154

「B規約は,……憲法98条 2項が, 日本国が締結した条約及び確立した国際法規は,こ
れを誠実に連守することを必要とすると規定し,B規約が条約として国会の承認を含む
交付手続を経ている点から,他に特別の立法措置等をまたずに公布によって当然に国内
法としての効力が認められるものと解され,憲法の解釈上,条約は法律に優位し,その

効力は法律に対して優越するものであると解される。また,B規約の内容は,憲法の自
由権規定と同様,司法的にも適用実現の可能な形式であり 同規約 2条において,各締
約国は, この規約において認められる権利を尊重し及び確保すること,右の権利を実現
するために必要な立法措置その他の措置をとること,右の権利及び自由を侵害された者
が効果的な救済措置を受けることを確保することを約束していること等の趣旨からも,

各締約回はこの規約を即時に実施する義務を負うものであると解されるので 同規約は
自動執行力を有し 裁判所においてこれ浄 霊 素賦吉日 で 蛍 る 逆、の とる7ム 拓 ス 」
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ちЦ絶狂

自由権規約 2条に関する一般的意見 31:第 18会期採択 (2004年 )

「規約締約国の一般的法的義務の性質」

(2004年 4月 21 日 CCPR/C/74/CPR.4/ReЧ 6)

1。 本一般的意見は一般的意見 3の原則に代わり,そ こで盛 り込まれていた諸原則を見直

しかつ発展させるものである。自由権規約の第 2条 1項にある無差別原則に関する一般

的な規定は,一般的意見 18及び一般的意見 28においても言及されており,本一般的
意見は,それらと併せて読まれるべきものである。

2.第 2条には,規約の下で締約国が権利保有者たる個人に対 し負 う義務が規定されてい

ると同時に,各締約国は,他のすべての締約国の義務の履行に関して,法益をもつてい

る。これは,「人間の基本的権利に関する規則」が対世的 (θFJβ O盟コθ∂lな義務であり,

また自由権規約前文の第 4項に示されているように,締約国は人権及び基本的自由の普

遍的な尊重及び遵守を助長すべき義務を国連憲章上負 うことにも由来する。さらに,条

約の契約的側面からも,条約締約国はすべて,他のすべての締約国に対して,条約上の

合意に従 う義務を負っている。このことと関連 し,自 由権規約委員会 (訳注 :以下,「委

員会」)は,締約国が第 41条に予定された宣言を行 うことが望ましいことについて注
意を促す。さらに,すでに宣言を行っている締約国に対しては,手続きの利用に伴 う潜

在的な価値についても注意を促す。しかし,委員会に対する正式な国家通報制度が,第
41条の宣言を行つた締約国間においてのみ適用されるとい う事実は,決 してこの手続
きが,あ る締約国が自らの利益を他の締約国の実行に対して主張できる唯―の手段であ

ることを意味するものではない。むしろ,第 41条の手続きは,相互に義務を履行する
という締約国同士が有する利益を減ずるのではなく,補足するものとして捉えられなけ

ればならない。それゆえに,委員会は,いかなる締約国による規約の義務違反に対して

も,他の締約国が注意を向けるに値するとい う見解を,締約国に対し奨励 した。他の締

約国の規約義務違反の可能性について注意を促 し,規約義務を履行するように要求する

ことは,非友好的な行動 として理解されるのでなく,正当な共同体の利益を反映するも
のと考えられるべきである。

3.第 2条は,締約国が規約の下で負つた法的義務の範囲について定義している。締約国
は,規約上の権利の尊重及び締約国の領域内にありその管轄下にあるすべての個人にこ

れらの権利を保障しなければならない一般的義務が課せられている (第 10項を参照せ
よ)。 条約法に関するウィーン条約 (訳注 :以下,「条約法条約」)第 26条の原則に従
い,締約国は,規約上の義務を誠実に実施 しなければならない。
4.規約の義務は,一般的に,ま た,第 2条は特に,すべての締約国を全体として拘束す
るものである。政府のすべての部門 (行政,立法および司法)お よび他の公的もしくは

政府機関は,全国,地域,も しくは地方といかなるレベルにあつても,締約国の責任を

引き受ける地位にある。委員会の場も含めて通常国際的に締約国を代表する行政部門は ,

規約違反の責任から逃れる手段として,政府の他の当局が規約 と一致しない行動をとっ

たと指摘するようなことがあつてはならない。このような理解は,条約法条約第 27条
の原則,すなわち締約国は,「条約の不履行を正当化する根拠 として自国の国内法を援

用することができない」から直接由来するものである。第 2条 2項は, 自国の憲法上の

‐
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手続に従って,規約の権利を実現することを締約国に許 しているが,同様の原則は,条

約上の義務の実行や実現の怠惰を正当化するのに,憲法やその他の国内法を用いること

を防止するのにも適用される。この観点で委員会は,連邦制をとつている国家に封 して,

規約の規定は,「いかなる制限又は例外もなしに,連邦国家のすべての地域について適

用する」という第 50条の規定について注意を促す。
5.規約によつて認められた権利を尊重 し及び確保することを約束すると規定している
第 2条 1項の義務は,すべての締約国に対して即時的効果をもつものである。第 2条 2

項は,規約に特定された権利の保護 。促進の全体にわたる基本的枠組みを規定している。

したがって,かつて一般的意見 24において言及されたように,第 2条に対する留保は,
規約の主旨目的に従つて考慮されたならば,規約 とは両立しない。
6.第 2条 1項の下での法的義務は,性質上,消極的,積極的の両方である。締約国は,
規約が認めた権利の侵害を控えるべきであり,こ れ らの権利に対するいかなる制限も,

規約の関連規定に従い許容 されるものでなければならない。かかる制限が課せ られた場

合,締約国は,その必要性を示さなければならず,そ の措置は,規約の権利の継続的か
つ効果的な保護の保障のためにとる正当な目的遂行に比例的なものに限られる。いかな

る場合においても,規約の権利の本質を傷つけるような制限が適用され,実施されるよ

うなことがあつてはならない。

7.第 2条は,締約国が,自 らの法的義務を充足するために,立法上,司法上,行政上 ,
教育上,も しくはその他の適当な措置をとることを要求している。委員会は,規約に関

する意識の向上は,閣僚や官僚だけでなく,一般大衆に対しても行われることが重要で

あると信 じる。

8。 第 2条 1項の義務は,すべての (締約)国 を拘束 し,それ自体としては,国際法上 ,

直接の水平的効果を有しない。規約は,国 内の刑法や民法の代替としてみることはでき

ない。 しかし,規約の権利保障のために締約国に課せられる積極的義務は,国家によつ

て個人が保護 されなければ―すなわち,それは,単に政府高官らによる違反からだけで

なく,規約の権利が私人間に適用される場合において,規約の権利の享受が損なわれる

場合,かかる行動をとった個人や団体からの保護がなされなければ―完全に実施された
ことにならない。締約国が,あ る措置を許可したり適当な措置を怠ったりした結果,も
しくは個人や団体が引き起こした被害に対して,防止,処罰,調査,原因の除去等とい

つた法的手続きの不作為の結果,締約国は,第 2条が課 している規約の権利保障義務に

違反したとして問題 となる場合もあるだろう。委員会は,第 2条によつて課せ られてい

る積極的義務と,第 2条 3項にある侵害に対する効果的な救済措置の提供の必要と間に,

相互関連性があることに注意を促す。規約それ自体は,い くつかの条文で,私人や法人
の行動についても,特定分野において,締約国が積極的義務を負 うことを規定している。

例えば,第 17条のプライバシーに関連する保障は,法によつて保護されなければなら
ない。第 7条において,締約国は,個人や団体が他者に射 して拷問又は残虐な,非人道

的なもしくは品位を傷つける取 り扱いもしくは刑罰を自らの権力内で行わないことを

保障するための積極的措置を取ることが黙示的に規定されている。例えば職業や住居と

いつた 日常生活の基本的な側面に影響をあたえるような分野においても,個人は,第 2

6条の意味の範囲において保護されなければならない。
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9.規約によつて認められている権利の受益者は,個人である。第 1条の例外を除き,規
約は,法人や同様の団体や集団の権利については,規定していないが,規約が認める多

くの権利,例えば,思想や宗教を表す自由 (第 18条),結社の自由 (第 22条 ),も し
くは少数者の権利 (第 27条 )は,他の共同体の構成員とともに享受できるものである。
委員会が通報を受理 し審議する権限が,個人またはその代理人に制限されるという事実

は (選択議定書の第 1条),かかる個人が,法人や同様の団体による作為または不作為
による権利侵害を請求することを妨げるものではない。

10。 締約国は,第 2条 1項によつて,領域内のすべての個人及び管轄下にあるすべての

個人の規約上の権利を尊重 し,確イ呆しなければならない。このことは,締約国が,締約

国の権力または実効的支配の下にあるすべての個人の一その個人がその締約国の領域

外にある場合にも一規約上の権利を尊重し,確保 しなければならないことを意味する。

第 27国会期 (1986年 )において採択された一般的意見で指摘されたように,規約
上の権利は,締約国の国民だけでなく,庇護希望者,難民,移住労働者等,その者の国

籍やその者が無国籍者であるかにかかわりなく,締約国の領域内にあり,かつ,その管

轄の下にあるすべての個人に享受されなければならない。かかる原則は,日外で活動す

る締約国の軍による実効的支配にも適用され,かかる権力的または実効的支配がいかな

る形で得 られたのか一例えば,国際的な平和維持や平和強制活動に派遣された締約国の

軍―に関係なく,適用される。
11,一 般的意見 29が暗示 したように,規約は,国際人道法の規則が適用される武力紛
争下の状況においても適用される。いくつかの規約の権利に関しては,その解釈の目的

にとつて国際人道法のより詳細な規則が特別に関連するものもあろうが,両法分野は ,

相互補完的であって,互いに排他的なものではない。
12.さ らに,領域内にある個人,及び,その管轄の下にあるすべての個人に対し,規約
の権利を尊重し確保 しなければならない第 2条の義務は,移転が実行されることになる

国もしくはある個人が結果的に移転させられる先の国において,規約第 6条や 7条に規

定されているような回復 しえない危害が及ぶ真のリスクがあると信 じうる十分な証拠

があるとき,その者を本国に送還したり,国外追放 したり,も しくは領域から移転して

はならない義務を必然的に伴 う。関連する司法及び行政当局は,かかる問題において ,

規約義務の履行が確保 されるよう,配慮が向けられなければならない。

13.第 2条 2項は,規約の権利が国内秩序において,実効的なものとなるように,必要
な措置をとる義務を締約国に課 している。 したがつて,国内法や国内実行ですでに保護

されている場合を除き,締約国は,批准の際,国内法や国内実行が,規約 との一致を保

障するための必要な変革を行わなければならない。規約 と国内法との間で不一致がみら

れる場合,第 2条は,国 内法ないし国内実行が,規約の実体規定が課している基準と合

致するように,変更されることを要求する。第 2条は,締約国が,国内憲法構造に従っ

てかかる変更を加えることを認めており, したがつて,規約を国内法に編入する場合 ,

直接に国内裁判所で適用されることを必要としない。委員会は, しかしながら,規約上

の保障は,国内法秩序における自動的執行ないし特定規定の自動的執行の形式をとる国

家において,よ りよい保護が得られるという見解をとる。委員会は,規約が,国内法の

一部となっていない締約国が,第 2条によつて課せ られている規約の権利の完全なる実
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現を促進するために,規約が国内法の一部となるように編入することを考慮することを

招請する。

14.第 2条 2項にかかげられている規約の権利実現の要件は,無条件かつ即時的な効果
がなければならない。かかる義務の不履行は,国内の政治的,社会的,文化的,ま たは

経済的理由によつて正当化することはできない。

15。 第 2条 3項は,規約の効果的な保護に加え,可能かつ効果的な救済を個人が有し,

そうした救済を締約国が確保するよう求めている。そのような救済は,特に子供を含む ,

一定のカテゴリーの個人の特別な脆弱性の配慮に応 じて,適切になされるべきである。

委員会は,国内法の下で権利侵害の請求を扱 う,適当な司法的及び行政的な制度を締約

国が設立することが重要であると考える。委員会は,規約の下で認められた権利の享受

は,さ まざまな方法により,司法部によつて効果的に確保されることに留意をする。そ

れらの方法には,例えば,規約の直接適用,規約 と同等の権利を保障する憲法またはそ

の他の国内法規定の適用,あ るいは国内法適用の際の規約の解釈指針としての効果が含

まれる。行政は,特に独立かつ公平な組織をとおして,即時に,徹底的にかつ効果的に

違反の申し立てについて調査する一般的義務の実施に必要である。この点に関しては ,

適切な権限を賦与された国内人権機関が貢献できるだろう。締約国が,違反の申し立て

の調査を怠った場合,それ自体,別途,規約違反となりうる。違反状態の継続を停止す

ることは,効果的な救済を受ける権利の本質的な要素である。
16。 第 2条 3項は,規約の権利が侵害された個人に対 して締約国が補償することを求め

ている。規約の権利が侵害された個人に対する補償がない場合,第 2条 3項の実効性の

中心的部分である,効果的救済を提供する義務が履行されたことにならない。補償につ

いて明示的に規定している第 9条 5項及び第 14条 6項に加え,規約は,一般的にも適
当な補償について含意していると委員会は考える。委員会は,適当な場合,補償は,損

害賠償, リハビジ,お よび,満足の措置を伴 うものであることに留意をする。このうち

満足には,公的な謝罪,公的な記念式典,再発防止の保証,関連の国内法や慣行の改廃 ,

及び人権侵害者の裁判が含まれよう。

17。 一般的に,規約の目的は,第 2条にとつて不可欠な義務である規約違反の再発防止

の措置がとられなければ,挫折してしまう。したがつて,選択議定書の審議の際,委員

会はしばしば,被害者当人の救済を超えて,問題 となった違反と同類型の違反の再発防
止措置を,見解に含むことを慣行 としている。かかる措置は,締約国の国内法や慣行に

変更を加えることを要求することもある。

18.第 15項において言及された調査によつて,特定の規約の権利違反が明らかにされ
た場合,締約国はその責任者が裁かれることを保障しなければならない。調査の不実行

と同様,かかる侵害の加害者を裁くことを怠った場合も,それ自体,別途,規約違反と

なりうる。かかる義務は,特に,拷問または同様の残虐な,非人道的なもしくは品位を

傷つける扱い (第 7条),即決的,恣意的な殺害,及び強制的失踪 (第 7条 , 9条及び

しばしば 6条 )国内法上あるいは国際法上,犯罪と認められる違反において問題 となる。

かかる侵害の免責の問題は,実に委員会にとつては持続 した問題であり,侵害の再発の

重要な要素となっていると考えられる。文民たる住民に対する広範なまたは組織的な攻

撃の一部として実行された場合,かかる規定の侵害は,人道に対する罪となる (国際刑
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事裁判所規程の第 7条を参照 )。

したがって,こ の段落で言及された規約の権利の侵害を,公務員や国家機関担当者が

行つた場合,当該締約国は,特定の思赦で実行 されたように (一般的意見 20(44)
を見よ),ま たはこれまでの法的免除もしくは赦免のように,個人的な責任から加害者

を解放 してはならない。さらに,いかなる公的な地位も,かかる侵害の責任に紺して告

発 された被疑者が,その法的責任から逃れられることを正当化するものではない。上官
の命令に対する防衛や不合理に短い出訴期限が設定され うるような,法的責任の構築に

対するその他の障害も,除去されなければならない。国内法または国際法によつて罰せ

られ うる規約侵害の容疑者を裁 くために,締約国は,相互に援助すべきである。
19。 さらに委員会の見解 として,効果的な救済には,特定の状況の場合,締約国は人権

侵害の継続を回避するための暫定的なまたは中間的な措置の提供ないし実施を必要 と

すること,また,最も早期に,かかる侵害に起因したいかなる被害をも回復する努力を

払 うことが必要である。

20.締 約国の国内法制度で正式に適当な救済制度が付与されても,やはり,規約の違反
は起こる。このことは,実際には,救済措置が効果的に機能しえないことにおそらく起

因する。 したがつて,締約国は,定期報告において,既存の救済措置を効果的なものと

するにあたつての問題点に関する情報を提供することが求められる。

翻訳

滝澤美佐子 (中部大学国際関係学部助教授 )

富田 麻理 (西南学院大学法学部助教授)
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【研究ノート】

人権保障のための積極白与義務としての手続的義務
……一人権侵害に対する実効的な調査義務をめぐる法理の展開一―

背曲学院大学敦援

中 恵  華

は じめ に

I 米サ11人権裁判所
■ 自由権規約委員会
エ ヨーrッ パ入′ヽこ裁判所
V 生命穂、拷閥 産待を受けないえ漁利、入身の自曲の保「市の手続的義務としての
調査義務―一人権条約機関の先例 判πl法

'事

の相互醸成 (cttssたmhzado■ )

的発展

おわ りに

は じ め t
“
】

「権利」とは、その実現のために義務主体に対するオ日関的な義務を生じさせることを本

旨とする概念である
'。
蔚家がな舞利を認めるとは、 lユl家にとって、権利を侵害・番定して

はならない義務を合意すると同時に、権利を具体化 ″ヽ実現するために必要な状況を創出す

る取り組みを行う義務が生じることを意味するう。すなわら、ある権利 (a ngい t)が国家に

生じさせる相関的義務は複数 (corre撼競ve dutts)あ り、オ樫和Jを侵書する行為を行わないと

いう消極的な避主義務と、′セ利の実効的な保障という観点から引き出される積極的な作為

義務の双方にわたる。前者が、権利を認めることから生ずる最も基本的な義務であるとす

れば、後をは、権利が空文でなく現実に実現されることという権利の実効的保障の要請に

内在する積極的義務と言支́る。例えば、多くの人権条約で規定されている拷問又は残鹿な、

非人道的なもしくは品位を傷つける取扱いを受けない権利 (ヨ ーロッパ人権条約 3条、市

1) Shuc,H,B,sサ じ父ら″rs(PEn∝ ton Uコ iverst,ァ press,1980),pp 14‐ 丈6, Gowirth,A,′ 拘″o″ PをれA,
風■パ加 /′ィsr炉で,`rrオο″■姥江/11'か″ど,,っ″ωれ市ersiち′OF Chicago Press,】 982),p2
2)にうe rrou悦 1lc,0,と ∵″

`θ

)とでιう

'オ

,fど ,公 ″,っブA″,7物っ″′ど″ァ】ρワ″″っ,渤形/″ l,ゥエをつμ
“
サ:″♂瘤θ¢ο死″¢″′ん2″ηザ

れdμ″っどAど ?′″ο″″,lο ど,ど乃,′ ′全くF/,'浪を (Pedone 2∞ 4)、 pp 267… 268

3)な お、ヨーロッパ人権条約 3条は「残膚な」の文書を合んでいない。以下では、拷問禁た委員会等ノ
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民的及び政治的権利に関する国除規約 〔以下、自由権規約]7条ゞ米州人分経条約 5条 )° は
締約回に対し、それらの行為を自ら政策的に行わないという消極白3な避止義務のみならず、

そうした行為の防止のために必要な措置 (立法措置、公務員の教育・訓1練、刑事施設や入

国管理収容施設の実効的な監視等)を取ること、さらに、実際に発生した場合には事実の

調査及び実行者の処鋤、被害者の保護・救済、再発防北措置を取ることのような一連の積

極的義務を生ぜしめる。こうした積極的義務の存在は、権利の実体規定から含意されるだ

けでなく、|れらの条約が、管轄下の個人に権利を「確保」(自 由権規約 2条 1頂、米州
人権条約 1条 1項 )め ないし「保障|(ヨ ーロッパ人権条約 1条)することを締約国に義務
づけていることから目月確に導かれる。これらの条約はまた、条約で認められた権利を便客

された者が国の機関の前において効果的な救済を受ける権利を規定しており°、締約回は、
これらの規定上も、人権侵害の訴えに対して効果的な救済措置を確保することが要求され

る。

人権の実効的保障のための積極的義務の存在は、このように人権条約上、権利の実体規

定及び義務規定から導かれ、加えて効果的救済に関する規定からも明らかであるが、実際
に人権条約機関の実行において

'ド

;盗立した解釈となってぃる。米川人権裁半U所、自由権規約

委員会/又 びヨ~ロ ツパ人権裁判Pジ子の半げ例・先例では、とりわけ生命権や拷問・虐待を受け
ない権利、人身の自由の侵客がかかわってぃる事案において、権利の実効的保障のための

積極的義務に関する法理が発展してきた。拉致、拷問・虐待、殺害という多重的な人権停ぇ

寄を伴う強制失鎌 (eaす (〉rced dittppeattnce)に 関して回の調査義務を認めた事夫はその典
型であり、権利侵害の防止・調査 拠罰といぅ積極的義務を明快に述べた固期的な判決で
あるス銘8年のヴェラスケス・漕ドリケス事件米州人力窪裁判所判決も強制失際に関する事実

＼. の慣イテに敬
tlentment)コ

い、拷問以外の残産を、非人造的なもしくは品位を傷つける取扱いを使宜的に「虐待 (III
と総称することがある。

4)米州人権条約と条 1項の夕r易合、条約上の「権利及び白由の自ホ'かつ完全な行1えを催保する」と規定
している。

5)人権侵等に対する数済には手続的側面と実体的側雨があり、前著‐は、人権侵害を受けたと主張する

興↑埜曇宗簿録を完鷲響し売i亀誓吾残雰握息たをど発暮霰警ぞ魯み角蒸憲佐争Йr亮絶ぇ露後3響
腿ξ常
′
と,考華載,靴箕泳亀亀舗 駆毎凛盈鴨驚与i全越た甕磐t球

るのに対し、米州人権条約は「ア搾】限のある裁判1所えは法廷」として司法的救済を受ける↑権利を保障し

建ほと景3:求ヨ督宴窪皇身盈透真招?憂猿ぷ縁自毎羞ヱ電密盈餐言F票こ票羞毯憲豪轟絵ぞ誓争!と
のメを利についても窮万記し、また後をは、拷間の被書をが、できる限り十分なリハどリテーションに必
要な手段を与えられることも定めているで

‐‐‐‐
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人権保障のための芹貨12的義務としての手続
'3義

務 (申 )

であつた。本件で同裁判所は、被事着が仮に基事回の官憲の関与の下で失除したことが示

されなかったとしても、ま事国は米州人権条約により権潜!行使を確保する義務を負ってぉ

り、その結果として権利の侵害を防上し、調査しかつ処罰する義務があるとして、 1条 1

項と合わせ読んだ同条約 4条 (生命お修)、 5条 (拷間又は療待を受けない権利)及 び 7条

(身体の白曲及び安命についての権千11)の 違反を認定した
°
(〕 ヨーロッパ人権裁判所も19努

年のマッカン事件判決で、ヨーロッパ人権条約 2条の 下
・
で■待権を保護する義務は、権利

「保障ど義務との結びつきにおいて、個人が力の行使特に公務員によって殺寄された場合

には実効的な公的調査を要求すると判示し
め、また1996年のアクフイ事件判決では、効果

的故済に関する13条 に関して、個人が公務貝によって拷閥されたことを申立てている場合

には、黄任者の五准定及び処罰をもたらしうる徹底的かつ実効的な調査が必要であると判示

している°6人権条約の中には、拷謝等禁止条約のように、拷間の事蕪に対する調査義務

独明記したものがあるが9、 `木た約機関の実行では、そのような明文規定がなくとも、生命

推や拷r口鷺・虐待を受けない権利、身体の白由・安全についての権利に関して、権利の実体

規定と義務規定を合わせ読む形で、また効果的救済の規定からも、国の調査 (こ れらの権

不1を侵等する犯罪行為の文脈
‐
ごは、刑事捜査を含む)義務が認められていることが分かる。

本稿では、人権保障のための稽極的義務としての調査義務及び、これと連動する処罰義

務に関して、人権条約機Fてlの判例・先例では、実効的な調査を行うことを含む「手続的義

務 (prOcedural obligatめ ns)」 を、恣意的殺害や拷問・虐待等による実体的な義務違反の同

題とは別の「白律的な義務 (autOnomOus oも Lgadon)」 としてとらえる法理が発展し、当事

国によるその不履行が条約連反を認定さメ
'′

るに至っていることに注日する。このことは、

個人通報の事矢においては、板に実体的な権不」後害がクリテイカル・デ堪卜 (決定期目。

肖事国について、条約上の義務及び通報塞理にFく する条約機関の管轄権が発効した日)の

前に起こっている場合であっても、実効的な調査を行っていないという調査の不履行の主

張の側面において条約機関は通報に対する時間的管輔権 (iuisdた こo4/,'0″βヵァ″ザ,p溢)を

6) 乃ι施9″ヮzRっわセ″υ～‐サ 打う,ュ′″婢s,Judgment of 29 J、 1lv 1988(ヽleits),at htpl//、コ″4vl umn edu/
れuFlanris/,ach7b… 11_12d htm,paras 166 167,172■ 85

7)か′εC●″″α〃♂01',z?ぉ ュ
`力

?」切と?ど κτ″F力珈′Juぬ (ャゃt】セOr 27 SepttIIIbビ 11996、 pala 161 な弟、ヨー

ロッパ人権裁判所の判例は、裁判所のIJ例データベースHUDOC(atl ip〃 httdoC Cchr coe int/sと cs/

eng/Pages/search asp、 )で蘭単に検索できるため、判決ごとの URIフ は雀略する。
8)力ねMり

'7ン
凌υ,」udgrneat of 18 December 1996,para 98

9)「 ,1条約は12条で、十締約働は、自国の管轄下にある領域内で拷間に基たるイ子為が行われたを信ずる

に足りる合理的な理由がある場合には、自国の権限のある当局が迅速かつ公辛な調査を行うことを稚

保,‐るJ と規定、
'る

.

10)ま た、国家の相利侵害行ナ,が どの時点で轟生したととらえるかは、暉内1文 l斉措置完了原則との碑連′

,8(磁6)
(27)29
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右し、それに関して審理し条約連反を認定しうることを意味する
°)。

以下では、米州1人権裁判所、自由権規約委員会及びヨーロッパ人権裁判所の鞘例浅 先ヽ
例法における「手続的義務」の内容とその射程について、拷問等禁止条約上の義務にF,司す
る拷間禁止委員会の解釈にも言及しながら検討し、考祭を加えることとする。

I 米州1人権裁判所

手続的義務に闘モ″て最も先駆的に判例法理を築いてきているのは、1970年から80年代に

かけてのラテンアメリカ諸国の軍事政権下におけるきわめて深亥Jな 人権侵害事案を多く

扱ってきた米州人権裁判所である。ホンジュラスでは1981年から1984年 までの間に100人

から上側′人の人々 (反体制派、労紅メンバー、教師ら)が軍もしくは警察の要員、えはそれ
らの命を受けた者によって粒孜され失除したとされるが、先にふれたヴェラスケス ロド
リゲス事件もホンジェラスにおける強制央踪の事案をめぐるものである。本件で裁判所は、

強制央踪は人の誘拐、身体拘束と通信の到奪、そして多くの場合拷問・虐待及び秘密裏の

処用を伴う多重的かつ継続的な人権侵害であり、身体の自由、拷間 虐ヽ待を受けない権利

及び生命権を含む米州人権条豹 との多くの権利を侵害するものであるとし1り、この関連で、

同条約により権利を華重し確保する締約国の義務について詳細な判示を行った。裁判所に
よれば、同条約 X tt l条 によって権利の自由かつ完査な行使を「確保どする義務は「政府
の機構及び、一設的に、公権力が行使されるあらゆる構造を、人不獲の自由かつ完全な享受
を法的に確保できるように組織するという締約国の義務」を意味し、「この義務の結果と

して、国家は、条約で認められた権利のいかなる侵害をも防止し (pr∝enじ 、調査 じ

(ittestigatc)及 び処罰し (pun益五)なければならず、さらに可能ならば、侵害された,艦利
を回復し、侵害かられじた損害に対する賠償を提供するよう試みなければならない」

Iり。

調査義務は、防止義務と同様、結果を確保するという結果の義務ではなく、なしうる合理
的な措置を取るという行為の義務である。「周家は、人権侵害を防止し、その管轄内で行わ

‖
「

ヽ で、条約機P,9が通報を受理できるための手続釣要件にも関係する。
内放済持置が尽くされた後でかつ最終的な決定がなされた日から6
うことができると規定している (35条 )。 調査義務の不履行がそれ自
的義務の違反になるとすれlよ、,‐母査義務が展奪されない状態が続く
あつて 6カ 月ルールの適用も開始されず、学立は受理

'1能
となると

事件判決参照)Ю

ll)乃 筋を9ク″ o々ルを″劣 P打o″″″/岱′s′ゅ婢 章(〉 te 6,paras 155-158
12)r′ liれ′para 166

特にヨーロッパ人権裁判所は、国
力月の期間内にのみ事某を取り扱

体、生命権等の保I章のための手続

ド貝り、それI護継統釣な条約遵反で

考えられる (後述のヴァルナヴァ
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れた侵害について其貪Uな調査を行うために用いうる手段を用い、責任者を認定し、通切な

処罰を科し、かつ被害者に十分な賠償を確保するために、合理的な措置を取る法約義務を

集う」
お)。「調査する義務は、防止する義務と同様、調査が満足の行く結果を生まなかった

ことのみをもって違反となるわけではない。しかし、調査は異剣に行われなければならず

非実効的なものとなることがあらかじめ予測されるような単なる形式として行われてはな

らなVヽ Jtt。 放判所はこのように述べて、当事園本シジュラスの国家機関が彼害者σ〉失除

に関与したことが仮に示されなかったとtンても、司法機関が被霧者の事案について人身保

護令状処理等の行動を何ら取らなかったこと、また行政機関も真剣な調査を行わなかった

ことによって、条約上の姥利 (本件では4条、 5条及び7条)を確保する義務を課してい

る1条 1項の下で当事圏が負っている税務のイく履行があったと認定した
4)。

米州人権裁判所はまた、強制失踪や超族的処刑の事案において、被害者の家族は被害者

の行方や縦嘗・虐待された状況、遺体の所在幸を知る権利を有しているとし、さら,こ は

「重大な人権侵害の被害者の近貌者を含むすべての人は、真実についての権オuがある」と

して、真実を明らかにし被害者の家族及び社会に知らしめるための調査義務は、その義務

が履行挙れるときまで継続して存在すると判示してきた。裁判所は1997年のカスティロ=

パエズ事件で、ベルー幣祭の要員によって位攻された後失除した被害者に対する人身保護

請求が
‐
ぇ効的に処理されなかったことにつき、条約 1条 1項との関連で25条 (司法的救済

を受ける権利)の連皮を認定したお〉。この関連で裁判所は、「ベルー臣I家は当該追反をもた

らした事件を調査する義務がある。さらに、この種のをE罪の賛任者の認定を妨げうる内的

な困難があると推定すれば、被害者の家族はなお、被害者にイこが起こったのかを知る権利

があり、かつ適当な場合彼の遺体がある場所を知る権利がある。従って、これらの合理的

な鶏待を満たすために用いうるあらゆる手段を用いる責務が当事国にある」
1の として、当

事国は引き続き事案の調査義務を負っているとした。裁半単所は、「この調査義務に加えて、

13)ィ bティr,para 174

14)rbど″,para 177

15)Fι ,,α ,paras XF8-186 行政機関による調査に関しては、当事国は年隊による調査を行つていたが、

米州人権夢比判所はこれにつき「失除に対゛る直接の責任が問われているlal…機関」による調査であつ

て、実効的な前査にあたらな▼ゝとした。本件と同様にホンジェラスにおける強制失珠に関する事条で

あり、本件と「β,狩 の判断が下されたものとして、ゴディネス クルス事件判決 (Gっわ 4?″ じ′″だp
Hο`Z″ /rls,Judgttent oF 29 Ju,1989,at htlpl//邸 ぃv co重 eidh or cr/(locs/casos/anicutos/seriく 'c_05_ing

pdF)も 見よっ

16)〔
'2Vけ

rル‐助
`:zク
ル″″.J■ dgment。イ導No強繭ber 1997(Meitsl,寇 http://ヽ″、vw corttidh or cr/doCS/

G益 os/al■ iculos/seiec´ 34ェ ng pdi ρ♂ia駐

17)乃 ,〃 ,para 911
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強制失踪の実行を防 l卜 し、その責任者に制裁を与える義務もある」とし、「ペルーに課され

るこれらの義務は、これらの義務が完全に履行されるときまで現存する」1° と述べたので

ある。また、グアテマラ軍の諜報活動の一環として虐殺された被害者の事案に関する20(13

年のミルナ ,マ ック・テャン事件では、裁判所は「重大な人権侵害の被害者の近貌者を含

むすべての人イよ、其実についての権利 (he ttght tO the tttith)が ある」ことを強調し、自

由権規約委員会の先例
°)や
重大な人権侵害の被害者が救済を受ける権利に関する国連特

別報告者の報告警
約
'等
を引月3しつつ、真実についての権利は十三l際人権法において 1補償

(repara餞On)の重要な手段」をなしているとした2ゆ。条約連反のこの側面を是正するため
に、「当事厠は、すでに処罰された者を別として、ミルナ・マック・チャンの超法的処汗1及

びそのほ魅、並びに本件におけるその他の事実に責任のあるすべてのl畜
‐
接の実行者、従ぢE

及びその他の者を認定し、裁きかつ処罰できるよう、本作における事実を実効的に調査し

なければならない。手続の結果は、グアテマラ社会が真実を知るために、一般に公開され

なければならない。…… この義務を蓮守するために、当事回はまた、本作において不処罰

を維持しているあらゆる事実上及び法的な仕組み及び障害を除去しなければならない」
ワ9。

犯罪を構成する人権侵害の調査義務は、独査の結果責任者に適切な処罰を科すという処

罰義務と遵動しており、かつこれらの履行はいずれも綾害者ないしその近親者にとって人

権侵害に対すろ救済の一蛛をなしているが、上述のミルナ・マック・チャン事件で米州人

権裁判所が「不処罰 (impun増 )」 に言及していたように、そのような人権侵客に対して恩

旗を与え責任を不関に付すことは、調査・処罰の義務と真っ向から対立する。米オ1人権条

約25条 l項は、国の憲法もしくは法律又は条約上の権利の侵害に対する保護を求める訴え

を「権限のある裁判所又は法廷に対して」行う権利を規定し、司法的救済を明記している

18)/bぢ♂

19)o2滋
`θ

ttd υ とメ′ぞィ」″
`l',Communication No lo7/1981,Ⅵ ews adopted on 21 Juけ 二983.CCPR/C/

19/D/k07/1981・ ウルグアイの官憲によ‐,て達す市され失踪した娘の事件につき√l親が逓報したこの
事案で自由オ存規約委員会は、娘の所在や状況が不明であることで母あとが被っている書痛とストレスに
理解を示し、「通報者は娘サi何力沌 きたのかについて知る権利がある。この点で彼女もまた、娘の受け
た規約違反特に7条の被害者である」との見解を示した (paraェ 4)。 そして、当事国は本件につきト
分な調査を行う義務を失っているとし、娘の身に起こったことを明らかにすることを合めた措置を取
ることをぶめた くparas 15-16)。

20)Study concerning he ight to restttuion,compensaこ On and rehablにadon for vicims of gross
▼:olaiOns ofれは鞭an ri帥ド and i,ndっ lnental frt`edOms,FInal ttpori submited by Theo varI Boven

Special Rar)portetir,E/CN 4/Sub 2/1993/8

2D Wン胸F l1/【ιどんθれ,T,c″αサ?″,,加 ,Judgment Of 25 Novettber 2003(Ments),at h(μ /ハぃvv◆o■(ith
or cr/docs/∽ sos/arscdOs/scier lol● ngゃど丘pata 274

22)rllた ,paras 275-277



人権保ll'のための積極酌義務としての手続的義務 (申 )

ことは先にふれた。また、公正な裁判を受ける権利に関する同条約 8条は、汗1事上の罪の

決定及び民事的ナ班利 ,義務の決定について規定した白曲権規約14条及びヨーロッパ人′lな条

約 6条よりも広く、いかなる性質の権利 '義務の決定についても独立のかつ公平な裁判所

による審理を受ける権利を保障している。米ガ1人権委員会は、この8条及び25条の権利行

使を確保するという観点から、生命権や拷PR窮・虐待を授けない権利を侵害する人権侵書に

剤して弄」事訴追を不可能とする恩赦 (annesサ )は 、これらの規定に今致しないことを明

確にしてきた
つ9。 米州人権裁辛こ所も2001年のバリオス・アルトス事件半り決において、恩赦

法と米
'1ヽ

人権条約との),適合性につき「あらゆる恩赦の規定、時効の規定及び、責任を消

減させることを目的とした措置の設定は許されない」と述べ、「なぜならぼそれらは、拷闘、

超法釣、一括もしくは恣意的処刑並びに強部1失腺のような、そのすべてが国際人権法で認

められた逸脱できない権利を優害するがゆえに禁じられている深刻な人権侵害に対して貰

任を負う者の調査及び処罰を妨げることを意図しているからである」と敷行した
》)。「ペ

ルーが採択した恩放法は、本件において被害者の近親者及び生存している被害者が条約 8

条 1凍で定められた通り裁半」官の書理を受けることを妨げ、条約25条に外現された司法的

保護に対する権利を侵害し、バリオス・アルトスで発生した事件の責任者に紺する調査、

拘束、訴追及び有罪判決を妨げ、よって条約二条 1項を通等しないものであるとともに、

本件事実の解明を阻害した」弱)。 また、自己免責法を採択することによって導事回は、条約

2条に従い国内法を条約に適合させる義務にも戻したとされた9°。「米州 [人権]条約 1条

l項及び2票で定められた一般的な義務に照らして、締約回は、いかなる者も条約 8条及

び25条にいう司法的保護並びに簡易かつ実効的な救済を受ける権利の行復を傘われな▼ヽこ

とを確保するためにあらゆる措 l晋を取る義務がある一¨。従って、庶己免責法のような、

反対の効果を有する法を採択する条約締約L玉Jは、条約 1条 l項及び2条との関連で、8条

及び25条に違反する。自己免責法は、被書者にとって無防俯な状態をもたらし、かつ不処

罰を永続イとさせるのであって、条約の目的及び精神に明らかに合致しない。この笹の法は、

23)軍事政権期に行われた公務員の人権侵各を不処踊とするウルグアイの「入効法 ∝叫 de caduddad)」
を米州1人権条約]条、8条及び26条の違反とした米)叫人権委員会報告きReport船/92,4z″″α′Rφつ″

したと力θr,1サ0拘奄″ゼ万ィド,2め″ンサ″でも`Sぢ0″ 沙ヵ″ι
`″
α″碑柳 A/'92-,993,0&吐 /Ser t/1183,1993.p0 154-

165iア ルゼンチンの「正当な服徒法」、「終止行 (Punto Rnal)法と及び大統領の思荻今を条約進反
とした同次`員会報告曹 RepOrt 23/ν,れ″γc′ 望く?″っれ ,ア ′カセ膨I¢廟′′ι

`,′

ιr,″ 傷″′ュ″?を,6カ%οη汀″″fαガ

Rむ屹rS'922-,99ど,0勘気/SerとノI(鶴,1993,pp 4生―も1等。
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調査及び司法へのアクセスを妨げ、被害者及びその近親者が案実を知りかつ相応の補機を

受けることを阻害するから、人権侵害の責任者の認定を妨げる」")。
調査・処罰義務に関するこのような判例法理の確立を背獄として、米州人権裁判所は、
イ`暫事国が米州人権条約62条に基づいて条約の解釈・適用に関する事項についでの同裁判所
の管轄権を受諸する前に発生した強制失際の事案についても、8条及び25条の権利を確保
するための手続的義務の狽1面に関して、これを受理し審理する時間的管轄権を認めている。
エルサルバ ドルで内載下の]982年に国主〒_部隊によって拘束された後失除したとされる2

人の姉妹の学案に関するセラノニクルス姉妹事件で裁判所は、当事目が裁判所の管轄権を

受諾したのが1995年 6月 6日 であり、失腺事件はその13年前に発生していることから、

ウイーン条約法条約28条 の定める条約義務の不遡及勅 に従い、失除事件そのものについ

て裁判所が時間的管禁オ審を有しないことについては当事国の先決的抗弁を認めた釣)。 しか

し裁判所は、姉妹の失際事件についての調査に関しては、家族による人身保護請求の取扱
いや刑事手続の進行をめぐって、条約 8条及び25条の権利を1条 1項に従って確保すると
いう義務の不履行を示す事央が1996′キ6月 6日以降に始まり、存続し又は繰り返されてい

るという米州人権委員会の主張を受け入れた。「裁判所は、エルサルバドルによる裁判所
の管轄権の承認後に発茂し、条約 1条 と項に関連して8条及び25条の違反の主張を示,す
べての事実は、独立の事実を構成する司法手続に関するものであるから、当事目の設定し
た E時間的]限定によっで [裁判所の審理対象から]拶F除されないと考える。それらの事
実は、エルサルバドルが裁判所の管轄権を認めた後に始まっており、裁判所の管韓権の承
認の後に起こった裁判拒否 (deliね1 0fiuSiCe)に 関する特定のかつ白律的な侵害 (spednc
and autonOmous班 。ユ畑Ons)を構成する」翻。

裁判所はこのように述べて、被害者の央際に関する司法手続をめぐる8条及び25条違反
の主張については先決的抗弁を選けて本案客理に入った。そして、1995年 11デ3に母親に
よつて人身保護請求が出され引、母親及び赤十字の身元捜素事務所によって重要な開通信

27)ん
`,,pa蛯

48

路)ウ イーン条約法条約28条「条約は、別段の意凹が条約自体から明らかである場合及びこの意図が他

尊争絲 盈鞭必壷懸詩議郵醤私置
31を
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人権保障のための積極的義務としての手続的義務 (準 )

報が提出されてからも、最高裁が、13年議の事件であつて当該都隊がすでに存在していな

いものについて人身保護請求は適切でないとしてこれを却下し、また、この決定に伴い

1996年に再開された刑事手続に関しても、検察官と裁判官による調査と訴訟進行が実効的

に行われておらず、責任者の認定と処罰に至っていないことをF臼司題とした。P司査義務は単

なる形式と1″てではなく真女でに履行されなければならず、「政府による効果的な其実の追

求なく被寄者もしくはその家族の発意又は彼らによる証拠の提供に依存した、私的な示H益

によって取られる措笹としてではなく、国家曲らの法的義務として行われなければならな

い」切。さらに、調査は実効的でなければならないのだから「相当の注意 (due dittgencc)

をもって1行われなければならず、「このことは、調査機関は、谷理的なlt月間内に、裁判を

行い結果を得るためのあらゆる必要な措置を取らなければならないことを含意する」
掛).

「裁判所は、人身保護 |ま 、その対象とされている人がすでに国家の管理下になく、他の個人

の管理下に引渡されている場合、又は人が失昧してから相当の期翻が経過している場合で

も、人の所在を
'光

t見 し又は人身の自由を害する状況が起こった状況を明確にするために、

効果的でありうると考える」
3つ
。「裁判所は、姉妹の央踪から経過した期間にもかかわらず、

法執イ予宮の広範な権嶼及び法執行官が要求する情報を提供する国家当局の義務からすれば、

もし関連の手続約措置が怠りなく (d辻唸endy)行われていれば、人身保護救済は、被書者

の所在を明確にしこの点でオll業な進歩をみるために効果的であり得たと考える。さらに、

赤+4卒及び姉妹の母親から提供された情報も、調査の対象となり得た」
30。
刑事手続にお

いては、検容官及び裁半じ官は算の4f為 ↓こついての調査に対して受動的な姿勢に終始し、被

害者の所在を明確にするために調査を指揮することをしなかった
30◇
結果として裁判所は、

本件における人身探護手続及び)Fい學手続はいずれも、被害者の身に起きた事件の解明及び

責任者の捜査・訴追において実効的なものになるようになりなく行われたとは言えないと

して、条約 1条 1項との関連において8条 1頂及び25条 の連反があったと認定した
3り。

2005年のモイワナ村事件判決では裁判所は、上述のセラノ室クルス痛赤事件判決をも振

32)S″ ,ィ z,ιοど,ι′t SA形,Gtt μ S,′ヮ,7(′ ち`∫udgmcnt Of I Mttch 2帥 5(MettS)、 at h中ツ/Wヽいv corteidれ or

cr/do、
‐s/casos/ArtiCu'os/seiec_120_in=pdtt pat4 61

33)rう′rιf′ p3ra 65

34)/1ジ瘤′para″ 9

35)/bπ ,pa確 86

36)ん″,paras 90コ 99

37)rヶた,paras 10B‐ 1()7 なお、本件で裁判所はさらに、璃事lィ」の調査の解怠のために被害をの所れが

分からず書しみ続けた†友害者のrrら 近魏者につ′ゝて、夕体的/J亀び精4中的尊鞍を尊重され′る権利並びに

拷問 虐待を受けない権利に関Bる 条約 5条の権利の侵害があつたとも認定した (,blど ,paras lll一
■5)。
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用しつつ、裁判所の管轄権の発生以前に生じたものであって管轄権発生後も継続している

「継続的又は恒久的な侵等Jについては、裁判所の時間的管轄が及ぶことを明言している。
スリナムが1987年 11月 12日 に米州人権条約の結約国となり米州人権裁判所の管鋳権を受け

入れる約 1年前の1986年 11月 29日 に起こったとされる、軍による村民少なくとも39名 の虐

殺、家屋の破壊及びその結果としての住民の強市B移住をめぐる事件で、裁判所はウィーン

条約法条約28条に言及しつつ、「この不遡及原則によれば、裁判所の管韓権の受講前に始

まりその受諸後も継統 している継統的又は恒久的な侵毎 (condnding and permanent

悦Olaio五)の場合には、裁判所は、管韓権受謝後に起きた作為及び不作為、並びにその効果
について検討する権限を有する」とした酪)。 虐殺が起こったとされているのは覧986年であ

るが、結果として、碧事日にとっては、調査し、かつ黄任者を訴追及び処罰する義務が発

生しており、これは「継続的性格」の米州人権条約達反である
費)。
「当事国の調査義務は、

スリナムが裁判所の管韓権を認めた日から始まって裁判所の評価を受けうるのであって、

条約 8条、25条及び 1条 1項に照ら1ンた訓査に関しての当事回の作為及び不作為の分析は、

本裁判所の管轄権内に入る」
Кモ)。
薦殺と家屋の破壊の結果、生き残った住民が移住を強い

られたとの主張についても、彼らが元の土地に戻れない状況は継続しており、よって裁判

所は当該事実及びその法約評価について審理する管轄権があるとした4)。 本件で裁瑠所は、

本案審理の結果、伝統的に住んできた土地からの強制マノ柱による継続的な権利侵喜として、

条約22条 (移動及例腎往の自由)及び加条 (財産権)を確保しなかった違反があったとし
たり。裁判所はまた、1986年 11月 29日 に発生した村民の超法的処刑について、1987年 11月

12日 に当事関が条約締約日となって以降に行つた調査が、条約 3粂及び25条の要求を満た

すものであったか否かについて検討し、調査における相ulの注意の欠如、霜による介入と

それによる調査の放葉、事態の解目月と責任者の処罰がないままでの長期間の経過に照らし
て、 8条及び25条の権利を確保しなかった連反があったとした4).
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人権保障のための積極釣義務としての手続的義務 (中 )

E 自由権規約委員会

普通的人権条約である白曲権規約の条約機関も、軍政下のラテンアメリカ諸国始め多数

の国における強制失踪や超法的処理の問題に直面じてきた。自由権規約委員会は、報告制

度において1982年に採択した生命権 (6条 )に関する一般的意見 6で、「締約目は……あま

りにも坂繁に発生し、あまりにもしばしば恣意的な生命の剤奪につながっている個人の失

際を防止するために、具体的かつ実効的な手き置を取るべきである。さらに国家は、生命権

の侵書がかかわりうる状況において行方イヽ明となっ́ている又十よ失除した人の学案を徹底的

に調査するための実効的な機関及び手続を設けるべきである1と した
4め
。また、拷闘・産

待を受けない権利 (7条 )に関する同年の一般的意見 7で も、大抵の日では拷間や虐待が

法的に禁上されているにもかかわらず発生しているのであるから、規約 2条 (権利「確保」

義務)と 7条 を合わせ読めば、国は何らかの監視機関を通じて実効的な保護を確保しなけ

ればならず、申立に対しては権限ある機関による調査、責任者の処鋤及び被客者の故済が

なされなければならないとした
40の 7条につき一売え的意見 7に録えって代わるものとして

1992年 に採択された一般的意見20で は、拷問や虐待の主張に対しては、効果的救済に関す

る2条 3頭 との結びつきにおいても、権眼ある機関による迅速かつ公平な
"」

査の義務があ

るとしている。「7条は規約 2条 3項 とともに読まれるべきである。…… 7条によって禁

じられる虐待に甘、lして申立を行う権不をは、国内法で認められなければならない。申立は、

効果的な救済がなされるように、権腺ある当局によって速やかにかつ公平に調査されなけ

ればならない」
46)。

コロンビア軍の要員によって連行され拷‖〕を受けた通報者、及び同様に進行されその後

遺体で発見されたその両親に関する個人通報事宍であるルビオ事件で委員会は1987年、殺

害者の身元を確認するための決定的な証拠は出されていないとしつつも、6条に関すると

述の一般的意見を援用し、本件の調査に関して当学国が提出した情報は現約 2染に照らし

て不十分であったとした
T)。 また、本件では過報者が拷間の責任者とされる年の要見の名

01と挙げていたにもかかわらず、導事目が十分な調査を行ったと言えず、詳細な情報を提

出しなかったことを問題とした。委員会によれば、事央の立証責任は通報をのみにかかる

44) Hurnぶ Fi RtC(hts CotrI餌 ,■ ee CcIぃ rai Coこね加●nt 6,VN Doc HR1/CEN/1/Pttv e cャ 。h ll parィ■4

45)Hunan R,■ hts COl】 ,Eitee,General Coコ Alcntク ,(チ N DOc HR1/GユIN/1/Rev 9● ちI(),parマ|,1

46)IIuman亀 宮htS COmmれ 9c、 Ceneral COmlment 20,ON rう。cH鷲/GEN/1/Rev 9 αol l),pよ ra,4
47)ヵっ?″れ つoυ泌 ▼t,/″し,々 貴ヶうfο υ じο′οン′?bケεI COnlmunicadon No 161/1983,Ⅵ ews adopted on 2
Nωrcmbor 1987.UN Doc CCPVC/OP/2,para 10 3

、ミl際法外交雑愁第112巻第4号

のではなく、特に、証拠に関してアクセスを有しているのが当事国のみである場合には、

基事園が調査の結果詳細な情報を提供しないのであれば、通報者の主張に相応の重要性が

与えられなければならない。「当事国が、感国及びその機関に対してなされた規約違反の

すべての主張につき、誠実に調査し、利用できる情報を委員会に提供する義務を負ってい

ることは、選択口養定書 4条 2項奄)に内在することである。虐待にえヽすして賛任があるとされ

る者め'通報者によって識別されているときは、当事圏はいかなる場合においても、その主

張の十分な調査を怠ってはならないJ19。 そして、当事国は連報者の両親の「失踪及びその

後の殺害を防止するため、並びに彼らの殺害の責任について効果的な調査を行うために適

切な措置を取らなかった」として6条の違反を認定し、また通報者が「拘禁中に拷F,日 と,こ

待を受けた」として7条及び10条 l項 (由 歯を奪われた人が入道的取扱いを受けるキを利)
の連反を認定した。本件では、通報者の両親の強制失昧と殺害について、 6粂の生命本驚か
ら防止義務及び調査義務が認められ、その不履行が認定される一方、通報者に対する拷

問・虐待については、当事回が過報者の主張を覆す情報を提出せず実質的にこれを争わな

かつたところに恭づいて事実認定を行い、拷問・虐待そのものについて7条追反が認定さ

れている。他方で、個人通報手続との関j瑾で、規約違反のすべての主張についで競実に調

査し、情報を提出する義務が第一燿択識定書 4条 2項に内在するものとされている部分は、

6条や 7条の問題に限らない個人通報手続との一般的な調査義務の指摘となっている。

人権侵客に対する恩赦をめく
｀
り、自曲権規約委員会も米州人権裁‖」Eガrと 同様、 7条に反

する労問や虐待に対し,思赦を与えることは、それらの行為を受けない権利を管轄下の人に

確保する義務 (2条 1項)及び、ワ条 3顕により速やかかつ公平な調査を行いまた再発を
防止する義務に反するとの見解を明らかにしている。「恩赦は一般に、拷F,1行為を調査し、

管轄内において拷間行為を受けない白曲を保障し、かつ拷闘行為が将来起こらないことを

確保する国家の義務に合致しナふヽぃっ団家は、賠償及び可能であれば十分なリハどリテー

ションを含む効果的な枚済を受けアづ権利を個人から傘ってはならない」
p)。
ウルグアイは

1973年から1985年 まで軍事政権下にあったが、民政復帰後の1986年、ウルグアイ議会は、

年政期に発生した算や警察による拷問・拘禁等の犯罪について司法による調査を停止する

ことを規定した失効法 (法 15,848サ 、Ley de Caducidad de la pretcnsibH Punidva dd

Estadっ )を制定した。1鋸3年に秘密警察によってイtわれた拷闘と拘禁につき、これにより

48):ξ曲権規約第 鷺択議定書4条 2頂は、個人煙報が提熊され委員会の注意を喚起された園は、6カ
爵以内に、当該事実について及び、当事国ア,・取っテ_ヽ救済帯悟があれば当該救済措置について群面で誂
〕ノJを委員会に提出することを規定している。

49)ん″,paras 10な ,106

50)HumAn tigh(令 COm4五 世ec,Gerie破 l COmment 20,sィ タ物 Hote 46.pっ ra 15
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数済が受けられなくなったことが申立てられたロドリゲス事件で、委員会は1994年、「委

ll会は、以前の政権による規約遠反を調査する義務はなvヽという当事目の主張に紺し、特

にそれが拷間のように深刻なオB罪を含んでいるときには、同意できない」う°とし、 7条に

関する上述の一波的意見を援用しつつ次のような見解を示した。「委員会はい̈ ―重大な人

権侵書に対する恩敷、及び法15,848号のような立法は、規約上の締約と玉aの義務に合欽 1´な

いことを再確認する。 一 この法の採択は、多くの事案において、過去の′、権健害に対す
る調査の可能性を実質的に排除し、それによって、過去の人獲侵害の被害者に効果的な救

済を与える璃寧圃の責任を履行することを妨げている……、 さらに……この法を採択する

ことによって竜事国は、民主的秩序を損ないさらなる重大な人権償害を,Iき 起こしうる不

処前の環境を作ることに手を貸している ……lSゆ。このように述べて委員会は、軍事政権

下で行われた犯罪がその後の政権によって免責され、拷間のように重大な人権侵害に対し

て調査を行い被害者に効果的救済を与える義務が履行されていないことについて、規約 2

条 3項 と結びついた7条の連反を認定したのである碑)。 委員会はまたこの問違で、重大な

人権侵事に対して恩蔵を与える法をと1定することによって、当事国において「不処罰の環

境」が作られていること、すなわち再発防止措置を取るべき国の義務に逆行していること

も指摘している。こうして委員会は、通報者は2条 3坂に基づき効果的な救済を受ける権

利を有しているとし、当事国とこ対し、事案に対する公的な調―査、通報者に対する道切な艦

儀、及び同様の連反が将来起こらないことを確保するための効果的な措置をヨえることを要

請したるりφ

白曲権況約委員会は酌0・
`年

に採択した一波的意見31「規約の締約圏に課された一脱的義

務の性格」において、規約上の権利の侵害の主張に対 1夕で締約国が調査を怠ることは、 2

条3項に照らし「それ自体、規約の別個の違反を生じうるJ50と してぃる。そ止ノて、調査

の結果、規約二の権利の侵害が瞬らかになった場合には、締約回は、責任ある者が裁判に

かけられることを確保しなければならない。「調査を怠ることと同様、そのような権利優

害を行った者を裁判にかけることを怠ることも、それ自体、規約の別個の違反を盛じう

る」S°。これらの義務は、特に、拷問及び虐待 (?条 )、 恣意的殺害 (6条 )、 強制失際 (7

51) 工転 っ /ギp″つメ″″P/, ♭ 拗⊆fr,ノ I COninlt」 nicΔぶon N(, 322/1983,Views adopted oれ  19J壇 :y1994,【
'NDoじ CCPR/C/OP/5,para 12 3

52)乃潔,para 12 4
53)力 l`J′ para 13

54' 加″,para 14

55)Hぃ man ttghts Cornmidec,General COmttent 31,UNつoc H超 /GおN/1/Rcv 9(VoLり l para 14
56)め肥′para 18

38(636)
(637)39

国際法外交雑誌姑112巻第4号

条・9条、及び多くの場合 6条)の ように、国内法又は国際法上犯罪とされている権利侵
害の場合に生じ、これらの権利侵害を不処罰とすることは、その再発を招く重要な要因と
なる6の。また、2条 3項は締約国ほ難しく現約上の権利が侵害された個人に対して補償を
行うことを要本し、その内容は、原状 F揮4復、賠償、リハビリテーション、公的謝罪や公的
記念碑のような綺足 (satisゑciOn)の措置、再発防止の保証、関連の法及び陵行の変更、並
びに、人権復審の実行者を裁判にかけることを含みうるとしたSD。

前述のロドリゲス事件で、過去に宰事政権下で行われた拷問等の人権侵春の調査 処罰
を怠ったことで規約 2条 3項 と結びついた7条の連反を認定されたゥルグァィの場合、黛
事政権期tiすでに規約及び第 選ヽ択口羨定書を批准しており、両条約は1976年 3月 23Bほ 同
国について効力を発生してぃた。他方で、当事国について規約及び第一選択議定書が発効
する前に発生した人権侵害それ自体について委員会は憲理する時間的管轄権を有しないも
のの、発効後にも規約 との権利の侵等が継続しているものについでは、通報の受理は時間
的管轄によって排除されないや)。「継続する遠戸又 (COninuinP viOladon)と は、当事lklに よ
る前の違反を、行為又は明,雀な合意によって (け act or by dear imphcadon)、 選択説定善
の発効後に確認したものと解釈される!∞

)。 このような「継続的違反 (侵害)」 の考え方に
沿って委員会は、殺害や拷問等それ自体は当事団について規約と譲定書が発効する前に起
こつていても、それに対する調査及び処罰を国が念っていることにより況約上の権利が影
響を受けている場合 ,こは、通報を受理し本案審査を行っている。1987年にクーデターで暗
殺されたブルキナファソ大統領の事件に関する調査及び実行者訴追・処罰の解怠、並びに
死亡証鴨書の偽造をめぐってせ族が通報を行ったサンカラ事件では、委員会は、当該事件
自体は当事国が選択議定書を批准した1999年 4月 4日 より前に発生してぃるにもかかわら
ず、継続的違反の法}整に従って通報を受理する時Fロロ的管轄権を認めた。「通報者の提供し
た情報によれば、調査を行い罪のある警を訴追することを怠ることから生ずると主張され
ている違反が、訴訟手続が今Hま で終了していないために規約及び選択議定書の発効後も
通報者らに影響を与えている限りにおいて、委員会は、本通穀のこの側面は時間酌省轄上
受理できると考える」

a)。
そして、本案審理の結果、遺族は本人の死亡の状況を知る権利が

57)乃 ,デ
58)rl′ |■ ,pD郡 16

59〉 正 f″″ス κカノ?ケ μ″をコ,v,communicatiOD No 5彦 0/1992.Decisions On aSmissibility adopted on
7 Apii 19餌 .モlN Doc ccPR/C/50/0/320/1鴻2,px■ 64
60)乃″

61)lラrFι万,,″ 税″々p,`ι セサ。たコ,れ
`加
,′′α′r′s,,communに atlon No ll脅 /2003,Vtews adOpted。■96

March 2006,t)N DOc ccPR/C/86/D/R159/2003.para 63



人権保障のための積枢的義務としての手続的義務 (申 )

あるところ、当局が調査を行わずまた自然死だとする死亡証明書を訂正してもいないこと

によって雄族に精神的普痛を与え、7粂に反する非人道的取扱いをしたと認定した
。かほ

か、国内裁判llFの手続における種々の岬怠や違廷によって14条 上項 (公正な裁キJを受ける

権利)の違反も認定した。3｀。

Ⅲ ヨーロッパ人権裁判所

ヨーロッパ入l警裁判所では、米
'11人

権裁判所や陶南権規約委員会にイ1託されているよう

な悪質な人権侵害の事案は従来少なかったが、締約回 (な いし裁判所の管草き権を受諸する

国)60の増加に伴い状況が変わり始め、1990年代に人り、政府要員の関与が主張されてい

る強制失昧や拷間、な意的殺害等の事実において、2条 (生命オ花)や 3条 (拷問・虐待を

受けない権利)に基づく当事国の調査義務を明らかにする判決がイロ次いでいる。また、裁

判所によれば、2条や 3条の権利の基本的性格は、と3条によって要求される効果的救済の

内容にも影響する。すなわち、ヨーロッパ人権条約止最も基本的な権利の一つである生命

権や拷関・虐待を攪けない権利の侵書が、それも特に国家機関によって行われたとの主張

がある場合には、13条に基づき、責任者の認定及び処罰をもたらしかつ、調査手続に対す

る申立人の実効的なアクセスを合む徹底的かつ実効的な調査が必要とされている。

1988年に英領ジブラルタルでイギリスの腔革 l、子殊部隊によって射般されたIRA(ア イル

ランド共和lil軍暫定派)こ作員の遼族が中立てたマッカン事件大法廷判決で、裁判所は、

生命の剥奪が条絡 2条 2項の定める通リー定のF的のために「絶対に必要な力の行使の結

果Jであったか否かにつき、意囲的に致死的な力が使用された場合には、実際に力を行校

した政府要員の行為だけでなく、その計画や統制を含むあらゆる周辺状況をも考慮してき

わめては■に審査しなければならないとする6p。 そして、2条に基づき生命権を保護する

国際海外交雑誌第112巻第4号

義務から、意図的な致死力の行使がとりわけ政府要員によって行われたと主張されている

場合には、当事国に,ま実効的な公的調査の義務があるとした。「2条の下で′歳命権を保護
する義務は、 1条の 子その管轄内にあるすべての人に対して……権利及び自由を保障す
る』という締約μエヨの一般的漆義務との結びつきにおいて、復人が力の行使の結果として、

とりわけ政府要員によって殺害された場合には、何らかの実効的な会的調査があるべきこ

とを要求1る と解される

'。

c

2条の手続的要請としての調査義滲についてのこのような理解をもとに、裁辛ビ所は1990

年代後半以降のトルコの治安郎隊による恣意的殺字の主張をめぐる詣事案では、調査義務
の違反の点で 2条違反を認定しているW'◇ ヵャ事件で裁判所は、「条約 2条に含まれ文t周

家機関すfよ るな意的殺等の一般的な法的禁止は、国家当局による致死的な力の使用の合法

性を審査する手続がなければ、実際上、非実効的なものとなる」ことを想起し、マッカン

事件判決に言及しつつ、「条約 2条にlttl在する、生命権の手続的な保護は、国家機関の行動
を、用いられた力が特定の状況卜において正当イとされたのか否かの決定に至りうる何らか

の形態の独立した公的調査に付すことによって、回家機関による孜死的な力の行使の責任

を確保するものである」とする6ら)。 しかるに裁判所は、本件では、当事圃の検察官が死亡

した者をPKK(ク ルド労働者党)のテ凹リストと断定し、軍部の説明をそのまま受け入れ
るのみで、独立の捜査官として証例を収集し事件の検証を行う措置を取っていないことか

ら、 2粂に基づく調査義務が履行されていないと判指Fした。 トルコ荷京都の治安状況の悪
さがあるとしても、「暴力的な軍事街央の褒廷や死亡事件の頻繁な発生のいずれも、治安

部隊がかかわっている衝突から生じた死亡について実効的かつ独立の調査が行われること

を確保する2条の義務を除外するものではなく、本件のように死亡状況が多くの点で不明
看やな場合にはなおさらそうである」

m)。
裁判所はこのように述べて、治安部隊が闘与して

いる死亡事件について恙局が実効的な調査を行わなかったことをもって、 2条の違反が

あつたと認定したのである。

66) lli乏 ,para 161 このように込べて裁判所 4は 、射殺 した特殊部隊隊員の行為 自体は、隊」常ミは燥 ;工 に
よる4命の喪央を防 ぐために容疑者を撃つことが必要であると真離にイ,絶宿 していたことから 2条達反

者稼射撃急民主的社肇化獣 7隷 暫 銚 鞘 辮 蒜 と宅I弩協色 嫉 ξF夏ち奮愚

f縄殺蹴 栃判締陥 隷F詔
射殺―～"利測戸波江ヨ揃

ム争″▼■ 7予脱り,Judgnacnt Of 19 Ftbr嘲 a呼 1998,paras 86～ 87
わィrI′ par▲ 91

67)

|
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|

|

紳
ど

「
62)

63)

64)

乃了r″f′ para t2 2

/′
,デど,paras 12 5■ 26

ヨーロッパ人′f作条約では、今戦終結後の第二議定著 (1994年 )に よる改中に伴い、同識定書が発効
した1998年 ll」 豊日以 l14は、全締約国にとってlttl人 ,自報事案及び国家通報半末の審

'単

を合むヨーロッ

パ人権裁判所の管靴柏の受 r・ は義務的 となっている。 lしわ方で、 トル _イ のように1950年 十tからイハ狂約締約
国であ りなが ら1990年 代にな って裁判所の管轄権を受講 した国 もあ り (ト ル _‐ は、19s7年 二月雰 書に

ヨーロッパ人権委員会の個 人麺 =~里貴理棉限を貴け入れ、1990年 1月 22Bに J表判所の管轄穂 を受諮 し
た,、 特に トルコについては、治安部隊による組織的な人権侵害を含む患質な事葉が裁判所に多ナケ付

ぃ毛されている。なお、1998年 1月 11爆 に裁 |」所の省轄権受入れが義務的となったことにf半い、個人 ,芭

報に関する裁芋L所の管轄権は、と該国が個人通報制度を受話 した日から及ぶと解 されている 1.

'′

Ft^Gク ,ι″ l′ ′l`ザ Oιんゼハ υ 7坊 t y″″?`lkゼ ,1守Yっ♂′,」 udg.ment of 27 Septealber 1995(Crand Chamberl,

para 150
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人権保障のための概極的義務としての手続的義務 (申 )

同様にトルコ治安都隊によるテロ対策活動が関係するアクソイ事件では、裁判所は、申

立人が拘禁中に受けた虐待 (palesinね れhangingと 呼ばれ、裸にされ日隠しされた状態で、

背中の後ろで縛られた両腕で吊り下げられるもの)を 、その苦痛の激しさ及びその後も続

く両腕の麻痺状態から、「拷間と言えるほど重大で残虐な性質」のものとして実質的に拷

聞と認めた
鉤)。 そして本件では、拷門の事件については、効果的紋済に関する13条 に関し

て、拷問等禁止条約12条が定めているような調査義務があることを初めて判示した。「条

約 3条に基づいて保護されている権利の性格は、13条にとっても意味をもつ。拷聞茶上の

根本的な重要性、及び特に拷問被害者の弱い立場を考慮すれば、13条 は、国内制疫の下で

利用可能な他の救済手段を害することなく、拷P口耳の事件について徹底的かつ実効的な調査

を遂行する義予方を爾家に課しているっよって、メl湖人が隠家の公務良によって拷問されたと

いう、主張しうる申立 (ar^了uable d五 m)a)を 有している場合、13粂の『効果的な故済』の

概念は、適当な場合における員ど償の文払いに加えて、責任者の認定及び処罰につながり、

及び調査手続に対する中立人の実効的なアクセスを含む、徹鷹捕かつ実効的な調査を伴う。

確かに、とヨーロッパ人権]条約には、1984年の回違拷問等禁止条約12条 にあるような、拷

闇行為が行われたと信ずるに足る令理的な理由がある場合の「迅速かつ公平な酎調イ軍ヽの義

務を課した明文の規定は存在しない。しかし、裁判所の見解では、こうした要求は13条 に

基づく『効果的な救済』の概念に内在している」り。裁判所はこのように述べて、拷問のエ

張に澤チ1し て当事国が実効的な銹査を行わなかったことについて、効果的な紋済を否定した

として13条の違反を認定したのである。

前述したカヤ事件では、アクソイ判決で打ち出された13条解釈をふまえ、13条の違反も

認定されているが、2条の手続約要求と、13粂¢)効果的救済の要求を比べると、後者は違

切な場合の賠償支払い等に加え、調査について言えば調査手統への被害者親族の実効とtな

参れを含む徹底白tかつ完勅的な調査、という幅広い肘程をもつものであることも明らかに

されている。「本件で当局が侵等したと主張されている権私の性格、すなわち条約体常!に

おいて最も基本的な権利の一つであるという性格は、彼害者の親族のために保障されなけ

ればならない救済の性格にとって 意ヽ味をもたなければならない。持に、鵜族が、被害者

勢ゞ磁家機関によつて違法に殺害されたという、主張しうる申立を行つている場合には、13

条の目的からする効果的な数済のlPを念は、適切な場合の賠償の支払いに加えて、責任者イ)

70)4たドリ ,偽′/Pり,Judttment ol 18 Dece【 nber i鉤6,para 64

71)「謡誇可能な主張」とも訳される。申立をが、人権侵客があったことを示す 〉よの く,ガ′,l,力 r,ρ l i
張を提出していることを指す。

72)獄 lゼsリ フク協独り,s″ク,rl冷じtC 70,para 98

凰峰法外交雑誌第■2巻第壌号

認定及び処罰につながり及び、調査手続への平売族の実効的な参みEを含む、徹底的かつ実効

的な調査を伴う……。これらの条件からみると、13条の要求は、 2条の下で実効的調査を

行うという締約国の手続的義務よりも広い」
内
'9

アクソイ事件では、夢丈判所は拷問による3条連反を認めたものの、調査義務については
13条から引き出し、 2条の生命権のドで認められているように実体メ免定たる3条に藤づく
義務とはしていなかった雅)。 しかし裁判所はその後の事来では、 3条に反する虐待そのも
のについて当事国営憲の関与が立証されない場合でも、実効的な公的調査が行われていな
いことそのものを8条違反と認定し、 2条の解釈とより統一的な解釈をとるに至っているっ
アセノフ事件で裁判所は、「個人が、脅察又はその他の国家機関によって、違法にかつ条約
3条に違反して深刻な虐待を貴けたとぃう、主張しうる申立を提起と,ている場合には、 3
条の規定は、「その管草き内にあるすべての人に、条約に定められた権利及び自lなを保障す
る』とした条約 1条に基づく国家の一般的義務と合わせ読めば、その合意によって、実効
的な公的調査が行われるべきことを要求する」とし、「この調査は、2条に基づくものと,司
様、貸行者の認定及び処罰につながりうるものであるべきである」としたあ)。「そうでなけ
れば、拷問並びに非人道的な及び品位を傷つける取扱い及び刑罰の一般的な法約禁止は、

その基本的重要,生……にもかかわらず、実際上非実動的なものとなり、場合によっては、

藤1家機関が、その管理下にある者を事実上不処罰のままに慮待することが可能となるであ
ろう∬

76)。

ゴミ処理場におけるガス爆発によって住民が多数死亡した事故をめぐる2()04年のウネリ
ルディス事件大法廷判決は、 2条の「実体的側面」すなわち「危険な活動の結果としての
生命権侵害の防よに関する言な原則Jと 、「手続的側面」すなわち「府〔命権の侵害が主張され
る事件において要承される司法的対応に関する諸原ヌJ」 について次のように定式化してい

る。前者は、「生命を保護するためにあらゆる適切な措置を取るという積極的義務」として、
「生命権への脅成に対する実効約な抑止を提供することを目的とした立法上及びイ,政上の

枠組みをおく」義務を主な内容とするη
'。
後者は、十溶在的に国家の責任を生じさせるよう
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∫＼↑花保陸のための積極的義務としての手続的義務 (中 )

な状況で人命が失われた場合には ……用いうるあらゆる手段によって、生命権を保護する

ために定められメ'立法止及rバ行政との枠組みが道切に実施され、かつこの権利のいかなる

侵害も缶」裁を受け処罰されるよう、司法上kはその他の十分な対応を確保する義務」
“
)で

ある。「 2姿によって要求される司法常J度は、実効性に関して一定の最低限の基準を満た

した独立かつ公平な公皓訓査の手続を提供するものでなければならず、かつ、危険な活動

の結果として人命が失われたときには、そのことがもし前全の結果正当化されればその限

りにおいて、刑事処罰を確保できるものでなければならない」
79。

裁判所は2∞9年のシリー事件大法廷キ導決においては、関連の国際法及び慣行として、条

約義務のイく,ⅢH及に閉するウィーン条約法粂約28条、磨I際違法行為に対する国家責任に関す

る国連同際法委員会条文 (1と怠国家賞任条文)草集の13・ 14条 3° のほか、調査義務に関す

る自由権規約委員会や米)｀ド人権裁判所の先例法・判,1法 に雷及した後、出らの判例法をも

お、まえつつ、 2条から生じる手続的義務は「別価の日律的な義務」であり、被害者の死亡

がクリアィカ,レ デートの前に起こっている場合であっても2条から生じる、「切り雛せ
る義務」であることに踏み込んだ。申立人は、お、子が医療過諜により死亡したことに対す

る責任迫及のための司法手続が不十分であるとと́て条約追反を申立でていたが、,ヒ亡朦織

1"3年 5月 19日 であり、ヨーロッパ人権裁判所の管轄権を合め菖-1'ノ パ人権条約が著事

園スロベエアについて発効したの|よ 1994年 6月 23Hであつた。「裁判所は一質して、 2条

に基づく手続的義務を、実体的義務の連守の問題とは別に検討し、連切な場合にはその点

に関して別/麟の遠反を認定してきた」
観)。「この背景に照らし裁判所 tよ 、 2条に基づき実効

的な調査を遂行する手続的義務 tま ,別個の白律的な義務 (scxrate and ttto■ ombus duけ )

に発展したと結論する。それは、 2条の実体的側ヨ1に関する行為が引き金となるとはいえ、

ブレチッチ判決の意味における別個の独立した『干渉 (lliterfぐ、rencc)Bト
ソlの認定をもたら

78)blそ″,para 91

79)/1i l′ザ,para 94「 当局が、生じうる結果を十分に理解しながら、与えら才Iん植限を無攪Lて、危険

な活動に内在する危険をと,す るために必要かつ十分な措縫を取らなかったことにおいて、関連の同家

公務晏又は国家機14に帰せられる大a怠が、判断の誤ウや不注意を滋えるものであると認定される場合

には  、生命を危険にさらしたことに対し贅イキを魚う者が刑事上の罪に問われておらず又lよ訴進さ
れていないという事実は、個人が自分の発意で行使しうる他のタイプの救済措置にかかわら■

ド
、2条

の追反にあたりうる」 (,わ才ど,para 98)。

80' 13粂 は「回の行為イま、行為がなじるととにその電が関連する義務に拘束されているのでなければ、

団際義なの遭掟を構成しない」とした条文であるぅ但し、14先は2項で、 継統的性質を有する予lの行
為 (細 acl of a state ha■ ng a cOnhnuint l【 aracter)Jは 、その行為が継続しかつ

`ュ

l際義務を 致しな
い状態が統くすべての用F]に 及ぶ|と している。

51)゛
"カ

フ引οフ¢′
`力
、Juagれ acr!tっ子9 Apl1 2o09(C)r、Rnd Chambcr).para 158

82)ブ レチッチ事件卜l決にまれば、「チ比料所の時間的袴総F4は、主張される干渉 (hによ】rencc)を構成グ

国際法外交雑誌第112巻妨4号

しうる・… 。この意味でそれは、死亡事件がクリティカル・デートの前に発生した場合で

も、2条かられじ当事国を拘束しうる、切り離せる義務 (detacllable obよ ga柱。■)であると
考えられる Pゆ◆佃と″、法的安定性の原則に照らし、2条の下での手続的義務の連守にF共]す
る裁半1所の時間的管轄権は無F良定ではない。第 1に、死亡事件がクリティカル・デートの

前に発生してぃる場合には、その後l‐生じた作為及び//又は不作為のみが裁判所の時間的
管轄格内に入りうる。第2に、 2条により課される手続的義務が有効なものとなるために
は、死亡事件と、当事 F王」Iに囲するヨーロッパ人権条約の効力発生との間に、東正な連関
(gcndne POnnechOn)がなければならない。かくして、死亡事件に対する′メ効果的な調査の
みならず、死せ原因湊定のための適切な手続の開始及び賓任者の資佳追及を含め、本条か
ら要求される手続的残務の重要な部分 (a_、 lgniicant propOrion)|ま 、クリティカル・デー

トの後に行われているべきということになる駐)。 本件の場合、死亡事件は当事国について

条約が発効するわずか 1年前に起こったものであり、予備的な調査を除けばすべての刑事
及び民事手続は発効 Fキ 後に開始され行われている89。 裁判所は、生命権や身体保全の権利

＼、 する學実上の関連において決定さ,1´る。匙該干渉を走 1三するためのその後の救済の解怠は、残判所の
跡問的管轄↑草内 JudIIェ le,t of 8 Marcれ 2006(Crand Cilambcrl p角 瑠
77)。 J同事件は、公皆住宅の賃特独の終丁による員オ産権等の侵各が主張された事案である。国内手続
として、歳葛敷辛」所が申立人敷訴の判lttrを 下したのが1996年 2月 15日 、憲法裁判所が訴えを葉却と́た
のが1999年 ■月8憎 であり、当申国について条約が発劫したのはこの間の199字年■月 5日 であった。
ヨーロッパ た権裁判所人族廷は、1文 |」 判決が録と判力を生じ中立人が貸l古推を失ったのは齊、高裁判決に

に入 らない (BFπを っ 6φα′ヶを,

よつてであるから、主張

つて、ヨ‐ロッパ人権裁判〃iの時FgttVヽ｀管轄外にあるとした。また、賃借権の終了は騨時的
行為であヮて、継続的な権利優害ではないとした (1うれ,I´ヽaras 84 02)。
他方でヨーロツ′ヽ人推裁判所は、財産振役等の主張をめぐる苧案でも、当事国自らに帰しうる違法
行 為 アクセスが継続的に否定されている場合には、財産権の「継統的侵害」を認め

よる1974年の北■プロス侵攻及びそれに続く古領によって自身が所有する土地へ

fb,lゼ 〉pala 163

/ナテと,para 165

のアクセスが縦統的に不能になったことが中立てられたロイズィドゥ事件で裁判所は、 トルコがョー
ロッパ人権委員会による個人通報受″工甲〕塩眼及びコーtVッパ裁判所の管輸機を受講 (″ た際にそれぞれ行
した時f,,｀ 寄(υ ttl限 (委員会と裁ヤ」所が率理できる事案は、 トルコの費諸宜言寄託日以下こえに生じた。日,実に

'路

Чするものであるとする)に基づく先漢的抗弁を本案に併合して審理した。その結果、「北■プロスト
ルコ共和l上](TRNC)」 の建嗣は安保理決譴伴によっても国際的に認められておらず、まってTRr、Tc煮
法の下で行われた財盛票Jttti tかかゎらず申立人は土地の合法な所有葛であるとした、たで (と,ヵ崩解T力茂ρv′ Judgmcnt OF 18じ cccttbcr i"6(M麒 ■o(Gttnd Cha鰤 beo,paras 39-47)、 申立人が財厳ヘイ′ジアクセスを継続的に′】ヽ定されていることを、財産を平和的に享有する権利 (第 1識定書 l条)の継
続特侵害と認定した (ゎ歳ザ,pぉ r(れ、48-64)っ 本件については前巨I直 子「管轄′橘・受講t言に付された制限
の有効性に関する解秋―ロィズィドゥャJ決 (先決的抗弁)」 戸波ほか 子前掲書p(注67)101頁 も参nF。
,F洸 , sFっ P?2カ ,`″,知 nOtc 81,para 159

される「干渉すとなったのは最高裁判決であり、まってクリティカル デー

(643)45
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人権保l=のための積極的義務としての手続的義務 (申Ⅲ

の侵客が意図的に生じたものでない場合には、 2条によって課される手続的義務は必ずし

も刑事法上の救済の提供を要求するわけではないが、迅速に事案が検討される実効的なも

のでなければならないとした上で861、 本件では刑事手続が中断されかつ、民事責任を碑ぅ

ための訴訟手続も13年たってまだ係属中であること等から、国内当局は中立人の息子の死

亡事件をめぐる請求について条約2条から要求される注意の水準 (19、ィc10r du攣無e)を

もって扱うことを怠り、手続的側面において2条違反があつたと判断した伊)。

同じく始∞年、 トルコ算が19密年に北キプロスに優攻した際に行方不明になったギリ
シヤ系キプロス人9名に関してトルコと文府が調査を怠っているとしてその親族から条約連

反が準立てられたヴァルナヴァ事件8Dで大法廷は、まず、1974年の事件それ自体は裁判所

の時間約管峰外であり、1987年 1月 28臣 (当事国の個人通報制度受諸固)以降の作為又は

不作為が検討対象であるとする80。 そして、プレチッチ守十件等を援用して時間的答鶉権を

争った当事国の主張に対し、本作は実効的調査という2条の手続的義務それ自体が主張さ

れているものであること'0、 及び、突餘という継続的性格の人権侵書が問題となっている

ことを述べてこれを退けた。裁辛u所は、米州1人権裁判所及び白苗権班約委員会も、失瞭が

条約機関の管轄権受諸の前に発生している場合でも手続附側面において同様の手法をとっ

ていることに言及しつつ、次のように述べる。「失除は、情報がなく又は意図的な情報の隠

匿すらなされる不明確かつ責任の所在が不明な状況力Ч匹続することを特徴とする、時別な

現象である。一 従って、失除は単に『ДH時的鶴な行為又は畠来事とは言えない。一Ⅲ…
よって、手続的義務は、潜在的には、その人の結末が明らかにされない限り続く。必要な

調査を行わないという糾続的な岬怠は、継続的な違反とみなされる」侃)。

国内救済完了後かつ最終的な決定がなされたHか ら6カ 月以内の事来のみ受理できると

いう受理可能性要件により、央除した被寄者の貌族がどの時点で申立を行えば不当な連延

とならないかという点についても、裁斑所は本件で、強制失際にFく 連する国際文歯」を考慮

に入オηフつつ、失際という継続的状況に関するその適用について重要な判示を行っている。

【号9)

90)

91)

′わ認,paras l銘～195

乃 ?ィ了,弾ras 197-211

1餌4年のトルコの北キプロス侵攻及びその後のキプロスの分L千に伴う練々な人権侵害は、トルコを
不F手取ったキプロスによる4件の回察間申立の主態にもなっている。4件自の国家闘申立事案におけ
る2∞1年の大法廷判決で1よ、今方不明のギリシャ系キプロス人にF凋する実効的な翻貨ヽを怠ったことに
ついて2条の「継統的違反Jが認定されておりに抑曜s,7協加窃」uttment Of loヽ ′lP,2001,pttra 136)、
2条の手続的義務をめぐるヴァルナヴァ事件判決の判示 (後述)で もこの判示が想耳己されているっ
Й寃物rを″2,,lイ r'脱 7″dヶ 9″独りち」udgnient OF 19駐 pte荘Iber'0" (Grand chambcr',para 134

rl,角,,paras 136 137

/bゼど,pras H7-148

箭

８７

器
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強制失踪からのすべての者の保護に開する国際条約 (強席l失腺条約)は、強衛,l失腺につい

てのlttl」事手続の時効期闘は、長期間でありかつこの犯罪の極度の重大性と均衡のとれたも

のであることと明記している (8条 1翼 a》 。また、国際刑事裁判所規荘は、同裁判所の管

轄権内の犯罪は出訴薪限の対象とならないとして (29条 )、 強制失昧を含む人道に対する

罪 (7条)について一切の時効を認めていない。「このようなをE罪の実行者については事件

後多くの年数が経過した後も訴追可能であるべきであるというコンセンサスがあることを

念顕におき、裁判所は、央除の重大な性格は、親族に期待される迅速さの基準は、[ヨ ー

ロッパ人権]条約の保護の文脈においで、あまり厳格なものとされることはできない」O分の
こうして本案の検計に入った裁判所は、国家の排他的な支配下にある地域で人が負傷、

死亡又は失踪しておりかつ当該国家が関与したという一見した (少万塑αアrrじ力)証拠がある

場合には、当局のみが事実の全体ないし大部分を知っているのであるから立証責任は当事

l■1政府にあるとしたとで勢)、 当事国が具体的な説明を行つていないことから、被害者らの

失踪 t表当事目の専事活動の際に発生したと事実認姓した餌)。「従って、2条は、本件で行方

不明となっている者の所在と結来を明らかにする継続的な義務を課す」銹
)。「そのような調

査の気要な目的は、生命権を保護する国内法の実効的な実施を確保しかつ、国家機関が関

与している事案では、その責任の下で発生した死亡に対する責任を確保することである。

……Ⅲ独立であり、被害者の家族にとってアクセス可能であり、合理的な迅速さをもって遂

行されかつ謝オ五`もしくはその結果についての十分な公的精査があることに加え、,潟査は、

死亡が意図的に引き起こされたものか否かの認定、またそうである手場合には責任者の確定

及び処罰に至りうるという意味で実効的なものでなければならない」
皓)。 裁判所はこのよ

うに述べ、実務的な調査の憚なについて2条遺反を認定した
")。 さらに、長期間の調査の

92)rl,,ど ,Pょra 163_ lllし 、貌族の側で、いかなる調査も行われていないかもしくは調査が差実効1的な
ものとなつたことを知り又は知っているべきであったとみなされ、申立に過度な遇廷があった場合に
は、章立ィま不受理とされることがありうる (bオ ,para 165)。 本件では、申立人は、通常の調査手続
が科用できない闘際粉争下で19駅)年代まで政府と翻連失除者委員会による調査結果を待つていたが、
19∞年末までにはこれらが現実的にいかなる進lュtも期待できないと判明したとみられ、申立人が裁半J
所に提訴したのは19鉛年 1月 であったことから、合理的な迅速さをもて〕て中立を行つたと判鶴「された
(lわ売上,paras 167 170)。

93)ん ,`l,pA驚 184
94)rナυη

`l,parkュ
186

95)崩でど なお裁判所はこれに先立ち、 2条は可能な限り国際人道法を合む国際法の一般原則に照ら1´
(解釈されねばならないとし、国際的武力紛争下にある地域でもヨーロッパ人権条約締約図は敵対行
為にかかわらない者の生命を保護,る 義務を魚うことを確認している (力 P`ど ,para二 85)。
96)rl,,F′ ′p2ね 191

97)rl,た ,Pttrを 194

(646)47



人権l昇障のための積極的義お
‐
井としての手続的義務 (中 )

瞬なにより申立人らが被った精神的苦痛について3条連反々認めたほか
銘)、 9名 のうち、

トルコ軍に拘束されていることが∃撃されて以降失除している2名について、身体の自由

と安全についでの控オどに関する5条から要求される調査を怠っており、 5条の継続的違反
があつたとした99D

Ⅳ 生命権、拷問 ,虐待を受けない権利、人身の自由の保障の
手続的義務としての調査歳務一 人権条約機関の先例・判例法理の
ナロ互醸成 (crOssttrtnization)的 発展

目際読務の継続的な連反ないし継続的な国際連法行為という概念は、日際司法裁判

所
Юωや仲裁裁判所の判決

1∝)に もみられ、それらの先例や学説をふまえてILC国 家黄任粂

文14条 に盛り込まれているが、同条のコメンタリーで述べられているように、違法行為が

完了しているか継続的1■格のものであるかは、一次的義務及び個別事集の状況により、そ

`'D区
別は相対的なものとされるW)。 「ある行為は、単にその効果又は結果が時間的に伸び

ているゆえに継統的性格をもつわけではない。違法行為それ自体が、継続するのでなけれ

ばならない」
1∝)と される一方で、例えば、財産の収用が完了した行為であるか継続的行為

であるかは、コメンタリーも言及しているように、事案によって単u監Tが異なりうる
Юゆ。継

続的違反の存在についての半じ断にこのようにある程度の相対性があることは、クリテイカ

ル デートより前の行為に開連する条約違反の認定をめぐって論点となりうる螂)。

９８

９９

∞

０ｌ

　

　

　

υ

/br`比 paras 2(X)-2磁

′′,,ど ,para 208

0η

'`¢

(ザ G′♂賂 1)ヵ rrl′″α,アでク″F●η§″′4/dr,ァデ加角れ陶″,′}'/1争″ゼ″と,上て,ん 砂々ο為 ア9詔′p37.騨ra 80
働s?どοttθ″れを ,ん oどιフア?・′ηに うむ聴宅9″ N?″ 力αイ″″ど,ヵど,懃″ιιどヵび?ォィlど

'l,F′
カゼ
'″

サθ′pttrrどすο″った

とψク
'ど

r′ l・ο′げど″υ電″ψ″z?″ザS εο″rιιιど″ο″9デ′ィl)'98δ う2を (′珍?々 とl′ヮr″ο δlrど ?sοロィ
`少

力frЙ /とι
`rι

?″ !ィ,″ fど

ργイ
'か

1'夕

'。
Ⅲ々ケ′,ど ヵ,,,lrヵηぇ,加わっ″ T1/α′ヵ,″ 財″ケ,,UN電ハロヽ v。l XX(Saies No ■/F93V3)、 p 264,

para 101

Drat anicles on Responsibttit,.Of States ttr lntet4■ 苫OnaIけ WfongFu:メ【ts 前h cOmmentaries,

2001.at h■ p「//untrcぉサun。昭/置c/rex、 /instmments/eiglish/coI!,mcnta工 cs/9_6 2001 pdt Ardclc 14

para6 4-5

rD'″ ,para 6

コメンタリーは、1文輌が法的手続によって行われた結果、財産
'率

が移転とッた場合には、収井l,は「完

了した行為Jになるであろうが、事実上のないし rし,のび守る (creept■ ど)」 】又用の場合には異なりう
るし、また例外的に、ロイズィドゥ事件ヨーロッパ人権貌+」所判決のように、収ナ月の根拠 l_■自体の合

法性が認められず、よって収用による所有権の否定が「経続造1追法行為」とされることもあるとして
いる (わとで,partn 4)。

前田直予「国際義務の r雑続的侵等1概念―一手続的義務にかかた)時間的警イとについての ‐考察」
陳 女法学』第1予 (2011年 )220-225耳 を参照。

103)

104)

105)

48(駐 6)
(647)  49
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他方で、本稿での検討から明らかになるのは、米猟人権裁半‖所、自由権規約委員会、

ヨーロッパ人権裁判所はいずれも、生命権、拷間 ,虐待を受けない権利、並びに身体の自

F霞及び安全に対する権利という一定の枢要な権利に関しては、違及の主張に対して締約国

は実効的な講査の遂行を含む手続的義務があるという法理を確立させ、恣意的殺害、拷闘

等の実体的な准利侵害が発生したのがクリテイカル・デートの前であつても、手続的義務

それ自体について条約速守の如何を判断していることである。人権条約機F,量は、これらの

権利が各条約上最も基本的な権利であること、その優害について調査を怠り責任者を不処

励とすることは権利侵害の再発を招くことにしばしば言及しつつ、これらの権利の確保・

保障のために締約日が負う積極的義務としての手続約義務の存在を明確にしてきた。本稿

で検討した判例 `先例に共通するのは、公務員による恣意的殺害や拷問・虐待等が法律上

は禁じられていながら現実に頻繁に発生している各国の現状において、人権条約の麹旨 '

目的に照らしてl権利保障ができる限り実効的なものとなるよう条約を解釈・適用する条約

機関の姿勢である。とりわけ、国家機解要lの関与が主張されながら当事ことJはそれを否定する

ことが多くかつ、被筈者の行方不明状態が継続することを特徴とする強制失踪の諸事案は、

実効的な調査、費任者の確定及び処厠義務に関する豊富な判ケu 先例法理をもたらしてい

る。その先鋒は米
'11人

権裁判所、次いで自由権現約委員会であったが、1990年代に入り強

制失除を合む過酪な人権侵害事案に多く直面することとなったヨーロッパ人権裁判所も同

様の法理を確立させており、またこの過程では、これらの機関相互の関に、人権条約の解

釈・適用をめぐって他の人権条約機関の実行を参照し取り入,1´る、人権法理の井固互醸成

(cЮ ssttr岳 hzatton)の現象があることも明確に見で取れる。人権法の解罪天・適用において、

条約機Fttlの 判
'1・

先碑労ゞ五いに影響を与え合い、また国内裁判所が、自目を拘束していな

い条約を含めた人権条約機 F対の半げ例・先例や他国の裁判所の判例を参照し、時に明示的に

,1用 しつつ辛じ断を下す慣行は、今日の国際社会において、特に1990年代以降加速度的に広

まっているがI“ )、 手続的義務の法環も、このような環境の中で、主要な人権条約機関に共

通の法解釈として確立したと言える。

このような手続的義務は、人権条約機関の実行においで、多くの場合、生命権、拷田・

虐得を受けない権利、並びに身体の自由及び安全に対する権利というイを利の実体規定を

106)そのような解
"(機

関同士の国際的な相互捗照を通して、人権に関するグローバルないしトランスナ
シヨナルなl(通法が形成されつつあることを指摘する命をは数多い。その一端として、Heェく蘭〉N,

“Thc lntefnanonal JudiciaI Dinto富uci ヽヽhen DOttestlc Co曽 itS」 Oin tlie Conversajo■,"/ザ♂″をα″ んo宝
'

Iギ9″ザ?を1' V01 114(2001),p 20401 Sと aughttr,A‐ M,14 Giobal Comr、 ■unity of CoL■ s,"汀,″ν,/`ア

メ′どた理,ユ :′,″rr歳
"ヵ
″翻,1,Vo1 44(2∞3),p191,De Schurer,0,J′ ,1,,,,c′′イ,獅J″″″oπ RIどテ,た 腕″f

C6●s,M腔汀ιた,2ど c‐,ηι′,′ ,″力′ノ(Camも五dge Universitv Press,2010),pp 31-32等 を参照。



人権保障のための積極的義務としての手続的義務 (中 )

:確保」f保障」の義務

“

合わせ読むことによつて導かれているが、いずれの条約機関も、

効果的救済を受ける権不llに関する条約規定からも、これらの権利を侵害する行為に赴する

実効的な,力l査・処罰の義務が生じることを明らかにしている。すなわち、侵害された権利

の基本的↑生格は、効果的故済を受ける権利の規定から要求される救済措置の内容にも必然

的に影響を与え、恣意的殺害～拷開
.虐待、強制矢際といったこ大な人権侵害の主張に対

しては、当事国iよ、効果的旗済に関する規定生も、実効的な調査及び責任者の処罰が要求

される。ヨーロッパ人権裁判所アクソイ事件判決によれば、拷岡禁止の根本的な重要性、

及び特に拷問被害者の弱い立場を考慮すれば、個人が公務員によって拷開されたことを尊

立てている場合には、効果的な救済の概念は、責任者の認定及び処罰につながる篠底的か

つ実効的な調査の義務を内在的に含むと無される。効果的救済に関する13条 に基づく手続

的義務は、 2条や 3条、 5条の実体規定から生じる手続的義務よりも幅広く、適当な場合
における賠償の支払いに加え、調査手続への披害者親族の実効釣参加を含む広範なもので

ある。

力l査及び処翻の義務に関連して、米州人権裁判所及び白曲権規釉委員会は、超法的処刑、

治制失際、拷開のような重大な人権侵客に対する調査と処罰を妨げる恩赦や時効の規定は、

当該権不」及び/又は効果的救済を受ける権利を侵毎し条約に合致しナょ̂ぃ とぃう見解をとっ

ているが、この法解釈は、了考問等禁1と条約に基づく拷問禁止姿員会の立場とも軌を―にす

る。拷問禁止委夕t会は2003年に採択した 2条 (拷閂防止のための効果的措置を取る義務、

及び拷問の絶対的禁止)り に関する一般的意見 2で、「拷闘又は虐待の実行者に対する迅

速かつ公正な訴追及び処罰を除外し、又はそれらを行う意思のないことを示す恩赦その他

の障害は、[拷問や虐待を受けない権利の]地脱不可能性の原則を侵害する」としてい

る拘°。救済を受ける権利に関する14条の実施についての2012年の―般的意見 3では、14条

との関連でも、「拷間及び産待に対する息政は、被害者が救済を得ようとする努力にとっ

て許されない障害となりかつ、不処溺の環境を作ることにつながる」1。9と し、締約Fとlに対

し、拷闘又は荘待に対するいかなる恐赦をも撤廃することを求めている。1拷間又は虐待

に関ヤ́て、いずれかの田家もとンくはその機関又は非国家主体に対し、国際法に違反して免

除を与えることは、被害者に救済を提供する義務と直接に抵触する。不処罰が法律で認め

られ、又は事実上存在している場合、それは、違反者が処詞されずに済まされることを認

107)拷問学茶止条約 2条 2項は、戦浄状態、他の公の緊急事態等の「いかなるl'l外約な事態も拷問を正
普Fヒする根拠として授用することはでとない」を規定する。

1(B) Co酌 mittte against Tcrture,6enerai Co主 Iment 2,UNつ 。c cAT/C/GC/2,para 5
109)ComElittee agゑ !nst TOrttllゃ ,Cenerat COmment 3,UN I)oc CAT/C/cC/3,pata 41
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めるのであるから、被害者が十分な救済を求めることの障害となり、被害者に対して14条

の下での権イlの 十分な保博を否定するものである」
110。
また、米州人権裁判所及び白曲権

規約委員会は、重大な人権侵害の被害者の近親者 (さ らには社会)が人権侵害についての

真実を知る権利があるとし、それは人権侵寄に対する補笛の一環をなすとしていることも、

人権侵等の救済を受ける権利に関する法理の展開として注目にイと盲する。

お わ り に

本稿では、米州人ホを裁判所、自由権規約委員会、及びヨーコッパ人権裁判所の実行では、

生命権、拷問 虐待を受けないr療利、並びに身体の自由及び安全に対する権利に関して、
実効的な口周査を含む手続的義務を白律的な義務ととらえる法理が発展し、その不履行が条

約違反と認定されていること、またこれらの人オ笹条約機関の法解釈には三大な人権優寄ヘ

の対応をめぐって人権法理の報二酸成の現象が明確に見出せることを明らかにした。重大

な人権侵害の被害なが救済を受ける権利の内容やそれに対する固家の義務をめぐっては、

人権条約機関の実行を重要な土台として、2005年に国連人権委員会次いで国連総会で「国

際人権法及び回降人道法の重大な連反の被害者のための救済と補償の権利に関する基本原

則及びガイドライン」̀
1〕
が採訳されているが、違反に対する調査・訴追・処罰義務 (原長!

4)を含め、この基本原則 ガイドラインの相当部分は、本稿でも検討した人権条約機関
の判例・先例法を反映したものとなっているHう。拷闘禁止委員会は2012年、拷問等禁止条

約14条の実l,色に関する一般的意見を採択している力ぎ4)、 この一般的意見は上述した碁本

110)乃肱′para 12 なお、ヨーロッパ人権裁判所の判例では思救についての講及は1守に見当たらない
が、こ才Hよ同裁判所が異なる立場をと,ているというよりは、米州人|モ域半U所や自由権規約嚢‐員会が
検討してきたような包括的な思放法のII案に直面して来なかったためと考えられる (粕n dc Vdt,
■.,4nd ⅢngdOtt S"・ Procedu:a10bligai10ns under trle Etiropean Convention o■ lttuHtanとく,`,hts l
Use血l Cuidehnes for the Assessment o[`〔 ln胡主猛ngnesざ  aad IInabnilr in the contekt of the

C,mplementa五 げ Pお ncttte,"r″ l′″″″lllttα
'9J″

1才″α′ry′ψ乃クサρ:t,V。 19(21100,,73)。
111) Basic Piaciples anl Guidehncs On the Riぞ れr to a Remedy and Reparation for Vicは I「s of Cioss

ViOlatiOns of lnterna`。 4Aこ ■u',lan Rlghts ttw and seious Ⅵ。latictts of lnte'rnational IIumanttarian

独w,ご N Doぐ A/R鴎/60/117
1とか ナ歩、ぉ、この基本原則・ガイドラインは新たなl五」際法又は国内法上の義務を伴うものではなく、国際
人権法及び国際人道法に基づく既存の法的義務の実施に関する手法や手続を明らかにするものとされ
ており (前文)、 本文の文言上、拘束力ある国際法にの義務の場合には「しなければならない (shぷつ」
の語が用いられる一方、それ以外の場合には「すべきである (shOuld)」 の語があてられたとされる
(UN)oc n/cN 4/2003/63)。 しかし、国際人権法におけるオt済に関する包托的な研究を著したシェ
ルトンが白く」確に評しているように、基本原舅1 ガイドライン中「すべきである」の話があてられてい
る何所の中には、国際人権法上すでに広く認められており「しなければならない」の語を用いること

(649' 5蛋
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人権保障のための積極的義務としての手続的義勝 (申 )

原員J・ ガイドラインを明示的に参照し、随所でこれを大幅に下敷きとした内容となってぉ

り、人権法理の国際的な相互醸成の現象をここにも明確に見出すことができる。

のできたはずの内容も含まれている (例えば、被害を,まば■蓮な場合かつ達反の重大性及び各事集の状

況に均衡して原状回復、賠償、リアヽビリテーション、満足及び再発防止の保証からなる補′貨を与えら

れるべきであるとした原則 18w She鷺 o■,D,資,,テ1,ど彬δぢ″カサθttc肪″αど
「
″′″,`,2R`メ r″たとて,tし,,SeCOnd ed.

(()Xlord unⅢ crstt Pttss,胸 06),p147(21泥 3年の段F音の車失へのコメント))。

118) tIN Doc Qヽ lyC/SC/3_

乾  (650)
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難民認定審査の多段階的構造と

各段階における判断の性質
―一―「灰色の利益」論の位置づけと機能一―

東京大学持任准教授

1 は じめ に
工「友色の利益」論の位置づけ

1 事実講定の方式の重要性
2 事実認定―般に「灰色の利益」論を採用させようとする試み
3 難民の定義と「理由のある怖れ」論
4「理由のある怖れ」論における重要素説 :「灰色の利益」β・令と
「真の危険性J判定
狂 「理由のある怖れJ論としての「灰色の利益J論再考
l 蓋燃世論と確宰論の差異
2 迫書の確率判断と主観要黎
3「其の危険性」判定の批判的再検討
4 日本オこお

',る
「灰色の利益」諭

Ⅳ 結   論

哲本山 史
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I は じ め に

ある者が「難民の地位にF朔する条約」(1951年 )'お よび「難民の地位に関する議定書】

(1969年 )D(両警をあわせて以下「難民条約」)における難民併に該当するとの認定 (以下

1)Co■veri五 on retadng to the Status oF Rettgees(1951),189 U N■S130,?″ど滅 れ肋ヵ″σ?Ap● 122,
1954

2)Prolocoi Reiating tt he散 藤us of Rettgees(1967),ω 6UNTS 267,効 と夕″珍ど,″′ι,ヵ /ごワOCtober 4
1967,

3)「……入種、宗教、国籍若しくは警定の社会的集団の構成員であること又は政治的意見を理由に迫
害を受けるおそれがあるという十分に理自のある恐怖を有するために、国簿国の外にいる者であって、
その国籍国の保護を受けることができないもの又はそのような恐怖を有するためにその園籍回の保護
を受けることを望まないもの及びこれらの事件の結果として常居所を有していた目の外にいる無国簿
をであって、当該常居所を有していた国に帰ることができないもの又はそのような恐怖を有するため/
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l国際人権保障における自治体の権能と義務

大  津  浩

修V手鸞,▼ィド|■●■■■●■|イ !:転 r●●|!十 ▼■11i手ⅢⅢ■t言ユ名●1■ F●■|“ :111■ ■kti:● 1=ⅢⅢll!:ゞ ■ヤ■iⅢ■|:'■■iイす●牛Ⅲ ⅢⅢⅢl■■(F● ⅢII● ltt fF1 111■ 'f,|■ IPIF● =|キ
|■■|■●F■ |
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は じめ に

I 日本国憲法におする地方自治権保障の範囲
(1)通説における地方自治権の理解

② 通説批判と対話型立法権分有の視点の意義
(31 通説克BRの可能性

H 自治体と国際人権条約の関係
(1)通説における自治体と条約の関係

働 外交と条約の国内実施への自治体関与の可能性と必要性
131 自治体の人権条約蓮守義務の特殊性

Ⅲ 自治体の国際人権保障における可能性と義務
(1)自 治体の国際人権保障施策と人権条例

(2)私人間における国際人権保障としての人権条例の課題

(3)自 治体の人権条約履行義務と人権条例制定不作為の法的費

任追及

'国
際人権保障における自治体の権能と義務 に大津 治コ

は じめ に

本稿で扱う法分野は,当初の本講座編集委員会の指定では「地方自治法」

であった。しかし形式的意味の地方自治法だけが自治体の活動を規律してい

るわけではない。また後述のように地方自治権の範囲自体, 日本国憲法にお

いては,地方自治法の規定にかかわらず憲法解釈次第で変化するものである。

したがって本稿の「地方自治法」とは,地方自治に関わる憲法規定を含む諸

法令とその解釈論の総体と理解する。だがこの場合, 日本においては地方自

治権の範囲をめぐり,通説・判例の立場とこれを批判する新学説との間で大

きな対立がある。しかも通説的理解では, 自治体の国際的な活動の範囲も極

めて狭いものとなり, 日本各地で様々に取り組まれてきた自治体の国際人権

保障施策のうちの重要な部分が違法と見なされかれない。そこで本稿では,

まず憲法学説に依拠して図 (中央政府)の立法権との関係における自治体の権

能範囲を新たに定義し直し, これに沿って自治体と国際条約との関係を明確

にする。その上で本稿は,現実に日本の自治体が行っている国際人権保障の

施策とそれをめぐる法的紛争を分析するが,法理論的な関心からは,国際人

権保障のために自治体が合法的に行える施策の限界と, これとは逆に自治体

が負う法的義務の解明こそが重要である。そこで,実際の自治体の施策につ

いては簡単に現状を概観するにとどめたい。

I 日本国憲法における地方自治権保障の範囲

(1)通説における地方自治権の理解

日本国憲法は 92条で,「地方自治の本旨に基いて」法律が自治体の組織及

び運営に関する事項を定めるべきことを規定し,同 94条で「法律の範囲均で」

自治体に条例制定権を認める。したがって目の立法をも拘束する憲法原理は

「地方自治の本旨」であるが,その意味について通説とされる成田頼明の「制

度的保障説」によれば,立法権による介入からも保護される自治権の中核部

分とは,権限問題についてはその制度枠の県障に限られ,具体的な事務 。権

限・財源は,その存在の全廃にでも至らない限りすべて国会制定法次第とな

る。通説も,憲法上「法律の留保」事項とされる刑罰 (31条),課税 (30条 ,34

条),財産権規制 (29条 2項)についてさえ,国の個別の立法による条例への委

7
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第 1部 総  論

任を必要とせず,憲法 94条に直接由来する条例制定権に基づく条例独自の

規律を認める。しかし通説は,94条の「法律の範囲内どの文言を「法令に違

反しない限り」(地方自治法14条 1項)の意味に解し,法律およびその法律の執

行命令と委任命令に反しない限りでの条例制定権しか認めない。もちろん現

代の通説・判例は,条例と国の法令の規律内容が同一対象で競合する場合で

も,法令の文言のみにこだわることなく,法令の趣旨・ 目的・内容・効果の

観点から総合的に判断して条例が実質的に法令に抵触しているか否かを判断

する「目的・効果基準」論を採る。しかし通説・判例では,条例による法令

抵触の有無の判断基準は法令の趣旨・ 目的・内容・効果が阻害されないこと

とする点で,合法性の基端はあくまで国 (中央政府)の意思の側にあり, 自治

体の意思尊重の観点から法令にあえて抵触する条例を許すものではない4七

このような「恒常的な国の意思優位」の考え方は,1999年改正 (2000年施行)

の現行地方自治法に至っても変わってはいない。そもそも改正前の1日法でも,

その2条 3項は自治事務事項を列挙するが,同条自体が自治事務を「例示す

ると,概ね次の通りであるJと 規定するように,それは限定列挙ではなく,

地方自治法の規定によらずとも自治体が条例によって独自の自治事務を創設

することを認めていた。だが実務にお
いいては,「法律の範囲内」の考え方が根

強かったために, 自治体の独自施策についても,常に旧法 2条 3項アと挙事項

やその他の国の法令の規定が根拠となるものに限りたがるという慣習がはび

こっていた。1999年の法改正により自治事務の例示列挙規定は消滅し,自 治

体の事務については,住民の福祉増進のための「地域における行政を自主的

(1)成田煩明「法律と条例」清官四郎・佐藤功編『憲法講座 4』 (有斐閣,1959年)201…218

買。なお成田は,条伊llttl定権の憲法直接授権説をと,,課税と財産権規制については法
律による委任は不要としながらも,刑罰を規定する条例だけは法律の根拠を要するとし
ていた。その後,声部信喜 (高橋和之補訂)'憲法』(第 4版,岩波書店,2007年 )35手 356

貢や長谷都恭男『憲法』(新世社,1990年)439-441頁 ,宇賀克也『地方自治法槻説 (有
斐閣,2004年)132141頁等の現代の通説的論者は,刑罰についても憲法94条による自
治体への直接授権を認めた。また「目的,効果基準J論については,成田・上記論文でも
すでにその考え方の原型が示されており,上述の現代の通説的論者はより明確にこの立
場を示す。判例としては,有名な「徳島市公安条例事件」最高裁判決 (最大判昭和50年
9月 10日刑集29巻 8号 489頁 )が初めて「目的・弁と果基準」論を認め,法律に支言上括
触する上乗せ条例の合法性を認めた。その後最高裁は,「高知市河川管理条例事件」 (最

判昭和も3年 12月 21H民集 32巻 9号 1723頁)において,法律の趣旨に反してより強力
な規制を設けている「裾切り条例」を逆法と解しており,「目的・効果基準」論にいう基

1国際人権保障における自治体の権能と義務 〔大津 浩]

かつ総合的に実施する役割」⊂条の2第 1項),ならびに「住民に身近な行政」

をできる限り自治体に委ねることを基本とする「国と地方の適切な役割分担」

原則 (同第2項)から導き出されうる全てとなり,法律の規定上も, 自治体は

憲法 94条 に直接基づき独自に自治事務を創設できることがより明確になっ

た。しかし現在でも多くの自治体実務においては,具体的な法令の根拠がな

い限り独自の施策をとることに消極的という悪弊が残っている。また通説に

従う以上,「法令に違反しない限少」の考え方に今でも強く縛りつけられてお

り,たとえ「目的・効果基準」論に依拠したとしても,なお法令の趣旨。目

的・内容・効果に抵触することを過度に恐れて,独自施策の実ナ血にしり込み

をする自治体の状況はそう変わってはいない。

121 通説批判と対話型立法権分有の視点の意義

この通説に対しては,単なる制度枠の保障にとどまらず,国 (中央政府)の

意思たる立法に反してでも一定の自治権が憲法上保障されているとするいく

つかの学説が現れ,論争を繰り広げてきた。ここではその詳細に立ち入るこ

とはできないが,少なくとも日本国憲法が明示的には連邦制をとって始らず,

また国 (中央政府)と 自治体とで焼律すべき具体的事項を明示する規定を持っ

ていないことから見ても,一定の具体的権限領域を最初から自治体の専管事

項とする「衝)固有権説121」 をとることは難しいと言わざるを得ない。しか

し「(新〉固有権説」とは別に,「人民主権説」と呼ばれるもう一つの有力な少

数説がある。この説は,国民主権の意味を直接民主制と命令委任型の人民代

表制の銀障に置き,国 と地方における市民の日常的な主権行使の実効的保障

を憲法の国民主権の規定から導き出す。人民主権原理から再解釈された憲法

92条の「地方日冶の本旨」規定は,市民が直接参加・監視しやすい政府であ

る自治体優先 は礎自治体最優先)の権限酉己分という意味での「補完性原理」を

含み】また法律と条例の関係についても,前者の後者に対する一般的優位は

認めつつも,住民の人権保障に不可欠な場合には例外的に条例優位までも主

張する爛。

この説については,特にその国民主権の理解に関して,一方では近年の改

憲の動きと「市民派」の直接民主主義要求が時として結び付く現象がみられ

121「 (新)固有権説」については,星野光男 F地方白治の理論と構造』(新評論,1970年 )

112-123頁,林田和博『憲法保障制度論』(九州大学出版会,1985年 )401-411貫 ,手島
準はあくまでも法令側のそれであることがよく分力Hる。

              1     
孝 唸 法学の開拓線どは 省堂′1985年)256-266頁等がある。

3                                                                             1
1                                                                       
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第1部 総 論

るために,他方ではボピュウズム的政治やプレビシット型独裁への警戒心か

ら,直接民主主義万能論の一種と見てこれを否定する論調も法学者の間では

根強い。しかし「人民主権説」自体,立憲主義の粋内での人民の主権行使を

主張し,また自由な討論と合法的手続の道守による民主的「討議」プロセス

を重視するものであるから,実は実定法を無視する全くの直接民ギ主義万能

論などではないのである。筆者の理解では,それはすでに「立法期契約」(現

在の日本軌 りの言葉を使えば「マユフェスト型政治」)や党議拘束のある政党政治

を通じて人民主権は実現しうると主張しており,裏返せば国民代表の法的独

立性保障の原理である自由委任をも一定程度容認している。その上で現代の

「人民主権説」は,自 由委任の原理が伝統的には有権者総体 (人民)及びその部

分集団 (住民)の表明する具体的意思を実際の国。地方の政治から徹底的に排

除するも
`″

)であったことを批判する観点から,(国民・住民)代表制による決定

に対して必要やむを得ない場合に直接民主制による決定が優位する例外を認

め,また国の意思決定,特に国の立法や条約締結に対しても,必要やむを得

ない場合には有権者の直接的・具体的な意思をより反映したものとしての白

治体の意思決定が対抗・優越しうることまでも認めることで,現場の必要性

をより考慮した慎重かつ多元的な決定を可能にする民主主義の実質化の理論

(いわゆる「討議民主主義」)と解されるべきであり, したがってそれは修正され

た人民主|を論なのであるい。「人民主権説」のこうした理解を「猪話型立法権

分有説」と呼がとして, この説にとり最重要の論点は, 自治体専管事項とし

ての「地方的事項」が何かではなく,立憲主義と法治主義の基本枠組みを崩

さない範囲内で,民主主義の実質化にとってより良い代表制と直接民主制の

組み合わせ,並びにより良い国 (中央政府)の決定と地方の決定の組み合わせ

は何かという論点と,具体的実質的な観点から住民の人権保障にとってより

良い決定は何かという論点である。そして後者の論点こそ,住凡を構成する

(定住)外国人の人権保障についての自治体の法的責任の論点にもつながるも

131杉原泰難「地方自治権の本質 (3・ 完)」 法律時報48巻 4号 (1976年 )133-140頁 ,同
『地方自治の憲法論』(増補版,動車書房12003年)158180頁。なお 1976年の論文には,
住民の人権保障に不可欠の場合には例外的に条例優位まで認める主張があったのに対し

(139頁),2008年 の著書 (及び2002年の初版も同様)にはこれを切言する箇所が見当た
らない。例外的条例優位の主張かなお維持されているのかどうか不明な点は残念である。

“

)こ の点については製稿「『市民政治』・『参力日民主主義』と憲法学」憲法問題 18号 (7007
年)7285頁をか照されたい。
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のなのである。

「対話型立法権分有説」は,確かに具体的「地方的事項」の県障を導くも

のではないが,主権着市民に身近な政府における直接民主制的な決定の不可

欠性ないし優越性を,憲法の国民主権原理と「地方自治の本旨」原理の重要

な要素としている以上,この原理から住民の選択による自治体の組織と運営

の自主決定権も当然に導き出しうる。他方で,憲法 92条の「地方自治の本詢

規定の原型たるGHQ憲法車案にはアメリカのホームルール制の考え方に通
じる「憲章制定権Jの規定が存在していたという事実を手掛かりに,ホーム

ルール制の核心部分だけは憲法により保障されていると考える可能性も指摘

されている。ホームルール制によって州法からも憲法保障される「地方的事

項どの具体的内容とは,ア メツカの判例上は少なくとも政府形態選択権を含

む自治体内部組織自主編成・運営権とされており, この原理が日米憲法に共

通すると考える場合には,自治体内部組織の自主編成・運営権だけは憲法 92

条の保障する自治権の中核部分と解することは可能である牝 後述のように,

特にアメリカでは自治体による国際人権の保障あるいは侵害の手段として同

権限が用いられることがあるので, ここで確認しておきたい。

(3)通説克服の可能性

「対話型立法権分有説」は未だに通説ではなく,実務に為いて広く採用さ

れている考え方でもないが,通説化していく芽はすでにいくつか見出される。

特に従来,実務への影響力が強いがゆえに通説の粋に留まる傾向の強かった

行政法学者の中で,法令と条例の抵触問題について,単なる「目的・効果基

準」論を超える主張が有力になり始めている事実が重要である。たとえば斎

際誠は,「法律が,『地方の実情に応じて,別段の規制を施すことを容認する

趣旨か』どうか 縮島市最判)と いう判断基準とその運用において,当該法律
『外』のファクター (■b政的必要性など条例に関する立法事実群)を充填可能とする」

と主張している。斎藤は上記主張の正当性を地方自治法の規定から導くこと

ができるとする0。 しかし日本の法体系においては,地方白治法と他の法律

との間に優劣関係は存在しないから,地方自治法が立法・解釈。運用におけ

151 GHQ案の中の憲章制定権と憲法92条 との関係については,佐 木々高雄「『地方白治の

本旨』条項の成立経緯」青どJ法学論集46巻 1,2合併号 (2084年)152(1岸79⑭頁,こ れ
をホームルール制採用の解釈論につなげる可能性については,拙稿「地方白治の本旨J
大石員・石刃t健冶編『憲法の争ヂ飽 (有斐閣,2008年 )308-309頁及び同「地方自治― 自
治体政府形態選択権と国民主権原理の関係から」法律時報81巻 2号 (2009年)8←92頁。
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る「地方自治の本旨」と役割分担への配慮 (2条 11項 ,12項)や自治事務にお

ける地域の特性に応じた処理への国の配慮 (2条 13項)等を定めているとして

も,通説によれば,地域的な特別処理を認めない趣旨。目的・内容・効果を

持つ法律が新たに定められた場合には,当該法律「外」のファクターを合法

性の判断基準とすることの根艶を地方自治法に求めることはできないはずで

ある ←般法と特別法の関係)。 結局, 自泊事務に関する法規範の定立とその処

理の合法性について,同一分野を規律する法律の趣旨 ,目的 ,内容・効果を

逸脱しこれに抵触することまでも合法とみなす判断基準を,当該法律や地方

自治法を含む国会制定法の「外」に見出すためには,「地方自治の本旨」規定

等の憲法規範に依拠するほかはない。そしてそれは,すべての法律に上位す

る最高ヂ児範たる憲法が何らかの形で国と地方の間での立法権分有を憲法規範

としているところに見出すほかはなく, この場合,当該法律の「外」の判断

基準とは,具体的事件において関係する人権の実質的な保障や国による地方

白治権の中核部分の侵害禁上の視点からの当該事件の処理の妥当性にほかな

らず, この基準こそが「地方自治の本旨」から導かれる命題と解すべきなの

であるい。

具体的事件における人権の実質的保障という判断基準は,国際人権保障に

おける自治体の独自施策の限界を広げる重要な視点である。この基準は, 自

治事務に限られない。実は1日地方自治法にあった機関委任事務の処理におい

てすら,判例は自治体の首長が国との関係において単なる「上命下服」では

なく,「地方白治の本旨」の観点から一定の自治的な裁量の余地のある処理が

許されることを認めていた銘 力耳えて 1999年の地方自治法改正以降は機関

委任事務の範疇がなくなり,法定受託事務がその代わりを果たすこととなっ

たが,法定受託事務は国の本来の役害1に関わるものでありながら, 自治体の

地域による処理のほうがあさわしい r地域における事務Jと され,条例によ

る規律も認められるのであるから,機関委任事務に比べてさらに「地方自治

の本旨」保障の要素を認めるべきである。

⑥ 斎藤誠「条fアll制定権の限界」芝池義―他名偏『行政法の争点』(第 3版,有斐閣,2004年 )
160頁。
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Ⅱ 自治体と国際人権条約の関係

(1)通説における自治体と条約の関係

自治体と国際条紳の関係についても成田頼明は, 自治体の合法的権限の範

囲内で国際交流その他の対外政策を認めるが, 自治事務の範囲と限界は法律

で定めら注るとする考え方 (「法律優位の原則」とも呼んでいる)と外交権限は国

171「地方自治の本旨Jが,人権のよりよい保障等の観点から再解釈された現実の妥当性
を当該法律の内容の「外」にある合法性の判断基準とすぺきことを要求していることに

ついて,拙稿「国民主権と『対話』する地方自治」杉田教編『岩波講座憲法3 ネーショ
ンと市民む(岩波書店,2007年 )247-281貢。なお最近の行政法学者の主張を見ると,国

民主権等の中核的憲法原理からの論証はなされていないものの,法冷による自治事勝の

義務付け '粋付けの緩和・撤廃や条初lによる「上書き」権の容認等に示される現実の地方

分権化の進行を根拠にしながら,「対話型立法権分有説」に近い考え方を示すものが増え

つつある。例えばj北村喜宣『分権改革と条例』(弘文堂J2004年)は,分権改革をとま

えた条例論として,「地方白治の本旨」の観点から法律り条例に対する規律密度の緩和を

主張しており,また岩橋健定「条例制定権の限界」(小早川光郎・字賓克也編『 (塩野宏古

希記念)行政法の発展と変革 (下 )』 (有斐閣J2001年 )357…379頁 )も ,条例に違法性を

めぐる近年の法律論が「領域先占論」から「規範抵触論」に変化したことを指摘しつつ′

規範抵,も夷を緩やかに解する技術論を農開している。これらは拙論り「対話型立法権分有

説」に近い視点を持つものである。判例も必ずしもこの見方を否定するものではない。

例えば前述の「高如市河川管理条例事件」最高裁判決 (と (1》 についても,単に条例が河

川法の「趣旨・目的・内穴谷・効果」に抵触したからこれを建法としたと見るべきではなく,

比例原則建反等の憲法違反があったがゆえに達法としたと読み直すことは可能である。

岩橋健定「分権時代の条例制定権」(ジュリストユ996号 〔2010年〕140頁)に よれば,「東

郷町ラブホテル規制条例事件」(名古屋地判平成 W年 5月 ワ6日判夕1275号 144買 1名
古屋高判平成18年 5月 18日 〔判例集未搭載〕.最濃平成 19年 3月 1日 〔実質零理なし,

判例集未搭載〕)は,国会制定法「外」の立法事実の考慮により法律抵触条例の合法性を

明確に認めた事例とされる。さらに「神奈川県臨時特例企業税条例事件」控訴鶏:判決 (東

京高判平成22年 2月 25日 〔判例集未搭載〕)t工,法律の目的や効果の「重要な部分」が

否定されない限り,条例が法律に抵触しても合法であることを明らかにしており (22年
7月 16日現在,上告中),「徳島市公安条例事件」最高裁判決の枠組みに大きな修正が加
えられ始めていることが分かる。以上の理論・判例動向は,法律に対し「付随的 i問接
的J抵触あるいは「重要な部分」以外での軽度の抵触を起こす条例を合法とする点で,地

方自治権の保障にとって極めて重要なものである。しかし国際人権問題を扱う本稿は,

人権保障に必要不可欠な場合には,地方意思 (条例)が国の意思 (条約や条約実施法律)
に「実質的・直接的」に,あるいは「重要な部分」に至るまで抵触してもなお合法 (但し
一定の暫定性は認めざるを得ない)と考える点で以上の理論・判例動向を超えるもので

あり,こ のような特殊事情がない限りで,条例は「付随的・問接的」抵触ないし「重要な

部分」以外での低触の場合にのみ合法となるという立場を採る。
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の専管事項とする立場を堅持するので,国の締結した条約やこれに基づく国

内法に違反する自治体関協定等の締結,国の外交政策に抵触しこれを実力で

妨害する施策,「法律が一定の事項をひろく何人に村しても制限・禁としてい

る場合に, これを破ることを内容とするような対外活動」等は禁止されると

主張する0。

条約締結権は国 (中央政府)の専糖であったとしても,場合によっては条例

が条約の対象事項を同時に規律できると主張するのが渋谷秀樹である。渋谷

は,条約締結権はあくまで国 (中央政府)に独占され,それが締結した条約は

中央政府や自治体を含む総体としての国を拘束することを認めるが,条約の

国内効力については,同一対象を規律しようとする自治体の条例と条約の法

的関係を次のように解すべきとする。すなわち第 1に,条約に自動執行力が

ある場合で同一対象を規律する法律がない場合 (①),並びに自動執行力がな

い場合でも当該条約を実施する法律が帯よ定されている場合 (②)には,条約は

自治体との関係では法律と同一視され (①の場合),あ るいは法律そのものに

転換されるため く②の場合),いずれにせよ条約と条例の関係は国の法律と条

例の関係についてのルールで処理される。第 2に条約が自動執行力を持たず,

かつ条約実施法律がない場合 忠Э)は,「条約締結権者である中央政府 (狭義の

国)がそれを実施する国内法の制定権を留保したと解され,条例は原則とし

て常ll定できない」9但しこの場合でも,「例外的に,法律の制定までの間にど

うしても国際条約のll題旨を実施する緊急の必要性があるとき,あ るいは中央

① 自治体首長による機関委任事務の履行の
'山
子怠に対する国からの職務執行命令訴訟にこ

の立場が示されている。「砂川町長事件」最高裁判決 (最判昭和 35年 6月 17日 民集 14

巻 8号 1420頁)がこの立場をよく示す。同判決当時の地方自治法は,職務執行命令が合

法との判決か下され,にもかかわらず首長の躍怠が続き, さらに目の代執行の許可を求
める訴訟でその請求が認蓉された場合に当該首長は解任される制度を伴っていたため,

日判決が示しに,職務執行命令における「国の当該指揮命令の内容の涵否を実質的に審
査するのは当然」とする法命題は,首長の罷免に慎重であるべきとの視点から導かれる
に過ぎず,機関委任事務一般の本質とは無関係との反論もありえた。しかし1991年 の
地方自治法改正により,職務執行命令

‐
訴訟で敗訴した後に首長が解任される制度が廃止

されたにもかかわらず,1906年 の「沖縄県如妻代理署名揮否事件」最高裁判決 (最大半u
平成 3年 3月 28日 民集 50巻 7号 1952買)でも,職務孝、行命令の合法性審査については,
自治体首長の「本来の地位の白主れ、ア性」尊童の観点から「客観的に審理判断すべき」と

述ぺられており,なお実質的合法性の視点から場合によっては自治体首長
')機
関委任事

務の拒否・解怠の余地が認められているのである。

③ 成田頼明「地方公共団体の対外政策の法的位置づけと限界」樋口陽―・高橋和之編『 (芦
都吉希祝賀)現代立憲主義の展開 (下 )』 (有斐閣,1998年)587-560買。
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政府 (狭義の回)が立法措置を講じないときには,暫定的あるいは限時的な条

例は制定可能」とするω。

渋谷の法律と条例の関係についての「目的・効果基準」論は,単純な「法

律優位の原則」に留まるものではなく,規律分野や関連人権の性質等に応じ

法律の外部にある諸原理を組み合わせた合法性判断基準を設け, これを通じ

妥当な解決を目指すものである。だからこそ,条約に自動執行力がなく法律

が未制定の場合にも,やむを得ない状況下では例外的に条例制定を認める主

張が出てくるのである。したがってこの議論は,すでに通説の「目的 ,効果

基準」論を超える新たな地方自治権論に踏み込んでいると見るべきである
也
"。

しかし通説の場合には,あ くまでも国の意思 (法律)優位を前提として,法

律自体に示された趣旨・目的。内容・効果を基準にして自治体意思 (条例)の

合法性を判断するものである。この立場から考えた場合,渋谷の場合分けは

次のような帰結を生むであろう。まず①の場合は,条約の趣旨・目的・内容。

効果こそが条例の合法性の判断基準となる。しかし条約締結権が国 (中央政

府)の専権と考えられている以上,条約の趣旨・目的 `内容・効果の解釈権も

国 (中央政府)に独占されることになるはずである。したがつて条約の内容に

条例で上乗せすることは, この政府解釈がそれを許容する場合に限られるこ

とになる。②の場合には,さ らに条約の趣旨・目的・内容・効果は国会によっ

てすでに法律に翻訳されていると解されるので,こ の法律に関する国 (中央政

府)の解釈において許容された条例のみが制定できる。③の場合は,渋谷が

述べるように実施法律の未制定は国会が当該条約の国内実施を保留している

との推定が働く以上,渋谷の例外に関する主張とは異なり,条約を実施する

たああ条れの制定は許されないはずである。もちろん条約と無関係に自治体

独自の判断で当該領域に関わる条例を制定することは論理的には可能である

が,通説に従う限り,国の法律優位及び国の外交権・条約締結権独占の原員」

に違反しない範囲内での条例制定しか認められないので,当該分野に関与す

⑩ 渋谷秀樹「国際法と国内法 (特に条例)の関係と問題点― 憲法の視点から」『国際条約
と白治体』((財)日本都市センター,2005年)18-29頁 (同「地方公共団体の条例と国際

条約」立教法学73号 223-238寅 (200イ 年)に一部修正され再録)。
11 渋谷の地方自治権論については,同『憲法』(有斐閣,2007年)668-706頁,及び同「条
例制定権の限界」長谷都恭男編『リーディングス現代の憲法』(日 本評論社,1995年 )

189-211頁を参照。渋谷の条例制定糖に対する多角的アプローチには賛同するが,それ

を導き出す地方自治権論にはなお異論がある lす l出稿・前掲「地方自治の本旨」309買 )。
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る条例制定が認められる余地は事実上ほとんどないであろう。

(2)外交と条約の国内実施への自治体関与の可能性と必要性

しかし上述の「対話型立法権分有説」を採る場合には, こうした通説の主

張は次のように批判しうる。まず,憲法 73条 2号 と 3号により外交権と条

約ム常結権を自治体との関係においてまで国 (中央政府)の完全かつ絶対的な専

権と見ることは,ナ也方自治権保障の要素を含みこんだ国民主権原理がこの外

交分野にも及がことの意義を無視するものである。確かに形式的意味の外交

権と条約締結権は憲法の明文規定により国 (中央政耐 に帰属していると解さ

ざるを得ないが,自治体は憲法 92条の「地方自治の本旨」から,住民の人権

の実質的保障と地方自治権の中核部分への侵害禁止を根拠に,必要やむを得
ない場合には,た とえ部分的ないし暫定的であれ匡l(中央政府)の外交や条約

締結とその国内適用に介入することを許されなければならない。なぜならば,

通説も日本政府の外交や条約締結が国民主権の下では立法府としての国会の

意思に従うことは認めている以上,外交と条約締結の本質は立法作用,ある

いはより正確には行政権と立汝権の協l動作用と考えるべきであり, また日本

国憲法の国民主権原理と地方自治原理が上述のように中央政府と自治体の立

法権分有を認めていると解す場合には,外交権と条約締結権も,中央政府と

自治体との間でその立法的側面において分有されると解してよいからであ

る叱

この視点があってこそ=例えば米軍艦船の国内入港を無条件で認める日米

安保条約や地位協定に反してでも,あ るいは港湾使用における差別禁上を規

定する港湾法 13条 2項に関する政府の解釈に反してでも,自 治体管理港の

入港業務が自治事務であることに基づき,非核自治体条例を制定したうえで

非核証明のない外国軍艦船の入港業務を拒否する自治体のサボタージュ活動

を合法と見なしうるのである。また,外国人登録事務が市町村の機関委任事

務だった時代に,法律上自治体には指紋押捺拒否者の警察への告発義務があ
るとの中央政府の行政指導に反して,告発を拒否する宣言を行った川崎市の

行動を合法と解するためにも,外交権・条約締結権の国・地方間の実質的な
分有の視点は不可欠であるC。。

外交権・条約締結権の国。地方分有の考え方は確かにフランスやドイツな

19 立法権分有諭から外交権の分有を論じるものとして,凱稿「白治体の国際活動と外交
権」公法研究55号 (1993年 )79-94貫。
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どの大陸法諸国では非常識な考え方である。それは大陸法系の国々が地方自

治権をあくまで「自由行政 (hbreね山d試rathn)」 (フ ラツス)ないし「自治行政

(Sdbs"erTahung)」 (ドイツ)と いう行政権の枠組みでのみ捉え,統治権,特に

その中核要素たる立法権の分有の考え方や自治体を中央政府と並びこれと読

合しうる地方政府と見る考え方を拒否してきたからである。これに対して其

米法系の国,特にアメリカ合衆国では,伝統的に自治体を地方政府と考え,

多少なりとも地方自治権の中に統治権 a立法権の分有の要素を認めてきた

CocЛ sd■gOVernmentと しての地方自治)a例えば外国人による州内財産の遺言検

認手続に際し,相手国の法律力`合衆国市民に同様の権利を保障しない限りこ

れを認めないとしたカリフォルニア州法を合法とした 1947年の「クラーク

事件」連邦最高裁判決は, この立場を明険に示している。同判決は,当該事

項が州の固有権限であり,かつ当該事項を規律する条約が見当たらない場合

には,条例が外交問題に触れたとしても,それは「外国に何らかの偶発的あ

るいは闘接的な影響を与えた」に過ぎないとした。もっとも同判決から 21

年後に出された類似の事案に関する「チェルニック事件」半J決では,連邦最

高裁は問題となったオレゴン州法を「持統的かつ巧妙なやり方で国際関係に

影響を与え」,「国の外交政策の実効的な遂行を害する」と見て逮法と判断し

ている。しかし『チェルニック事件」判決も,州がその自治権の発動によっ

て「偶発的・間接的な影響」を与えることまで,ま違法と見ていないのである。

またこのような主張ができるのは連邦制における州の場合であって, 日本の

自治体には関係ないとの反論もあり得よう。しかし連邦制に清ける州権とそ

の他の自治体の自治権は異質なので日本の自治体には無関係な判例とする論

難についても,市職員年金基金運用に関し「反アパルトヘイト」の立場から

当時の南アメリカと取引のある企業への投資を禁じたパルチモア市条例を合

法としたメリーランド州最高裁判決が,「付随的影響」しか外国に与えないこ

とを理由にしたところから分かるように,ア メリカで,よ市町村自治体につい

ても,その匿l有の「地方的事項」たる自治体組織・運営白主権にかかわる限

131 自治体による核搭載疑惑外国軍艦の八港拒否問題については,拙稿「外交の国家独占
は正当だろうか?」 f憲法がわかる。』(AERAMook no.5乳 朝日新間社,2000年 )127… 128

頁,非核自治体宣言と非核宣言自治体協議会については中村圭子「『自治体の平和力』の

課題」都市問題95巻 8号 (2005年 )IⅢ19頁 ,"IB寄市の指紋押捺揮否者の不告発宣言に
ついては,山郷あ啓造「現代日本における地方自治体の外国人施策」内海褒子・山脇啓造編

『歴史の壁を越えて』(法律文化社,2004年)237頁を参照されたい。
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第1部 総 論

り,「クラーク事件」判決に示された基準を用いて,自 治体の外交分野への一

定の関与を合法視する伝統は続いているのである。さらに日本の解釈論上は,

「地方自治の本音」規定によって全ての自治体が「準連邦制」の構成単位であ

り,州に準ずる地位と権限を持つと見なしうることにも注意すべきである。

したがってアメリカの実務上の判断は別にして,理論的には,「準連邦制」的

な地方自治権観念を認める場合,国の外交権や条約締結権への「付随的ない

し偶発的・間接的影響」に留まる限り, 自治体の外交糖や条約の締結・実施

への関与権を認めうるとの理解こそが,未来志向の憲法解釈論であるう40。

131 自治体の人権条約遵守義務の特殊性

確かに国際法とは,「いかなる国の機関の行為も,……中国の中央政府もしく

は地域的単位の機関としていかなる性格のものであるかを問わず,国際法上

当該国の行為とみなされる」(2001年国家責任条文章案4条 1項 1。l。 しかし条約

の国内効力は憲法が規律するものである (憲法優位説)。 本稿は以上の検討か

ら,場合によっては中央政府が締結した条約の国内履行をめぐって自治体に

独自の判断権と関与権がありうると考えている。それは自治体に条約履行義

務の部分的暫定的な免除権までも認めるものであるが,だからこそ逆に, 自

治体の独自判断で中央政府以上に積極的な条約の国内実施措置をとることも,

時には中央政府の方針やその法律に反する措置をとることも,「地方自治の

本旨」から正当な理由が見出されれば認められるのである (それか条約違反と

なっても,その国際法上の責任は中央政府にある)。

しかしながら人権条約に関する限りは,上記の条約履行の部分的暫定的な

141 アメサカの判例については,Clari v,Alleni 331 U.S.503,91 L ed 1633(1947);

Zsche前 gv M,1,eだ ,389 U S.429,19 L ed 2d 683(1968);Bo■ rd oF Trustees v.MayOr&

Clty Counci1 0f Baltimore,562A.2d720(1989).さ らに拙稿「国際人権く保障の視点から見
た白治体国際活動」国際人権 8号 (1997年)1218頁 も参照されたい。自治体の自主組
織・運営権の一環としての政府調達における特定企業差別を通じた自治体対外施策は,
1996年発効のWTO政府調達協定等の国際条約によって近年困難になりつつある。なお
政府調達差別を用いて白治体対外政策を行 )伝統が根強いアメリカでも,ミ ャツマー (ピ
ルマ)軍事政権批判のために同目と取引のある企業を州政府調達リストから締め出すマ
サチェーセッツ州法を,連邦議会が大統領に与えたより柔状な制裁措置権限を阻害し,
「大統領の実効的な外交能力を侵害した」として2000年に連邦最高裁が逸法判断を下し
ているが (Stephe■ P.Crosby,Secretary ofAdministtalo■ and anattce oIMassachusetts.

et al.,PetitiOners v Nadonal Foreign Trad Counc』 .2000U.S.LEttS 4153)ナ  これは直接
には国際協定連反を理由としたものではない。

10 寺谷広司「国際法における自治体の位置づけ」前掲『国際条約と自治体』38-37頁。
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免除権が自治体に認められる可能性はほぼないと考えられる。なぜなら『地

方自治の本旨」規定を「対話型立法権分有説」の立場で理解する場合, 自治

権の中核部分を除けば,国 (中央政府)の立法意思を常に排除しうる「画有の

自治領域」の存在は認められず,法律 (国の意思)の一般的優位を前提としつ

つ,特定の地域的特質がある分野で地域的な関わりの深い人権の実質的保障

のために必要不可欠な場合に限り,国の意思からの逸脱を認めるに過ぎない

以上, 自治体の独自の判断で人権条約履行義務を勝手に免れることは,論理

矛盾だからである。夕ll外となる自治権の中核部分 (本稿はそれを内部組織自主編

成・運営権に見る)についても,憲法 4条と97条から解釈される憲法の実質的

意味の最高法規性は人権保障最優先を要求するものであるから。ゆ,自 治権中

核部分の保障を理由とする人権条約違反は白治体に許されていない。問題と

して残るのは,人権享有主体たる私人間の紛争において,国際人権の保障を

根拠に自治体が条例や施策上で一方の側の私を優遇することが, 自治体によ

るもう一方の人権侵害とはならないのかという論点である。本稿の視点から

は, こうした白治体による独自の比較衡量は当然に認められることになる。

もちろん自治体独自の比較衡量による施策は,当該人権の種類や事案の性質

に応じた連憲審査の一般基準に基づく司法審査を受けることになるが,地域

的特殊性と人権救済の切迫性が加味されることになるのである。

Ⅲ 自治体の国際人権保障における可能性と義務

任)自治体の国際人権保障施策と人権条例
ここでは,自治体の人権保障施策や人権条例の特徴を概観しておきたいけ。

まず女性差別撤廃条約については,1999年の男女共同参画社会基本法を受け

て各地で共同参画条例の制定が相次いだ。内閣府男女共同参画局の調査によ

ると,2009年 4月 1日現在,全国 1800の市区町村のうち条例制定済みのも
のが 432制定率24.0%),検討中のものが406である。都道府県では千葉県を

除き全てが条例を制定している1牝 日本政府自身が積極的に推進中の事業で

161 声部・前掲『憲法』12頁もこの見解を認めており,憲法学界ではこれは適説である。
● 人権条例の概要については,金子匡良「自治体の人権政策と人権救済常」度」江橋崇編
『グローバル・コンパクトの新展開』(法政大学出版会,2008年 )201-222頁 も参照した。

C9 http://―  「.gender.gc.jp/research/sШ sttniokyo′2009/02‐ 2.Pdt httpi/Awv.geIIder
g。 .,P/researcvsuishinloryヴ 2009/02‐ 1.pdf(2010年 7月 16日 最終アタセス)
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あり,本稿の視点からの自治体の法的権限をめぐる争いは見られない。

児童の権利条約については,2000年 12月 に「
'II崎

市子どもの権禾Jに関す

る条例」が制定されたのを皮切りに,2003年 5月 時点で 19の自治体で条例

が制定されている。川崎市では,同条例 30条に基づき市長が市政について

子どもの意見を求めるための「川崎市子ども会議」が設置された。市長その

他の機関は提出された子どもの意見を尊重すべきことも定められている。ま

た北海道奈井江町では,同町の「子どもの権利に関する条例」に基づき,2003

年 10月 の合併に関する一般住民投票に先駆けて小学校 5年生以上と中高校

生らを対象にした子ども投票を行っている。ある報道では日本全国で 3年間

に91件の条例に基づく住民投票がなされたが,その肉20歳未満にも投票権

を与えた例が 40件 あったという叱 住民投票条例に基づく未成年者の住民

投票参加は,投票結果に自治体首長が法的に拘束される場合には法的な問題

を意起するが,いずれも参考投票に留まっているようである。

たばこ規制枠組み条約については,神奈川県が「神奈ザ|:県公共的施設にお

ける受動喫煙防止条例」を2009年 3月 31日 に制定し,翌年 4月 1日 から施

行している。これは健康増進法に基づく自治体の受動喫煙防止の努力義務を

具体化するもので,条例上の義務連反 (立ち入り調査の拒否や妨害等)に対して

指導 ,勧告のみならず中止命令を発したり,過料を科すことまでも規定して

いる
"。
その規制範囲と罰員J等の強制措置をめぐっては条例の合法性が論じ

られる可能性がある。

国際人権規約や人種差別撤廃条約をめぐっては,定住外国人の人権保障が

大いに問題となってきた。山協啓造によれば,外国人施策に積極的に取り組
んでいる日本の自治体は大きく3つ に区分できるという。1つは 1970年代

に在日コリアンを対象とする施策を始めた自治体の内で,今日でも彼らの比

率が高いこともあり,在日コツアン施策を中心に外国人施策の体系化を区っ
ている自治体であり (「人権型」),代表例が大阪市である。第 2は 1990年代に

19 前掲『国際条約と自治体』資料6,15併 151頁。
'11崎

市と奈井江町の条例については以

下も参照。ittp.〃www.dty.tawasalく .ヽ,p/25/25赤 nten/10me/kodoれ o湾 oureithtm及びhttp:

〃wwvitow4.■ 3'0.hO鷲確ido.Jp/kenri/kodomonokettari/JyoJrei/framepage2.ht靡 (2010年

イ月 10日最終アクセス)

?O http_ミ ://www3.e― rぬkinet.IP/cゴ ーbin′kanagawa_lte駒りlW resdata,exePPROCID=_75570

3343&CALLTYPE‐ 1&RESNO‐106&モデKBY=1279247J10721(2010年 7月 16日 最終アク
セ ス )
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ニューカマーを対象とする施策を始め,こ れを体系化している自治体で (「国

際型」), ブラジル人の多い浜松市が代表例である。第 3は第 1の型と同じ在

日コリアン施策の出発点を持ちながらも, これとニューカマー施策を統合し

体系化を図ろうとしている自治体で (「統合型」),川埼市が代表例となる。

この分野は80年代後半から日本政府,特に自治省 (総務省)が「地域の国際

化」を呼びかけ,「国際交流事業」の一環として自治体の外国人施策の推進を

呼ぴかlすてきた背景がある。しかしそれ以前から,在日ユリアンに対する日

本政府の施策の中に人権侵害と見られるものがあったために, 自治体がその

独自施策によって外国人の人権保障を行い,その結果国の法律や外交方針に

す氏触するという問題が存在していた。前述の指紋押捺拒否者に関する川崎市

長の不告発宣言などが代表例である。これは政治問題化したが, 自治体の肖

該施策の合法性をめぐる裁判は提起されず,かえって同様の方針を示す自治

体が全国に増え,結局法務省自身が指紋押捺制度の見直しを余儀なくされた。

自治体による国の法令逸脱が現実には嵐法を超える合法性を獲得したのであ

る1地

「統合型」として自治体の夕1国人施策の先成を走る川崎市では,1996年に

外国人市民代表者会議条例が制定され,「本市の地域社会の構成員である外

国人市民に自らに係る諸問題を調査審議する機会を保障することにより,外
国人市民の市政参加を推進し, もって相互に理解し合い, ともに生きる地域

社会の形成に寄与すること」(条例1条)が 目指されている。代表者会議が行

えるのは市長への報告や意見申し出であり,市長やその他の執行機関はこれ
を尊重する義務を負うに留まる (同 2条,3条 )。 また委員は公選ではなく,一
定の基準に基づく市長の選任である (同 4条)吼 こうした諮間機関に留まる

限り,同制度は匡lの法律に抵触することはない。周知のように最高裁判例に

よれ,此 定住外国人への参政権付与は,国政選挙については憲法の国民主権
原理によって禁止されるが,地方参政権については地方自治の要素を加味し
て国の立法裁量とされている (最判平成5年 2月 26日判時1452号 37頁 ,最判平成7

年2月 23日民集49巻 2号 689賣 )。 もし独自条例で定住外国人に実質的に地方

参政権の付与となる制度を設けた場合には (法的拘束力のある住民投票条例への

10 山脇・前掲論文 219248買。
働 htt「 1鶴 w reiに ,機ッ.kawasaltti,ip/cざ ‐b伍 /rawasa重/DlW_resda協 .excPPROCID― 狗34
80875&CALLTYP卜2&RESNO望 &モテ五〔EY=1279250019427(2010年 7月 16日最終アクセ
ス)
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第1部 総 論

参加も同様),国が未だに立法化していないこととの対比で条例の合法性が問

題となろう。また川崎市は 1996年に,全国の都道府県,政令指定都市の中で

は初めて職員採用における国籍要件を,任用制限つきではあるが撤廃してい

る蝉。

121 私入関における国際人権保障としての人権条例の課題

人権条例が特に法的議論の対象となるのは,私人間における人権保障 (差

別の禁上)にいかにして実効性を与えるのかという場面である。人権擁護法

が未だに成立していない現状では,各地の自治体が工夫を凝らして作る各種

の人権条例における実効性担保措置も,被害者の申し立てに基づく調査と啓

発,人権教育に加え,勁言や勧告に留まるものが多い。たとえば前述め外国

人市民代表者会議の提言から2000年 3月 に生まれた川崎市住宅基本条例は,

外国人のみならず高齢者や障害者等の社会的gs者に住居権を保障し 14条 1

項で差別禁上を定めるが,手段としては同条 2項で市長による事情聴取と「必

要な協力 。改善」要求を行うこと,並びに 3項で市長による情報提供,入居

の際の保証制度の整備,居住継続支援制度の整備等の諸施策を実施する旨の

努力義務を定めるに留めJ差】Uの中止命令や処罰規定は設イブ・ られていない叱

中止命令制度については,賃貸住宅への入居差別を受けた在日コリアンが,

入種差別禁上の条例を定めなかった大阪市に対して国家賠償請求を行った事

件が想起される。なぜなら,訴訟の中で原告が中止命令や罰則付きの条例が

望ましいとしていたことに対する反論として,市側は「当該中止命令により

賃貸人と入居を拒否された者との間で強制的に賃貸借契約を締結することと

なるところ, このような契約締結の強制は民法 601条に違反するものであり,

当該中止命令を定めた条例は,憲法 94条,地方自治法 14条 1項の規定に照

らし,法律に反する条例として効力を有しないというべきである」と主張し

ているからである∞。

確かに,自 治事務に対する法今上の拘束を大幅に緩和しようとする 3008

9t' その他,通説に従ったとしても自治体がその権限においてなしうることは数多い。こ

の点では,データは多少古いが江橋崇編 F外国人は住民です』(学陽書房,1993年)があ

る。

lクか http:〃Vww.rei重,city,kawasakittprCgi_bin/上 awasttd/DiV resda協。exe'PROCID=‐7522

75172&CALLTぼEt2&RESNO=2&UKEY▼1279250976479(2010年 7月 16日最終アクセ

ス )

鉛 大限地判平成 19年 12月 18日判時 2000号 79頁。

I国際人権保障における自治体の権能と議務 [大津 浩]

年 12月 8日 の地方分権推進委員会第 2次勧告においても「私有財産制度,法

人制度等の私法秩序の根幹となる制度に係る事務」については義務付け。粋

付けが必要と判断しているように,通説では私法秩序の根幹に関わる事項は,

たとえそれが地域的問題を率むことがあっても,なお国全体に共通の制度を

確県しようとする国の意思 (法律)がある限り,条例常よ定により自治体ごとに

相違を生むことは違法となろう。しかし衣食住は人間の基本であり,私人間

の問題であるうとも,差別の結果,社会的弱者が当該地域で暮らすことがで

きない状況を見過ごすことは国際人権 欲通差,ll撤廃条約等)及び憲法 13条 (個

人の尊重)と 14条 (平等原則)の明白な侵害である。上述の「対話型立法権分有

説」の視点からは,社会的弱者に対する入居差別が顔発する地域であること

を条件として,一般市場に提供している賃貸住宅の場合はたとえ民法601条

〔例外を設けることになろうとも,またこうした例外措置を許容する国の法

律がなくとも,憲法 92条「地方自治の本旨」の規定が,生存に直結する人権

侵害を救済するうえで必要やむを得ない場合に国の法令を逸脱することを認

めていると解されることから,契約強制につながる中止命令の詩」度化も要件

や手続の厳格化を条件として許されることになろう。

もっとも現状では,実際の人権条例は通説に従っても合法となる道を選ん

でいる。川崎市人権オンブズパープン条例齢 (2001年)が,関係する市の機関

に対し,是正等の措置の実施勧告や制度改善の意見表明を内部的に行うだけ
で
'ど

1く ,外部にもこれらを公表する制度を定め (19条 7項), さらには民間の

事業者に対して行った是正措置の要請についてもこれを公表する制度を定め

ているように (22条 3項),公表を通じた社会的制裁により人権侵害是正措置

に実効性を梓たせるのがせいぜいのところである。もちろん私人が,市によ

る人権侵害是正要求の公表によってその名誉を侵害される可能性もあるので,

一たtに公表制度についても自治体は及ぴ腰である。しかし必要やむをえない

場合に自治体が取りうる合法的手段と解すべきであろう。

自治体による私人間の人権侵害抑止措置として近年採用されつつあるのが,

人権侵害を受けながら泣き寝入りしがちな社会的弱者に訴訟を起こすよう援

助する制度である。たとえば千葉県障害者条例 (2006年)26条は,訴訟費用

90 1kttpl〃 www.reiki.ciけ ,(aVasaki.ip/Cgi… bin/kawasralくと′DlW_resda協 .eXePPROCID=-7471

90656&CAH´TYPE翌 &RESNO刊 &UKEY=12的255949370(2010年 7月 16日 最終アタセ
ス)
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驚 I部 総  箭

の貸付その他の援助ができることを規定する勤。人権擁護法案では,人権委

員会自身が訴訟に参加する制度 (63条)や差別功長行為の差止訴訟を提起す

る制度 (65条 )も 規定していたが,同法築は未だ可決されていない。国の法律

でも具体化されていない制度を採用することに, 自治体は躊躇しているよう

である。

罰員ll制定については秩序罰を含めて,ほとんどの人権条例がこれを制度化

していない。例外として鳥取県人権侵害救済推進・手続条例
"の
28条 2項が,

調査の拒絶や妨害に対する5万円以下の過料を定めるに留まる。同条例は

2005年に可決されたが,施行日前に同条例停止条例により施行凍結となり,

2009年 3月 25日 に廃とさ注てしまった。人権擁護法案も出頭,文書提出,

立入検査等の拒否や妨害に対して30万円以下の過料を規定するが (88条 ).

人権条例の一般的傾向として,国による立法化がなされる前に罰則その他の

強制力のある手段を設けることには及び腰といえよう。しかし本稿の視点か

らは, このような手段も合法である。

●)自治体の人権条約履行義務と人権条例舗U定不作為の法的責任追及

すでに述べたように自治体は,人権保障施策に関する幅広い裁量を持ちな

がらも,人権条約については,関係する諸人権の具体的実質的保障の必要不

可欠性の観点から「特別な事情」が認められる例外的な場合を除けば,他の

国家機関と同様の国内法的な拘束を受ける。それどころか,単に他の国家輻t

関と同じ拘束を受けるに止まらず,内容が明確で自動執行力のある人権条約

の場合は,たとえ中央政府を含む他の国家機関がその履行を怠っている時で

も,当該自治体において童大かつ明白な人権侵害が生ずる地域的特殊性が見

出せる場合には, 自治体は独自に人権条約履行義務を負うと解するべきであ

る。他方で自動執行力のない人権条約の場合は,実施の有無も実施の方法・

内容も自治体の選択に委ねられよう弾。

人種差別撤廃条約 2条 1項(d)は ,「すべての適当な方法 (状況により必要とさ

れるときには,立法を含む)に より,いかなる個人 集団又は団体による人種差

90 五ttp://w覇濁r.pref,chおa.lg.jp/syozok■ /c syo■れku/kelkakげ sabetu/syogajOrd.pdf(2010
年 7月 16日最終アクセス)

9t,http:〃ww.pref.tottori.lg.ip/dd,asPxPmendd-92990(2010年 7月 16日最終アクセス)

鬱9 寺谷・前掲論文は裁判規範ではなく行為規範として自治体の条約履行義務を考えるべ
きとするが (3843頁). 自動執行力のある人権条約については1人権救済の必要性と地
域性の視点から一定の場合に裁半1規範性の問題をも十分に議論できると考える。

I ttl際人権保障における自治体の権任と義務 E大津 浩]

別も禁止し,終了させる」ことを締約国に義務付けている。人種差別の禁止・

終了は国際法上,総体としての日本国の法的な義務であり, 自治体の不作為
についても国際法上は国 (この場合中央政耐 の責任が問われることになるが,

国内法上はいかに考えるべきか。この点,小樽市入浴拒否訴訟において,人

種差別を廃とするための実効的措置を取らなかった小樽市の法的責任につい

て,原告側の意見書を書いた棟居快行は次のように主張している側。①本条

約は国 (中央政p.自 治体の区別なく全ての公的機関に積極的作為義務を課
す。②この国際法上の責任は当然に国 '自冶体に防止・救済等の国内法上の

作為義務を発生させ,不作為に関しては国賠責任が生ずる。③本条約の内容

は人種差別事象の廃絶という一義的に明白なものであり,国 。自治体はいか

なる手段で差別の廃絶を実現するかの点では裁量を有するが,何屯しないと
いう選択肢は持たない。④入洛差別の禁とに有効性が認められる条例を合理

的な一定期間内に制定しない場合でなお差別がやまなかった場合は,不作為
の違法 (条約連反)を 自治体に認あうる。⑤立法の不件為に関して国会議員の

裁量を極めて広く認めた最高裁昭和 60年判決 (最判昭和60年 11月 21日民集39

巻7号 1512頁 )と の関わりで地方議員の条例制定の裁量について述べるなら,

国会議員には憲法 43条 (全国民ρ代表者性)と 51条 l免責′持権)があるため,「国

レベルの代表民主制にあっては,国会議員を個々の法的制約から解き放って

自由に活動することが保障される」けれども,「地方議会の条例制定権は憲法

94条によって『法律の範囲内』に限定されている (『法律の範囲内で条例を制定す

ることができる』)のであって,内容的に法律と趣節をきたす条例は,内容が違

法無効であることはもとより,その制定行為自体も内容と同様に違法と評価

すべき」であるから,地方議員は「本質的には長と同様に,政治活動に関し

て屯法的責任に服する存在というべきである」。

本件第 1審判決 (IL幌地判平成14年 二月■日判時180G号 34頁)は,条例制定
については,い「憲法′条約及び法律によって一定内容の条例を制定すべき
ことが一義的に切確に義務付けられているような例外的な場合を除いて,国

会による立法と同様に,市民全体に対する関係で政治的責務を負うにとどま

9,個別の市民の権利に対応した関係での法的義務を負うものではない」と
した上で,条約の義務内容は一義的に切確とは言えないとした。他方で同判

Gけ 棟居意見書 (甲第31号証)と後述の高裁判決は原告リホームページ (h"://― w
deb■o.o▼ g/■ hoagoumdae.れ t耐 〔2010年 7月 16日 最終アクセス〕)の資料を参照した。
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第 1部 総  論

決は,市が入浴差別廃止に(Bl「有効な施策を容易にとることができ,市民か

ら見ても被告小樽市がその施策をとることを期待するのが相当であるのに,

これを怠った場合に限って,違法となるJと も述べるが,条例制定はそれに

当たらないとした。

寺谷広司は,地裁判決については,(Blの判断が「自治体が国際条約義務に

違反して国とは独立に責任を持ちうることが明示されている点で,画期的な

裁判例Jと評価し,棟居意見書については,国 (中央政耐 と自治体が区別さ

れずに論じられており, 自治体が国際条約に拘束される論理が不明である点

と,仮に国にも自治体にも拘束力が及がとしても,理由づけや義務関係に差

具を認めなくて良いのかという点を批判している。この点で本件高裁判決

(オL幌高判平成16年 9月 16置 )は,「自治体ないしは地方議会の議員が条例の制

定について,立法にあたる国会議員以上に高度ないしは広範囲にわたる法的

な作為義務を負うものと解すべき根拠はない」としたが,寺谷は高裁判決に

ついて,それが自治体の義務と国の義務を区別していない結果として,「自治

体の義務の発生は国の行為に条件付けられJ,「国家レベルの法律かない場合

は, 自治体は条例部J定義務を免れると言いやすくなる」と論評している
t堵

国賠法上の立法不作為の法的責任認定要件については,最近の在外投票制

違憲判決 (最大判平成17年 9月 14日民集59巻 7号 2087頁 )の新たな論理に依拠し

て再検討する必要があるが,それとは別に, 自治体の人権条約履行義務を国

(中央政府)のそれと区別する必要は明確である。その場合,棟居意見書のよ

うにヨ治体の権限を常に「法律の範囲内」と理解するのでは,国が何もしな

いときには自治体の不作為も許されるとする高裁の論理に負けてしまう。ま

た自治体を「法律の範囲内」とする論理は,本稿で論じたような,国法に違

反してでも自治体独自で行う人権保障施策を合法と解する可能性をも失わせ

る。結局, 白治体が人権条約につき独自の法的義務老負うことを論証するに

は, 自治体が憲法から人権保障のために独自施策を行う権限と義務を与えら

れているとする論理からしか導けないのである。

9, 寺谷広司「人駐 別撤廃条約と自治体」前掲『国際条約と自治体』61-86貢。
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，
　

，
　

　

　

一

一
　

　

　

　

　

　

　

一

・
一

「

一
・一
一

中

・

・

■

一
●

ヤ

・
ィ
ト

一
「一
一ャ
一
“一一一
・
・
・一
卜
・，
一
一
ｒ
一

ｉ̈
い
・一
い
一

一・・
一」
一い・
ヤ一
中
一
い

け

●

・
・一
一



第3部 国内裁判における国際人権法の国内実施

う点である。

このように考えると,戦後補償問題の解決のためには,金銭的賠償や謝罪
だけではなく,人権侵害行為としての戦争の徹底的な否定と,過去の課りの

検証,戦争被害者のあらゆる面でのケア,そして将来,同じ過ちを繰り返さ
ないための手段を考えていかねばならないといえよう。

具体的には, 日本政府は,すべての戦争被害についての実態を可及的速や
かに調査し公表すること,その事実に基づき個人賠償 (補償)と謝罪を内容と

する立法措置を講ずるとともに,すべての被害者の内体的と精神的障害に対
するリハぜヴテーションの措置を施すこと,そ して,教育, とりわけ歴史教
育および憲法教育のなかで,過去の植民地支配および侵略戦争による加害行
為と責任を明確にし,再びこのような過ちを起こすべきでないことを教える
こと,が必要とされる鶴。
こうした戦後補償問題の解決のあり方こそが, 日本の「過去の清算」であ
ると同時に, アジア諸国との信頼関係を築き上げ,将来のアジアの恒久平和
と相互の繁栄の基本条件となるであろう。

99 内諜,古川(編 )・ 前掲注鉛『東北アジアの法と政治』48-49頁。
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